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特 集

経営者対談 
－サステナブル経営　時代のその先へ

「持続可能な開発」という概念が世界に知られるようになったきっかけは、1987年に国連の「環
境と開発に関する世界委員会」が発表した報告書と言われています。2000年代初頭の「国連
ミレニアム・サミット」や「持続可能な開発に関する世界首脳会議」を経て、2015年に「持続可
能な開発目標（SDGs）」が策定されたことにより、各国や企業における環境やサステナビリティ
に関する取組み機運が一気に高まりました。
地球環境と地球に存在するすべての生物を守るために、企業は何をしていくべきか。未来に残し
たいものと捨てるもの、それをどうやって選択すればよいか。サステナブル経営の真髄に迫ります。
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04 時代に合わせてアップデートし続ける
来る2055年、創業100周年に売上高10兆円を見据えた
大和ハウスグループの取捨選択
大和ハウス工業株式会社 代表取締役社長 兼 CEO　芳井 敬一氏

KPMG ジャパン チェアマン　森 俊哉
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1955年の創業以来、大和ハウスグループは建築、住宅、生活の改革に取組み続
けてきました。コロナ禍でもその歩みを止めず、価値観や社会環境の変化などを捉
えて時代に即した新たな価値を創出し、サステナブルな社会の実現を目指してい
ます。
今回は、創業100周年を目指す 壮大な航海 の 羅針盤となるパーパスの策定、大
和ハウスグループが受け継いできた創業者の精神と若い世代との価値観の融合、
少子高齢化や空き家の増加、リモートワークなどにより顕在化した街や家の問題
を解決するための取組み、人財の育成や多様性の確保など多様なテーマを、大和
ハウス 工業株式会社代表取締役社長兼 CEOの芳井敬一氏と、KPMGジャパン
チェアマン兼あずさ監査法人理事長の森俊哉が語り合います。

竹下 晋平

あずさ監査法人 

パートナー

【 インタビュアー 】

Keiichi Toshiya

Yoshii Mori
大和ハウス工業株式会社
代表取締役社長 兼 CEO

芳井 敬一氏

KPMG ジャパン
チェアマン

森 俊哉

経営者対談 ― サステナブル経営　時代のその先へ

時代に合わせてアップデートし続ける
来る2055年、創業100周年に売上高10兆円を見据えた大和ハウスグループの取捨選択

特 集

対談時には感染対策を十分に行い、写真撮影時のみマスクを外しています。
所属・役職は、2022年2月時点のものです。
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特集

創業者の精神と
新しい価値観の融合に挑戦する
「夢プロジェクト」

 ここ数年、持続可能性、ESGが非
常に注目され、企業経営にも影響を与え
るようになっています。このように不確実な
環境で大事になってくるのは、企業がどう
いう目的、存在意義を持つかというパーパ
スです。御社はサステナビリティが注目さ
れる前から「共に創る。共に生きる。」を掲
げ、社会課題の解決を図る事業を展開さ
れてきました。そして現在、まさにパーパス
を作成中とお伺いしております。御社では
パーパスをどのように定義づけられるご予
定なのでしょうか。

芳井　一言でいえば、「作り出したい社会」
「大和ハウスグループの果たすべき役割」
です。これを大和ハウスグループでは�将
来の夢�と呼んでいます。当社の創業者・
石橋信夫の精神は「世の中の役に立つか
ら、やる」「儲かるからではなく、私たちは
困っている人、いろいろなものの問題解決
を仕事にしていこう」という軸です。これを
創業当初から発信してきました。
　パーパスは、その創業者の精神を現代
に置き換えた、私たちなりの想いともいう
べきものです。ただ、それは時代に即して
アップデートされ、ステークホルダーから
「共感」される必要があります。そこで、「夢
プロジェクト」というプロジェクトを立ち
上げ、パーパスを探す旅に出ることにしま
した。入社 1年目からの若手を含めた全
従業員、Z世代、投資家を含むあらゆるス
テークホルダー、さまざまな年代の方た
ちに参画してもらい、半年以上にわたって
繰り返し対話してきました。アンケートだ
けでも3万通以上集まっています。そして
1,000名ほどが中心となって、「みんなが納
得する�将来の夢�とは何なのか」を語り合
いました。大和ハウスグループのパーパス
がどのようなもので、存在する価値や意義

が何なのか。私たちはどうしてこの企業で
存在していくのか。そういったことを問いか
けました。
　彼らは本当に真剣にやってくれています。
「私たちは2055年の100周年まで絶対に企
業として勝ち進むぞ」と。2055年の大和ハ
ウスグループに残しておくべきものは何か。
捨てていくものはあるか。そんな検証もしな
がら進めています。役員も懸命に取り組ん
でいますよ。取締役会で何度も討議し、私
もそのたびに確認しています。そこから私たち
がこれから大事にしていくもの、価値観やパー
パスが見えてくるだろうと思っています。その
結果は、4～5月頃に発表する予定です。こ
こで見えた�将来の夢�が、グループ全従業
員の旗印となるのではないかと考えています。

 社是を現代に即したものにアップ
デートするために「夢プロジェクト」を立ち
上げたとのことですが、お話のような大規
模なプロジェクトでなくてもよさそうな気が
します。「パーパスを探す旅」に、このよう
な大きなプロジェクトを立ち上げた理由
を聞かせていただけますか。

芳井　あえて1回ひっくり返してみた、とい
うところです。大和ハウス工業が2055年
に向かって何を残し、どうするか。どこに
向かうのか。それを経営陣はわかっていな
いといけない。私たち現経営陣は、100周
年を迎える時にはみんな退任しています。
2055年の大和ハウス工業を支えるのは、
だいたい現在からプラスマイナス5年くらい
で入社する世代です。ということは、この世
代の考えていることがわかっていないと、間
違った舵を切ることになってしまう。しか
も、今度の第 7次中期経営計画は、期間
をこれまでの3年から5年に変更しています。
その航海の方向性を示すことが「夢プロ
ジェクト」の目的だからです。

森　そこで、「夢」という言葉を使われてい
るのが素晴らしいですね。2055年というと、
数年後の話ではなく、本当に将来の話で
す。そこに照準を合わせるという時に、「夢」

という言葉との親和性がすごく高い。とに
かく超長期ですから、一定の高みを目指
さないといけません。超長期を現在からの
延長線上で考えるのではなく、「夢」からス
タートするというところに、非常に大和ハウ
ス工業さんらしさを感じます。

芳井　それは、創業者が「夢」という言葉
をよく使われていたことがあります。私たちは
「夢」に向かっていくのだという教えがあり、
それを樋口武男最高顧問が伝承し、いつ
の間にかみんなに浸透していきました。
樋口最高顧問は「何かあったら創業者の考
えに戻ろう」と口癖のように言っていま
したし、私たちもずっと同じことを言い
続けています。ですから、大和ハウス工業
では何かあった時には必ず創業者の考え
に戻る。それが、当社がまとまる理由です。
これはある意味、当社にとっての奇跡だと
思っています。

「夢プロジェクト」の軸は、
直接対話し、話を聞くこと

森　創業から今まで、創業者の精神をずっ
と引き継がれてきて、まさにそこに御社の
パーパスの拠り所があったのではないかと
思います。ところで、その従来のパーパスと
新しい人たちの価値観の融合については、
どのようなイメージでいらっしゃるのでしょ
うか。

芳井　大和ハウス工業として必ずこだわ
るべきもの、捨てなければいけないことが一
致しています。
　また間違いなく成長したいということは、
共通しています。若い人たちのなかには、創
業100周年の時に、取締役会の席に座っ
ている人もいるかもしれません。だからこそ、
何を大事にするかというのは、彼らに考え
てほしいと思っています。

森　なるほど。私はこの年末年始の休み
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時代に合わせてアップデートし続ける
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に読んだ本のなかで、「これから世の中が
どう変わっていくのか、どうご覧になります
か」という質問に、イーロン・マスクが「重
要なのはどう変わる、何が変わるではなく
て、変わらないものが何なのかを考えなが
ら経営していくことだ」と答えていました。
「そうすると、新しいことをやる時に、何を
残さないといけないのか、何が重要なのか
が見えてくる」と。
　御社も、変わらないことを大切に、そして
これから変わっていこうとしていらっしゃる。
また、我々のようなバブル世代の人間と新
しい世代との融合にもトライされている。こ
れはなかなか大変な道だと思います。

芳井　大変ですが、それが創業者の精神
ですからね。創業者の石橋がその精神を
示した社是を最初に作ったのは昭和30年
代のことです。1つ目に「事業を通じて人を
育てること」、2つ目に「企業の前進はまず
従業員の生活環境の確立に直結するこ
と」、3つ目に「商品は社会全般に貢献す
ること」を挙げています。社会課題を解決
するけれども、まずは自分たちの生活をしっ
かりするために会社を存続させるというメッ
セージを送っている。だからみんながついて
くる。結局は人なのです。大和ハウスグルー
プが100周年でどういう事業体になってい

るのかはわかりません。でも、人がいないと
生き残れない。ですから、いかに人を作り
出すか。そして人が入ってくる企業にするか
だと思います。

森　「夢プロジェクト」には、御社の若手
だけでなく、Z世代も参加されているのは
驚きました。というのも、世代間の断絶と
か、経営陣と現場のギャップに、企業が
すごく苦労しているという話をよく聞くから
です。御社もそうしたギャップを解消する
ために「夢プロジェクト」を始められたので
しょうか。

芳井　今回の「夢プロジェクト」の基礎は、
サステナビリティ企画部が主体となって作
りました。そこからどんどんみんなを巻き込
もうということになり、手を挙げてもらうこと
になったのですが、最初20代からはあまり
手が挙がりませんでした。チームはそのまま
船を出そうとしましたが、私は止めました。
強制的にでも、若手はもちろんのこと、あら
ゆる階層の人間を船に乗せないといけな
いと思ったからです。船に乗せてからは、ひ
たすら対話です。

 直接の対話を行ったということで
しょうか？

芳井　そうです。それが一番。夢プロジェ
クトとは別に、12月にも事業所を回って、
入社1年目から3年目、主任職、管理職と、
それぞれ1時間のQ&Aを行ってきました。最
初は考えてきたような、飾ったような質問ば
かりでした。でも、「それはアカンわ」「誰か
がそう言えって、言うたんやろ」と言って、問
題の本質、事業本部制に対する不満、働
き方に対する考えなどを吸い上げました。
対話では、「社長、この前副業オッケーって
言いましたよね」「言ったよ、その背景はこう
だよ」と質問に答えながら、経営陣の考え
を理解してもらうようにもしました。
　株式会社ジャパネットたかたの創業者
髙田明氏は、「伝えることがすべてではなく、
伝わること」と言っています。こちらが伝え
たつもりでも、相手に伝わっていないことも
ある。だから、いかに伝わるかだと。そうい
う意味で、Q&Aというのは本当にいいです。
その場で質問してもらって、そこで答えるわ
けですから。数値的に計算しないと答えら
れないことやプライベートなこと以外は即
答することにしています。

森　「聞く」ということは、すごく大事ですよ
ね。どう考えて行動したかを聞くのは、相
手にとってすごくプラスになりますし、聞く
側も緊張感があります。

芳井　大事だと思います。ですから、Q&A

を行う時には「質問に間違いも正解もな
い。答えたくないというのはあるかもしれな
いけれども、回答する側は即時で答えない
といけない。こちらはあなたの懐に入るよう
な答えを言わないといけないから」と言って
います。Q&Aを行うことで一体感が出たり、
成長したりすることができます。

「ステークホルダー全体との
結びつきを大切に守る」
という強さ

森　今、住宅産業ではPBRが1を切ってい

1958年生まれ。81年中央大学卒業、90年大
和ハウス工業入社。11年取締役上席執行役員 

海外事業部長 海外事業担当、13年取締役常
務執行役員 東京本店長、16年取締役専務執
行役員 東京本店長 営業本部長、17年代表取
締役社長、20年10月より現職。

Keiichi Yoshii 
芳井 敬一氏
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る会社が多いなか、御社は資本市場に高
く評価され、PBRが1を超えています。そ
れは、事業モデルとして優れていることはも
ちろんですが、無形資産に対する評価、人
財に対する評価も大きいと思っています。
人財の育成や多様性という点でどのような
ことを意識していらっしゃるのでしょうか。

芳井　一番の不安は、パッケージ化され
て人が育つことです。というのも、私たち
の仕事はパッケージではないからです。あ
るときは住宅メーカー、あるときは不動産
デベロッパー、またあるときはゼネコンのよ
うなこともやっています。これは、ある意味、
誰にもマネのできないポートフォリオと言
えるでしょう。このように、大和ハウスグ
ループはいろいろな顔を持っており、その
なかで多種多様な人が働いている。事業
や人をぐるぐる回しながら、好機を伺って
いるというわけです。おそらく、この状況を
失うのはパッケージ化された時です。その
時はしんどいと思います。

 いろいろな顔を持っているというこ
とですが、社会課題や社会が求めるもの
は時代によって変わります。その時、どう
やってテーマを見つけ、顔を変えていかれ
ているのでしょうか。

芳井　テーマは各事業本部が見つけてき
たものもありますし、創業者の石橋や樋口
最高顧問が気づいたものもあります。たとえ
ば、石橋が「21世紀は風と太陽と水の時
代になるだろう。そういうことをやりなさい」
と言ったことで、私たちは2009年に環境エ
ネルギー事業部を設立しました。この部署
を作った時はまったく効果が出ませんでし
たが、時代が変わってきました。風と太陽
と水が注目され始めたのです。そして今で
は、当時わずかだった売上が1,000億円を
超える規模まで成長しました。
　そういう先読みをした先達者たち、そし
て各事業本部でそれをヒントにして準備し
てきた従業員たち。彼らが、時代が来た時
にすぐに走れる状態にしてくれています。こう

いう人財がいることは、大和ハウスグループ
にとって非常にありがたいと思っています。

森　適切なポートフォリオを持つことが、
会社の持続可能性には非常に重要です。
着実に1つずつ、自分たちに強みのある領
域で事業を展開し、しかもそこにきちんと
人をあてがう。人というのは御社の従業員
もそうですけど、それを超えたステークホ
ルダー全体とのつながりを大事にされて事
業をやられている。そういうところが1つの
大きな特徴ではないかと思います。
　サステナビリティレポートに掲載された
社長のメッセージでは、さまざまなステー
クホルダーに対し、自分たちがどうありた
いのかを事業に結びつけて語られています。
「共に歩む」のなかには、協力会社も入っ
ていますし、業界も入っている。これはパー
パスにつながるメッセージだと思いました。

芳井　ご存知のように、2020年4月、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大によっ
て緊急事態宣言が出された時、大和ハウ
ス工業は現場を止める選択をしました。よ

ほどの理由がなければ、緊急事態宣言下
では一切工事をしないと。これは住宅メー
カー、ゼネコン業界では異例の決定でし
た。その時、誰彼ともなく、協力会社への
支払いは全部しようということになりました。
急に工事中止と言われても、協力業者は
資材や人などをすでに手配しているからです。
このことに、誰も文句を言いませんでした。
それどころか、「協力業者への支払いをすぐ
に計算しろ」と。なぜかというと、私たちはこ
の業界の皆さんと共に働いているからです。
だから、この行動はごく当然のことなのです。
そして、「工事はしませんが、出来高や諸々
も含めて全部支払いはします」と言うと、皆
さんすごく安心されていました。不測の事態
で困っている時、大和ハウス工業主導で
何かする時に、いかに私たちが協力会社を
守っていくかということを、私たちはいつも考
えています。

森　まさに「共に歩む」ですね。

芳井　人が不足する時でも、協力会社が
私たちの建物を優先してくださるのは、私

1986年港監査法人（現・あずさ監査法人）入所。
1990～1993年米国KPMG に赴任。1995年セ
ンチュリー監査法人社員就任。2004年あずさ
監査法人代表社員、2010年理事就任。大手グ
ローバル企業の監査責任者を務め、M＆Aなど
各種アドバイザリーサービスの責任者を歴任し、
2015年専務理事。2018年よりKPMGジャパン
チェアマン及びグローバル・ジャパニーズ・プラク
ティス（GJP）の統括責任者を務める。KPMGの
グローバルボードメンバー及びアジア太平洋地
域ボードメンバー。2019年あずさ監査法人副理
事長就任。その後2021年7月に理事長就任。

Toshiya Mori
森 俊哉



8    KPMG Insight Vol.53 © 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

経営者対談 － サステナブル経営　時代のその先へ

時代に合わせてアップデートし続ける

特集

たちも協力会社のことを常に考えているか
らです。本当に、継続していくというのは強
いと思います。

「この街に住んで幸せだった」と
思ってもらうために、
「つくった責任」を果たす

 御社は、過去に開発した郊外型
住宅団地を�再耕�する「リブネスタウン
プロジェクト」や、再生可能エネルギー
100％の大規模複合開発プロジェクト「船
橋グランオアシス」など、社会課題の解決
を目指した事業を手掛けられています。そ
の中で、どのような社会課題を認識され、
それに対する事業活動としてどういうところ
に重点を置かれているのでしょうか。

芳井　今は、SDGsの「つくる責任」をしっ
かり果たそうと考えています。ところで、私
は常々思うのです。SDGsの17の目標には
「つくる責任 つかう責任」とありますが、「つ
くった責任」はないのかと。私たちは新し
い街を作ってきました。一方で、過去に
作ってきた街が泣いている現状があります。
それをどう見るかというのはすごく大事だと
思います。
　たとえば空き家問題。これは、住む人の

問題ではありません。極論を言えば、メー
カーが「つくった責任」を果たしていないこ
とが原因とも言えます。そこで、私はこれま
でに大和ハウス工業が作ってきた街の当
時のカタログを見てみました。見ていくと、
たとえば「ここに学校が、ここに公園が、こ
こにスーパーができて、子どもたちはこの街
で健康的に過ごせますよ」というように書
かれている。確かに、その約束は果たして
います。でも、その約束は街の人口が増え
ていくことが前提になっていて、少子高齢
化の未来は誰も予想していなかった。高
齢化や転居で人が減り、街が泣く現在の
姿に気づかなかったのです。
　新しい街を作るのが夢の第1章ならば、
それは叶えました。でも、第2章の展開を
読み切れなかった。だからこそ、私たち自
身がもう1回その街に戻り、夢の第2章と
して「リブネスタウンプロジェクト」のような
プロジェクトを実行することはすごく大切
です。これをいろいろな街で順繰りにやって
いきたいと思っています。

 オールドタウン化した街を�再耕�
するというのは、なかなか考えつかないアイ
デアだと思います。なぜ、街の�再耕�をし
ようと考えられたのでしょうか。

芳井　兵庫県三木市に「緑が丘ネオポリ
ス」（1967年に大和ハウス工業が開発・造
成した大規模戸建住宅団地）という、私た
ちが作った街があります。以前行ってみた
ところ、街全体がずいぶん古びてきていて、
大和ハウス工業の事務所もなくなっていま
した。それを見て、「これでいいのか」と思っ
たことがきっかけです。新しい街を作る一
方で、古い街を置きざりにしてどうする、と。
　今、「緑が丘ネオポリス」では、産・官・学・
民連携で「クラウドソーシングと高齢者・障
がい者の就業環境整備」「高血圧症の重
症化を予防」「サテライト拠点整備と移住
の場を整備」の実証実験を行っています。
同様に、神奈川県の「上郷ネオポリス」で
は、元はバスの操車場だったところにコミュ
ニケーションスペースを作りました。コロナ

禍で一時は落ち込みがあったものの、すご
く活発に使っていただいています。
　願わくは、大和ハウス工業が作った街
に住んで、人生を送り、最後に目を閉じ
る時に「ここに住んで幸せだった」と思って
もらいたいですね。「この街でよかった」と。
私はよく「時間がない」と言っているのです
が、高齢化した街では本当に時間があり
ません。ただし、こうした街に急激な変化
は似合いません。緩やかな変化を急いで
生み出すことが大切です。

森　街は、そこに住んでいる方々の人生の
集合体です。ですから、ガラッと変えるべ
きではなく、今の延長をいいものにしていく
のだということですね。

芳井　そうです。先ほど紹介した街では、
「街に大和ハウス工業が戻ってきた。だか
ら、これから何かが起こるだろう」と思われ
ています。その期待に応えるため、コロナ
禍でも花火を打ち上げるなど、街の人たち
の元気が出るようなことをいろいろとやり続
けています。

「生きる場所」としての
住宅のあり方を業界全体で
支えていくことを目指す

森　芳井さんは、「住宅が帰る場所から生
きる場所に変わっていく」とお話されてい
ます。「帰る場所」というのは、滞在時間が
短く、食事をしてお風呂に入って寝る場所
のことですよね。これが「生きる場所」となる
と、空間の使われ方、時間軸が変わります
し、ライフステージによっても変化がある
でしょう。
　そういう家を提供することになると、街
全体もそうですが、家そのものも変化・進
化していかなければならないはずですし、そ
ういう家では住んでいる人との付き合い方
も変えていかなければならないような気がし
ます。このあたりについて、芳井さんはどう
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思いますか。

芳井　新型コロナウイルス感染症の拡大
を受け、郊外の住宅の売れ行きが好調で
した。こうした住宅が建てられたのはコロ
ナ禍前で、だいたい120平米、4LDKくらい
です。しかし、今、求める家の広さが変わっ
て、これら既存の住宅では1部屋か、2部
屋足りないと言います。たとえば、親がリ
モートで仕事をしようとすると、部屋数に
余裕がないからリビングでやることになりま
す。そうなると、親は寝ても覚めてもずっと
リビングにいることになって、それってどう
なの、と思いますよね。
　ですから、家を仕事もできるような「生き
る場所」に変えてあげないといけません。そ
こで、仕事の効率を高める通信環境や照
明等を備えた防音仕様のワークスペース
「快適ワークプレイス」とか、家族とつなが
りながらも仕事や家事に使えるセミクロー

ズ空間「つながりワークピット」を開発しま
した。

森　「生きる場所」で暮らす選択肢を増や
していく、ということですね。

芳井　そうです。住まいをコーディネート
していく必要があります。今は良い建物の
資産価値は10年でゼロになりませんから、
良いものが受け継がれるようになっていま
す。そうなると、「この家を出たら、次はああ
いう家に住もう」というストーリーが成り立
ちます。最初は2LDK、子どもが生まれたら
4LDK、子どもが独立したら、今までの都会
の2LDKよりももう少し郊外の2LDKなどと
いうように。家も、必要な時に必要な人に
順繰りに渡っていくようにストックに変えて
いかなければといけません。ただ、これは大
和ハウス工業だけで実現できるものではあ
りません。資産となる建物を建てる住宅会

社、修繕をしてくれるリフォーム会社などと
連携できれば、業界全体として非常に良く
なるのではないかと思っています。

多様な人財が
みんな楽しみながら働き、
成長できる企業へ

 サステナビリティは、人財が重要
と言われています。御社も人財育成に熱
心に取り組まれていますが、サステナブル
な企業経営を行ううえで、今後どのような
人財が必要になってくると思いますか。

芳井　まったく異業種の人財がほしいで
すね。突き詰めると宇宙人がいいのですが、
さすがに宇宙人はいませんから。そのくらい
の感覚で人を育てることが大事だと思って
います。大和ハウスグループにはさまざまな
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面がありますが、今後はより複雑になって
いくでしょう。ですから、多様な人財がほし
い。特に、成長を共に語れる人、自分が成
長したいと思う人。そういう人がほしいです。

森　そういえば、御社には中途採用の方
がたくさんいらっしゃいますね。芳井さんも
中途採用で、すごく活躍されている。これ
は、ダイバーシティにとっても、サステナビ
リティにとってもすごくいいことだと思いま
す。一方で、会社が1つの方向に向いてい
くという意味では、なかなか苦しい部分も
あります。でも、御社の場合はそうなって
いません。どうしてだと思いますか。

芳井　非常にフラットだからです。大和ハ
ウス工業には、昇格に関して差別があり
ません。学歴も、中途採用でも関係しま
せん。以前始末書を書いたとしても、責任
を取ればまた機会を与えます。このことに
関しては、本当に平等だと思います。昨年、
事業本部制を導入しましたが、6つの事業
本部のうち4つの本部長は中途採用か、
一度退社して戻ってきた人です。樋口最高
顧問も中途採用でした。

森　中途採用の方に対して、プロパーの
方が異分子を排除しようとしたり、抵抗し
たりするという話もありますが、そういうこと
はないのでしょうか。

芳井　私が入社したのは1990年で、もう
30年も前ですが、何の抵抗もありませんで
した。昨年は技術者だけでも150人くらい
中途採用しましたし、営業も中途採用して
います。ですから、誰が新卒で、誰が中途
採用など、誰も気にしていないと思います。

森　なるほど。しかし、会社の全体像を知
らない人が増えると目の前の利益を優先
して、目線が全体最適よりも部分最適に
なってしまいませんか？

芳井　もちろん、事業本部ではそれぞれ特
化してやっています。ここで横串を刺すため
に、本部長には支店長とブロック長を経
験させています。というのは、自分の部署
の事業だけを考えていたら、チャンスを逃
すからです。他の本部の事情も知っていれ
ば、横につなげられる。ですから、6人の本
部長のうち4人は支店長やブロック長の
経験者です。しかも大店を経験しています
から、全事業を見てきているのです。

森　それが今の新しい組織体制の基礎に
なっているというわけですね。

芳井　そうですね。そういう意味で、支店
長というのは多くの社員が目指す職責で
しょう。しかし、そこに至るまでには多くの
ハードルがあります。

森　現在のみならず、将来にいい事業を残
していくには、時間軸もすごく重要になりま
す。この観点から人を育てていくために注
意されていることにはどのようなことがありま
すか。

芳井　難しいですが、内製化と外部から
の学びの両軸でしょうか。今、外部研修
や外部への出向など、外部のやり方を取
り入れるために、どんどん人を送り込んで
います。やはり人づくりは難しいですから。
内製化していくけども、外から学ぶことも大
きいですね。

 最後に、社会やグループの皆様へ
のメッセージをいただけますでしょうか。

芳井　今年の一文字は「楽（たのしむ）」で
す。「楽（ラク）」じゃないですよ。ラクしよう
ということではありません。ラクして儲けた
ものは、それほどいいものではない。やはり
成果物というのは、自分が汗をかいて得る
ものです。とにかく楽しもう。仕事を楽しも
う。人生を楽しもう。楽しんだ先に絶対に
成長がある。楽しみながら成長しよう、と
いうこと。大和ハウスグループの人財はバ
ラエティに富んでいますが、少しずつ、楽し
む人が増えてくれればいいと思っています。
今日よりも明日、楽しむ人の比率を上げ
ていけるような会社を目指しています。

 ありがとうございました。
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犬飼 仁
Hitoshi Inukai

POINT 1

EVシフトがもたらす差別化要素の
変化

従来製品の差別化要素が相対的に低
くなる。また、バッテリーの比重が高い
コスト構造やアフタービジネスの縮小
など収益面にも大きな影響がある。

POINT 2

求められるユーザー 
エクスペリエンス

より顧客中心の視点かつ高度なユー
ザーエクスペリエンスの提供が差別化
要因となり、ブランド価値の提供手段
となる。また、顧客にとっては、環境貢
献やサステナビリティに関する経験価
値がより重要となってきた。

POINT 3

モビリティデータの 価 値と 
その活用

高度なユーザーエクスペリエンスを提供
するため、データの分析・活用が必要と
なる。また、データ活用による新たな収
益モデル構築の可能性もある。

EV時代のユーザー
エクスペリエンス戦略

KPMGジャパン  

自動車セクター

犬飼 仁／パートナー

V （電気自動車）へのシフトが 確実になってきたなか、自動車業界
は製品の転換だけでなく、EVシフトによる差別化要素の変化と収

益性の低下の可能性に対応していく必要があります。内燃エンジン車で大
きな差別化要素になっていたのは、エンジン性能、それがもたらすドライビ
ングフィールなどの情緒的価値要素でした。しかし、EVではそれらの価値
が相対的に減少し、新たなユーザーエクスペリエンス （顧客経験） 提供に
よる差別化が必要となります。なかでも、消費者の関心が高まっているの
は、環境負荷軽減やサステナビリティへの貢献に対する経験価値です。こ
うしたユーザーエクスペリエンスを提供するためには、移動活動に関連す
るデータの分析・活用が必要となります。また、こうしたデータを提供する
ことが、新たな収益モデルの構築にもつながります。その結果、自動車・モ
ビリティ業界 の 構造 が 大きく変 化する可能性もあり、こうした 変 化に自
動車業界はどう対応するのか、KPMGが 実施したGlobal Automotive 
Executive Survey 2021の調査結果も活用し、検証します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

E
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Ⅰ

EVシフトがもたらす差別化要
素の変化

1. 製品による差別化要素の縮小

EVシフトによって、内燃エンジン車の差
別化要素であった情緒的価値が相対的
に減少しています。また、自動車そのものも
ハードウェア中心から、Software-Defined 

Vehicleといわれるソフトウエアによって機
能を実現することが主流となり、差別化要
素の実装方法にも大きな変化が起こって
います。

2. 収益構造の変化

製品による差別化要素の変化・縮小は、
収益性の低下につながる可能性があります。
また、コスト全体に占めるバッテリーコス
トの比重の高さや、内燃エンジン車に比
べた稼働部品点数の減少といったEVの
特徴も、収益性にさらなる影響を与えると
考えられます。
稼働部品数が圧倒的に少ないことは、

アフタービジネスの縮小につながります。
KPMGが2021年に発表した 「10億ドルを
賢く投資する - ICE後の自動車業界のパ

ワートレイン戦略 -」という調査レポートで
は、自動車市場でEVの普及が進めば、自
動車メーカーの販売後収益が最大 60％
減少すると予測しています 1。

3. ユーザーエクスペリエンスによる差別
化が必要

こうした背景により、EVシフト後は製
品そのものによる差別化から、製品／サー
ビスの購入・利用までの各ステージにおけ
る接点でのユーザーエクスペリエンスによ
る差別化が求められるようになるでしょう。
個々のドライバーに、その時々のタイミン
グで最も有益かつ自社のブランドアイデ
ンティティに沿った価値体験をいかに提
供できるか、それが重要なポイントになり
ます。
また、ドライバーによる自動車の利用形

態も、所有からサブスクリプション、シェ
アード（共有）、レンタルと多様化が進ん
でいます。そのため、より複雑なドライバー
との接点における価値体験の提供が求め
られます。

K PMGが 2 0 2 1年に実施した K PMG 

Global Automotive Executive Survey 2021

でも、今後 5年間における消費者の購買
決定の要因について「快適で円滑な体験」

が非常に重要あるいはとても重要と考え
るという回答が 74％と、「ドライビングの
性能（同71％）」や「ブランドとイメージ（同
64％）」といった従来重要視されていた要
因を上回っています 2 （図表1参照）。

Ⅱ

求められるユーザー 
エクスペリエンス
デジタル×エコノミー× 
サステナビリティ

それでは、どうようなユーザーエクスペリ
エンスが求められるのでしょうか。現代の
消費者の多くは、オンラインによる商品・
サービスの消費活動を体験しています。彼
らにとって、タイムリーでパーソナライズさ
れた、リッチなユーザーエクスペリエンス
はあたりまえのものです。そのため、モビリ
ティに関する活動においても、顧客接点の
デジタル化推進により、パーソナライズさ
れた価値提供や、経済活動の機会を提
供する高度なユーザーエクスペリエンスを
提供する必要があります。
また、環境・サステナビリティに関する

価値観は、昨今の消費活動においてもき
わめて重要な要素となっていることから、
ユーザーエクスペリエンスにも取り入れる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ADAS

1% 5% 21% 44% 30%

1% 6% 24% 41% 28%

6% 20% 37%1%

1% 8% 25% 40% 26%

1% 7% 23% 40% 28%

2% 9% 25% 45% 19%

3% 10% 24% 37% 27%

1% 5% 23% 38% 33%

36%

出所：Global Automotive Executive Survey 2021, KPMGインターナショナル

図表1 今後5年間に自動車の購入を決定するにあたり、以下の点は消費者にとってどれぐらい重要だと考えますか？
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必要があります。

1. デジタル接点による利便性の向上

KPMG Global Automotive Executive 

Sur vey 2 0 2 1でも、回答者の 7 8％が、
2030年には自動車の大半がオンラインで
販売されるようになると予想しています3。
すでにオンライン販売を提供している自

動車メーカーもあります。その特徴は、手
続きの利便性だけでなく、リアルと組み合
わせたきめ細かいサポートにあります。たと
えば、中国のEVメーカーNIO社では点検・
修理だけでなく、洗車や空港での駐車サー
ビス、運転代行サービスなどのサービスを
提供しています。EVの課題となっている充
電についても、オンラインアプリから、自
動車を引き取りに来て、充電をして持って
くるように依頼することもできます4。
移動時の車内においても、デジタル接

点による体験価値の提供が求められま
す。ソニーグループが開発を進めるEV 

VISION-Sでは、ITやエンターテインメント
における同社の強みを活かした、車内空
間での新たな体験が企画されています。一
方、モビリティをより快適なものにするた
めに、自動車メーカーもインテリジェント

コックピットの開発に取り組んでいます（イ
ンテリジェントコックピットについてはII-5

で紹介します）。

2. 経済活動機会の支援

自動車利用に関する決済手続きなど、
ドライバーに必要な経済活動を支援する
ことによって、モビリティ利用に関する利
便性を高める取組みも有効です。ある自
動車メーカーでは、スマートフォンアプリ
の拡張や車輛機能との連携によって、道
路税、車輛の点検、保険の有効期限など、
今後予定されている自動車利用に関する
重要なイベントをドライバーに通知し、必
要な支払い手続きもそのまま完結できる
仕組みの構築を進めています。
たとえば、Stellantis社は、個人間のカー

シェアにおける車両の予約と利用状況に
基づく各ドライバーの利用金額の計算・支
払いサービスを提供しています。英ジャガー
ランドローバー （JLR社）では、「スマート
ウォレット」テクノロジーを活用したデジタ
ル通貨提供サービスの実証実験に取り
組んでいます。ドライバーが渋滞情報や道
路の障害に関する情報を提供するとデジ
タル通貨が得られ、その通貨で通行料金

や駐車料金、充電料金を自動的に支払う
ことができるというものです5。

BMW韓国では、ロイヤルティプログラ
ムBMW Vantageを提供しています。BMW 

Coin （デジタル通貨／ポイント）が新車購
入や会員限定イベントの参加で付与さ
れ、洗車、レストラン、スパ、電化製品、レ
ジャーなどの用途に使用できます。なお、
ポイントは運転距離に応じても獲得でき
ます6。
こうした経済活動機会の提供は、ドラ

イバーの利便性を高めるだけではありませ
ん。モビリティに関する顧客行動をより広
く捉えた、貴重なデータ収集にもつながり、
さらなるユーザーエクスペリエンスの高度
化に活用できます（データ活用については
次章で紹介します）。

3. 環境・サステナビリティへの貢献機会
の提供

脱炭素、EV化推進の背景にあるのは、
環境問題やサステナビリティに対する意
識の高まりです。そのため、モビリティ手段
の選択でも、ユーザーの関心が高くなっ
ています。EVシフトという製品の選択はも
ちろんのこと、脱炭素や環境問題への貢

出典：Midnight Trains（midnight-trains.com)

図表2 Midnight Train 社サイト：移動手段別のカーボン排出量比較 
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献、健康・ウエルビーイングに関する安全
性を体験できるユーザーエクスペリエンス
が重要になってきます。

4. カーボンニュートラルへの貢献

いくつかの航空会社、ホテル、旅行代理
店などでは、顧客に対して、利用したサー
ビスを通して排出される二酸化炭素など
の温室効果ガスをオフセットするカーボ
ンオフセットプログラムを提供しています。
このプログラムは、環境問題に対する意
識の高い顧客を中心に受け入れられてい
ます。
同様の取組みは、自動車業界にも見ら

れます。独Porsche社が試験導入している
Porsche Impactプログラムは、自身の車
輛のCO2排出量を計算してオフセット値
を算出、それを風力や水力を活用した再
生可能エネルギーの普及や森林保護と
いったカーボンオフセットプロジェクトに
投資をすることができます。それによって、
ドライバー自身によるカーボンオフセット

の機会を提供しているというわけです 7。
また、フランスでは近距離の航空便の

廃止が検討されています。その代替移動
手段として浮上したのが、当該路線でかつ
て運行されていた夜行列車です。
利用者に対して、それぞれの移動手段に

伴う1人当たりのカーボン排出量を提示す
ることで、環境に対する貢献を可視化・実
感できます。2024年にも、スタートアップ
企業仏Midnight Trains社が、周辺国向け
も含めた近距離航空路線に対抗する、最
初の夜行列車の路線を就航する計画と
なっています。同社のサイトでも、航空機
利用の場合と夜行列車利用の場合のカー
ボン排出量を比較することができます 8 

（図表2参照）。

5. ヘルスケア・ウエルビーイングの 

ニーズ

新型コロナウイルス感染症 （COVID-19）
の影響もあり、抗菌対応や体調モニタリ
ングも含めたヘルスケア・ウエルビーイン

グに関する機能の要求が増加しています。
英SBD Automotive社が2021年 5月に実
施した消費者調査 「次に買う車の機能の
重要性」では、ヘルスケア／ウエルビーイン
グが最も高い伸びを示しました 9。
こうした健康状態、安全性、快適性に

関する機能に加えて、メディア管理や自
動運転の制御、車輛の最適性などを提
供するインテリジェントコックピット機
能が進化・拡張しています。同じくSBD 

Automotive社のレポートによると、現在の
埋込み機能によるインタラクションの実
現に対して、2024～2026年に計画される
第3段階では、デバイスの持込みをベース
として大きな機能の進化が見込まれていま
す 10 （図表3参照）。

Ⅲ

モビリティデータの価値とそ
の活用

こうした高度なユーザーエクスペリエン
スを提供するためには、モビリティに関す

出典：SBD Automotiveジャパン「SBDレポート／インテリジェントコックピット導入予測」

図表3 インテリジェントコクピットの機能拡張見通し

第二段階

第一段階

第四段階

2020 2022 2024 2026 2028 2030

時間と場所に基づく
典型的な移動プランの

提案

ドライバー制御の
検知

ユーザーごとに
個別化された

温度設定

一般的な
ストレス管理

アプリベースの予測に
基づくeコマース

 （車両とのリンクなし）

ウェアラブル端末
ベースの健康管理

使用状況やニーズに対応した 
EV充電スケジュール設定

乗員の姿勢に対応した
エアバッグ調整

ユーザーが
「フォローする」
メディアを車両が

自動再生

曲に合わせて歌っている
ユーザーの声を検知する感度

走行モードの提案

ユーザーごとに個別化された
運転モード切り替え対応

ユーザーごとに
個別化された
ストレス管理

予測に基づく
日光／日陰に
対応した設定第三段階
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るデータを収集・分析・活用し、継続的な
提供価値の改善を行っていく必要があり
ます。また、価値の高いモビリティデータ
を保持することによって、データ活用によ
る新たな収益モデルを構築できる可能性
もあります。

1. モビリティデータの価値

流通業界などでは、すでにオンライン上
のサービスとの連携によって、膨大な消費
者行動データを収集・分析しています。消
費者の行動を予測し、そのうえで最適な
行動を提案することで、高いユーザーエク
スペリエンスと新たな購買活動の機会を
提供しているのです。
自動車・モビリティに関しても、ヒト・モ

ノの移動に関わる位置・移動情報、車輛
情報、運転状況情報など大きな情報価値
をもっています。それらモビリティデータを
オンラインでの各種取引や決済などの経
済活動、脱炭素に関する活動と結びつけ
ることで、重要な社会課題である脱炭素
や環境対策活動などを支援し、よりよい
社会の実現への貢献にもつながります。ま

た、こうしたデータを必要とする事業者に
提供することで、新たな収益源となる可能
性もあります。

2. データエコノミーへの対応による 

モビリティデータ価値の向上

決済など経済活動に関するデータが統
合されることによって、モビリティデータの
価値はさらに高まります （図表4参照）。
電子マネーやスマートフォン決済などの

決済基盤の収集するデータは、より消費
活動に直結する価値の高い消費者デー
タです。すでに消費者行動の分析・予測
に各業種で広く活用されており、そのデー
タを収集するための決済手段基盤間の争
奪戦も熾烈になっています。
モビリティデータについても、先の事例

（Ⅱ-2）のように、経済活動情報が付加さ
れることによって、顧客に対するさらなる高
度なユーザーエクスペリエンスを提供する
ための有効な分析データとしての価値が
高まります。

3. データのマネタイズ

モビリティデータの経済的価値は、自
動車関連事業者にとって新たな収益源と
なる可能性があります。
モビリティデータは、すでに保険会社に

おける保険料の算出にも活用されていま
す。KPMG Automotive Global Exeucutive 

Survey 2021でも、今後自動車メーカーは
どのように保険市場に参入すると思うかと
いう問いに対して、回答者の43％が「自動
車会社はドライバーと車両のデータを保
険会社に販売する」、36％が「保険会社と
提携する」と回答しています。
先のJLR社の 「スマートウォレット」の事

例では、ドライバーは運転中に得られる
道路環境などに関するデータを共有する
ことでデジタル通貨を得ることができ、そ
れを通行料や税金の支払いに利用するこ
とができます。
自動車業界以外の業界にとっても、モ

ビリティデータは価値があります。金融機
関が、脱炭素、サステナビリティという観
点からESG投資を拡大していくなか、移動
データとそれに伴うCO2排出データは、投

環境貢献
行動

消費行動
情報

報酬

報酬

支払

支払

電力
提供

データ
提供 報酬報酬

出典：KPMG作成

図表4 モビリティデータを活用した経済活動の例
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資判断の材料として非常に価値のあるデー
タといえるでしょう。

4. モビリティデータの流通基盤としての
ブロックチェーン

こうしたデータの流通やそれに伴う課金
については、これまでは「取引に関わる手
続きコストが大きい」、「データの信憑性
が保証されない」、「データ様式が共通化
されていない」などの課題がありました。こ
うした課題を解決するのが、ブロックチェー
ンの仕組みです。
まず、ブロックチェーンの特徴である非

改ざん性によって、データの信頼性が担
保されます。そして、車輛などの機器同士
が自律的にデータをやり取りして取引を自
動化することで、トランザクションにかか
る手続きコストや時間の縮小につながり、
データの流通が促進されます。先のJLR

社の 「スマートウォレット」やBMW韓国の 

「BMW Vantage」にも、ブロックチェーン
の技術が活用されています。
こうしたモビリティ領域におけるブロッ

クチェーンの活用を推進するグローバ
ルコンソーシアムMOBI（Mobility Open 

Blockchain Initiative）の活動も注目されて
います。自動車メーカーやサプライヤーを
中心に、次世代モビリティ事業者、スマー
トシティ事業者、自動車業界以外の企業
も含めたメンバー、またブロックチェーン
に関わる事業者としてIT・ICT業界、さらに
は欧州委員会や中国交通運輸部といっ
た政策立案者がMOBIに集い、ブロック
チェーンの活用に関する標準化を進める
活動を行っています。
その活動内容は、下記になります。

・  モビリティに特化したブロックチェーン
技術の標準規格の作成

・ 規格を有効化するための実証実験（他
の国際コンソーシアムとの連携も含む）

・ 次世代モビリティのなかでビジネスに
繋げるためのアプリケーション構築

KPMGでは、2021年12月にMOBI理事

の深尾三四郎氏を講師に迎えたセミナー
「データエコノミーに対応する次世代モビ
リティ・自動車ビジネス」を実施しました。
次ページの参考情報章をご参照ください。

Ⅳ

求められるケイパビリティ

1. データを活用する組織（コネクテッド
エンタープライズ）の実現

データを活用することで、より価値の
あるデータを創出して顧客に高度なユー
ザーエクスペリエンスを提供し、さらには
収益を得ることが、企業としての差別化
の源泉となります。そのための組織の実現
について、KPMGでは企業のコネクティビ
ティを向上させる「Connected Enterprise 

Framework」を提唱しています。そこでは、
以下の3つの観点で必要なケイパビリティ
を定義しています。
①顧客を中心に置いた戦略の立案
・ データ分析・活用によるインサイト主
導型の経営・オペレーション

・ 顧客起点で一貫した顧客戦略・体験 

設計
・ 顧客戦略にアラインした商品・サービ
ス設計

② オペレーティングモデルのデジタル化
・ スムースかつ安全なフロント・トランザ
クションの提供

・ 即応性の高いサプライチェーンの構築・
運用

・ デジタル変革に対応した技術アーキテ
クチャ・イネーブラー

③ ガバナンスの強化
・ 戦略と整合した組織・人材と企業ガバ
ナンスの具備

・ アライアンスやパートナーシップによる
戦略的なエコシステム形成

2. フラットなエコシステムによる他社と
の「協争」

ビジネスパートナーとの関係性は、こ
れまでのモノづくりを前提としたバリュー
チェーンと業界構造から、データの収集・
価値創造・流通を前提としたフラットか
つ異業種も含めたエコシステムによる「協
争」関係をもつ構造に変化します。そこで
は、他社・他業種と協業し、互換性のあ
るプラットフォーム上で標準化されたデー
タの流通・活用が求められます。そのため、
MOBIのようなグローバルコンソーシアム
を通じた活動がより重要になると考えられ 

ます。

Ⅴ

おわりに

自動車業界は、これまでのモノづくり
中心の事業構造から、データを活用した
ユーザーエクスペリエンスを重視する事業
構造への転換を迎えています。すでにEV

専業メーカーは、デジタル活用によって、
その領域での強みを発揮し始めています。
もちろん、すべての事業者がデータ事業に
特化すべきというわけではありません。デバ
イスの1つとしてのモノづくり事業や、その
原材料となる素材などでの製造事業に強
みを構築する戦略も考えられるからです。
EVシフト後にどの領域で生き残っていく
かその見極めが求められています。
なお、モノづくり事業においても、自社

がもつデータの価値、データ活用の可能
性を向上させていくことは重要です。組織
としてのデータ活用のケイパビリティの整
備は共通の課題であり、今後の事業運営
における重要な取組みとなります。
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EV時代のユーザーエクスペリエンス戦略
Sector 
Update

データエコノミーに対応する次
世代モビリティ・自動車ビジネス

KPMGジャパン 自動車セクターでは、オ
ンラインセミナー 「データエコノミーに対
応する次世代モビリティ・自動車ビジネス」
を開催いたしました。
本セミナーでは、基調講演にM O B I

（Mobility Open Blockchain Initiative）理
事の深尾三四郎氏をお招きし、講演いた
だきました。第2部では、深尾氏とKPMG

の専門家によるパネルディスカッションで、
モビリティデータを利用した価値創出の
ための取組み事例をご紹介し、次世代の
モビリティビジネス、自動車ビジネスとして
の可能性と、その実現のために必要となる
戦略、そのポイントについて解説しています。
基調講演では、MOBIの直近の活動

状況に加えて、脱炭素、SDGsという新し
い価値づくり、その背景にある欧州発の
ゲームチェンジャーの動き、そして脱炭素
SDGsという目に見えない価値を可視化し
て新しい社会、スマートシティとモビリティ
を実装する基盤としてのブロックチェーン
のソリューションについて、いくつかのユー
スケースも含めてご紹介いただきました。
後半のパネルディスカッションでは、モ

ビリティデータを活用したサステナブル
な社会の実現という観点で、深尾氏と
KPMGの専門家のディスカッションを通
して、データエコノミーとモビリティについ
て、特にモビリティデータの価値について
考察しています。そのなかでは、実際のモビ
リティデータ収集の取組みの現状から、
企業内での活用だけでなく、企業横断で
の活用や他業界での活用ユースケースを
ご紹介しています。
また、そうした取組みを進めるうえで必

要となるMOBIのようなグローバルコンソー
シアム形態による活動の重要性や、これま
でのピラミッド型の企業間連携の考え方
からの変換の必要性をご紹介し、その新
しい企業間連携のなかでお互いの信頼の
プロトコルとしてもブロックチェーンの有
効性を解説しています。詳細はKPMGジャ

パン自動車セクターウェブサイトをご参照
ください。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG ジャパン 自動車セクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

KPMGジャパン自動車セクター

ウェブサイトでは、インダストリー関連の情報を紹
介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
automotive.html

1  KPMG「10億ドルを賢く投資する- ICE後
の自動車業界のパワートレイン戦略 -」
2021年7月30日

  https://home.kpmg/jp/ja/home/

insights/2021/07/billion-dollar-bets-

wisely.html

2  KPMG �22nd Annual Global Automotive 

Executive Survey 2021�,
  https://home.kpmg/xx/en/home/

insights/2021/11/global-automotive-

executive-survey-2021.html

3  KPMG �22nd Annual Global Automotive 

Executive Survey 2021�,
  https://home.kpmg/xx/en/home/

insights/2021/11/global-automotive-

executive-survey-2021.html

4  Next Generation Smart Electric Vehicles 

| NIO, https://www.nio.com/

5  ON THE MONEY: EARN AS YOU DRIVE 

WITH JAGUAR LAND ROVER | JLR, 

  https://www.jaguarlandrover.com/

news/2019/04/money-earn-you-drive-

jaguar-land-rover

6  BMW to launch blockchain-based reward 

program, The Korea Herald, 2020年10月
7日, http://www.koreaherald.com/view.

php?ud=20201007000792

7  Po rsche Impac t  -  ポルシェジャパ
ン、https://www.porsche.com/japan/

j p / a b ou tp o r sc he / res p o ns i b i l i t y /

porscheimpact/

8  Midnight Trains, https://www.midnight-

trains.com/

9  SBD Automotive「SBDレポート - 自動
車業界におけるヘルスケアとウェルビー
イング」、https://insight.sbdautomotive.

com/Health-and-Wellbeing-registration-

JPN.html

10  SBD Automotive「インテリジェントコッ
クピット導入予測」
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SectSectoor Ur Uppddaattee

和田 智
Satoshi Wada

三宅 恵満生
Emao Miyake

POINT 1

従来型DCの課題

従来型DC （ホスティング・ハウジング）
は、IoTの進展やインフラ領域での新
技術の登場などによる利用ニーズの変
化により需要が停滞したり、差別化要
素が少なくなることでの単価競争に陥っ
たりと、その経営環境は厳しさを増して
いる。

POINT 2

ユーザーによる異なるDCへの要件

クラウド事業者、情報通信事業者、金
融機関、一般のユーザー企業と、ユー
ザーによってDCの利用目的や状況は
異なる。そのため、拡張性、立地・接続
性、通信スピード、運用のしやすさ、コ
ストなど、DCに求める要件は多岐にわ
たる。

POINT 3

DCの将来像

データ流通量は、今後も飛躍的に増
大すると予測されるなか、ハイパースケー
ルDCのような大規模化やデータ発生
源側で処理を行うエッジ化が進展し
ていくだろう。エッジDCは、5G／高速
通信との融合が前提となる。

POINT 4

サステナビリティ対応は必須

DCのファシリティに起因する電力消費
は、DC事業者の排出量となる。一方、
ユーザー側では自社サーバーの場合は
使用電力、クラウド利用の場合はサプ
ライチェーンの炭素排出となる。脱炭
素社会に資するグリーンDCの開発・拡
大がユーザーや投資家から要請されて
いる。

拡大するデータセンター
ビジネスと将来像

KPMGジャパン 

テクノロジー・メディア・通信セクター

和田 智／ディレクター 

サステナビリティトランスフォーメーション （SX）ﾠ

三宅 恵満生／マネジャー

ータセンター （以下、「DC」という）。聞いたことはあるが、どのような
ビジネスなのかはよくわからない、という方も多いのではないでしょう

か。実はDCは、デジタル社会の根幹となる必須機能ともいうべきものです。
そのDCビジネスが、今、クラウド化やIoT、AIの進展により課題に直面し
ています。クラウド型DC （IaaS/PaaS）やコネクティビティDC、ハイパー
スケールDC、エッジDCなど、新たなDCへのニーズが高まっているからで
す。本稿では新たなDCやユーザーのニーズなど、今後のDCビジネスの成
功要因を明らかにします。
また、DCビジネスは消費電力が大きいことから、サステナビリティの観点
から今後、事業変容が求められることになります。そこで、本稿ではDCの
脱炭素対応、グリーンDC化についても考察を行います。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

デ
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Ⅰ

従来型のデータセンター 
（DC）

1. はじめに

DCとは、一義的にはサーバーやネット
ワーク機器を収容する施設を意味します。
大量のサーバーが並んでいる、近未来的
であり無機質にも見える空間は、おそらく
写真などで目にされたこともあるかと思い
ます。日本では、約 600ヵ所のDCが商用
稼働をしています。加えて、企業が IT基盤
として自社運用するDCは、自社内設置の
サーバーのようなものも含めると約9万ヵ所
あるともいわれており、潜在的な市場は大
きいといえるでしょう。

2. 従来型DCの定義とタイプ

本稿では、DC事業者が運営するエン
ドユーザー向けのエンタープライズ型DC 

を 「従来型」と定義します。その従来型DC

は、サーバー等の機器の保有やそれらの
利用などの形態によって、大きく3つのタイ

プに大別されます （図表1参照）。
1つ目は、企業等のユーザーが用意した

サーバーを設置し、保守運用管理もユー
ザー側で行う形態で、「ハウジング」または
「コロケーション」といいます。場所貸しに
近いサービスです。

2つ目は、DC事業者が用意したサーバー
やネットワーク機器を外部からのリモート
アクセス等により利用する形態で、「ホス
ティング」といいます。

3つ目は、上記 2つを組み合わせた 「マ
ネージドサービス」です。これは、サーバー
等の機器はユーザーが用意・保有し、こ
れら機器の保守運用をDC事業者が受託
するというものです。
ハウジングとホスティングの主な使い分

けの基準は、自社固有要件の必要性です。
ホスティングは小規模ユーザーでもDC事
業者の提供するスケールメリットを享受し
ながら、関連業務を外部化・変動費化す
ることができますが、自社固有要件への自
由度は低下します。それに対してハウジン
グ （コロケーション）は、保有と運用が自
社のために手間が発生しますが、自社固
有要件の反映は行いやすくなります。

3. 従来型DCの課題

近年、IoTの進展やインフラ領域での新
技術の登場などによって、利用ニーズが劇
的に変化しています。それにより需要が減
退したり、差別化要素の減少によって価
格競争に陥ったりと、従来型DCの経営環
境は厳しさを増しています。
具体的には、ハウジングは、サーバー集

約化やクラウド移行などによる利用ラック
数の減少、設備老朽化によるサイト閉鎖
などに直面しています。ホスティングもまた、
IaaS/PaaS （後述）へのユーザー流出拡大
による市場の縮小に直面しています。
ただし、従来型DCには、自社固有要件

の下で運用を行うプライベートクラウド基
盤として、依然として根強い需要がありま
す。そうした需要に応えながら、いかに通
信やソフトウェアなどの周辺サービスをワ
ンストップで提供していくかが、生き残り
の鍵となります（自社提供に限らず、外部
から選定調達して提供することも含む）。
共通する課題としては、

• 老朽化とも相まって省エネ効率が悪く、
ランニングコストにネガティブインパク

出所：KPMG作成

ソリューション系基盤系

5G関連
サービス

セキュリティ
サービス

データセンター事業者の提供サービス

マネージドサービス

クラウドサービス

回線サービス

ユーザー拠点=DC間

ホスティング
基本

アウトソーシング

共有型

専有型

基本

アウトソーシング

DC in DC共同利用

IaaS/PaaS
（DC事業者）

ハウジング

DC=DC間

DC構内

図表1 データセンタービジネスのサービス構成
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拡大するデータセンタービジネスと将来像
Sector 
Update

トを与えている。それにより、競争力の
あるプライシングが困難である

• サーバー・ラック貸し単体のビジネスで
は付加価値をつけにくく、価格競争に
なりがちで、恒常的な低マージンとなり
やすい

• 低マージンがゆえに老朽化対策や新規
投資への原資確保が難しい

などが挙げられます。これらの要因によっ
て、従来型DCは悪循環ともいえる状況に
直面しています。

4. クラウド型DCの登場

SaaSとは、クラウド基盤で提供される
アプリケーションサービスを指しますが、
そのインフラ版がIaaS/PaaSです。DXに関
する取組基盤としての導入や基幹系シス
テムのクラウド移行などを背景に、IaaS/

Paas市場は拡大が見込まれています。
このような市場環境のなか、クラウドの

一形態であるIaaS/PaaSの基盤となる大規
模なサーバー群の提供・利用に特化した
DCが登場しました。DX基盤として新規需
要、オンプレミスとハウジング／ホスティン
グからの移行需要も高く、2025年には国
内市場規模の約4割を占めるともいわれて
います 1。
このタイプのDCは、提供形態により「共

有型」と「専有型」とに分類されます。共有
型が約 8割と一般的ですが、より高いセ
キュリティ・パフォーマンスを求めるグロー
バルメガOTT （Over The Top；インターネッ
ト回線を通じて行われるコンテンツ配信
サービスの総称またはその提供者）などは
専有型を選ぶ傾向があります。
多くの専有型は、DCの建物1棟全体を

専有します。計画段階ですでにユーザー企
業が決まっており、その個社固有要件を
仕様に反映して、建物等の建築を行う場
合もあります。
クラウド型DCに付随する周辺ビジネス

として重要なのが通信回線事業です。な
ぜならば、通信回線がなければ、DCはサー

バーの集合体に過ぎないからです。通信回
線事業単体では差別化要素を示すのが難
しく、また競争の激化により同一帯域当
たりの通信単価は下落傾向にあるものの、
メガクラウドサービスとのダイレクト接続
需要の拡大などにより、2020～2025年
の5年間で90％程度の国内市場拡大が
見込まれています1。

5. 一部のグローバルメガOTTには、オン
プレミス回帰の兆しも

一般的な世の趨勢は、�Fit to Standard �
の下、標準化を受け入れることでスケール
メリットを享受できる「パブリッククラウド
型」への移行です。
グローバルOTTも、当初はパブリックク

ラウドを積極活用してのグローバル展開
を行ってきました。一方で、パブリッククラ
ウドを利用しているエンドユーザー側では、
プライベートクラウドの評価見直しによる
ハイブリッド型（パブリッククラウドとプラ
イベートクラウドの両方を使い分ける）で
の利用の兆しが見られます。
ハイブリッド型の主な採用動機は、「セ

キュリティ」「コスト」「パフォーマンス」の3

点です。
セキュリティは、運用面で自社の定める

セキュリティやプライバシー保護に関する
ポリシーの遵守などによるものです。
コストは、パブリッククラウドは従量課

金主体であるため、データ規模によっては
プライベートクラウドのほうがコストメリッ
トを享受できる可能性が高いことを示して
います。
パフォーマンスは、自社にとっての差別

化要素であるデータ取扱いの細かいチュー
ニングの自由度を高めるためです。
「自社固有要件」に合理的な理由がなく、
コスト項目であれば、�Fit to Standard �に
よるコスト最適化が解ですが、この「自社
固有要件」が競争優位性の源泉であれば、
きちんと投資を行うという姿勢の現れとい
えます。

Ⅱ

ユーザー像とDCに求める 
要件

DCのユーザーには大きく4つのタイプが
存在しており、DCに求める要件・選定基
準も大きく異なります。

1. クラウド事業者 （IaaS/PaaS）

最も高い基準を求めるユーザーです。
DCは提供するクラウドサービスの基盤で
あり、サービスの品質や収益、ブランド価
値に直結するため、スケーラビリティ・コネ
クティビティ・可用性・電力容量・災害対
策・セキュリティ・交通アクセス・24/ 7の運
用体制・サステナビリティ、そしてライフサ
イクル全体のコストなど、あらゆる面で各
社独自の高い要求水準を設けています。
特に拡張性については、数百台規模のラッ
クを確保する必要があるため、必然的に
ハイパースケールデータセンター（後述）が
選定されます。

2. 情報通信事業者

インターネットサービス事業者・ISP（イ
ンターネットサービスプロバイダー）・DC事
業者等は、規模こそクラウド事業者と異
なるものの、DCはサービスに直結するため、
高いサービスレベルを設けています。イン
ターネットサービスでは、エンドユーザー
のエクスペリエンス・パフォーマンスを最
適化するために、接続性を重視する傾向
にあります。また、DC事業者が自社未展
開の地域で他事業者の施設をコロケー
ションで利用するDCinDCという形態では、
（自社DCが満たす品質基準との差異を識
別したうえで）立地・接続性が利用の決め
手となります。
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3. 金融機関

DCに対して、パフォーマンス・信頼性・
接続性の面で非常に高い品質を求めま
す。今や、システムは金融サービスの根幹
を支えており、1,000億円単位の予算をか
けて開発する場合もあるため、基盤となる
DCにも当然高い品質・信頼性を求めます。
また、株式などの取引市場ではアルゴリ
ズムに基づきナノ秒 （10億分の1秒）単位
で取引を繰り返すHFT （High Frequency 

Trading；高頻度取引）が普及しています。
HFTでは、ほんのわずかな遅延も取引の成
否に大きく影響することから、接続性の高
さ・通信スピードについても最高レベルを
求める傾向があります。

4. 一般のユーザー企業

運用するサービスによって求められるパ
フォーマンス要件はさまざまですが、それら
の要件を満たすなかで運用のしやすさとコ
ストが重視される傾向があります。今後は、
脱炭素をはじめとしたサステナビリティ関
連要件が調達基準に組み込まれることが
予想されます。

Ⅲ

DCの進化

1. 大規模化

クラウド化の進展や通信速度向上に伴
うストリーミングサービスの拡充などによ
り、データ流通量は飛躍的に増大してい
ます。特にこの2年間に生成されたデータ
量は、それまでの有史に生成されたデー
タ量よりも多いともいわれています 2。
そのような市況を受け、新規開設DCの

規模は年々大規模化しています。このよう
な大規模DCの主なユーザーは、グローバ
ルメガOTTです。5G化によるウェブコンテ
ンツのリッチ化などを背景に、大規模DC

への継続的な需要拡大が予想されます。
この大規模なデータトラフィックに対

応するDCとして市場を牽引しているの
が、「ハイパースケールDC （以下、「HSDC」
という）」です。HSDCは、提供可能電力
10,000kVA以上の大規模DCが中心です
が、現状、既存のHSDCの事業価値は増
大しています。HSDCは、関東では千葉県
印西市と東京都西部、関西では大阪市
都市部と彩都エリアを含む大阪府北東
部に集中していますが、同地域で提供でき
る電力量の制限から既存施設の増設は
困難であり、新設にいたっては東京都内の
新規での特別高圧電気の引込みが数年
待ちといった状況にあるからです。

HSDCが従来型DCと大きく異なるのは、
その投資額です。あるグローバルDC事業
者が首都圏に建設したHSDCの初期投
資額は1棟で数100億円、数棟からなるプ
ロジェクト全体は1,000億円超ともいわれ
ています。このプロジェクトは、アジアの政
府系投資ファンドが原資を出資し、グロー
バルDC事業者と日本企業との合弁会社
が運営を担うとのことです。こうした動きに
は、DCビジネスのグローバル化や、不動
産REITとしての投資対象化がうかがえます。
投資規模の大きさやグローバルメガ

OTTへの営業力など（ターゲットクライア
ントの獲得は、プロジェクト計画段階で
すでに済んでいる）を考慮すると、国内DC

事業者がこの事業に関与するためには、さ
まざまな得意分野を持つ関連事業者をう
まく巻き込むことが必要となります。

DCビジネス、特にHSDCには構築時に4

つ、稼働後にはさらに2つのケイパビリティ
が必要となります。自らが担い手となる場
合や出資等で事業に関わる場合も含めて、
HSDCへの進出の際にはこれらの獲得や
競争力確保を主眼に戦略を策定する必
要があります （図表2参照）。

活況なHSDC事業ですが、将来を見据
えると事業リスク・不安要素もあります。た
とえば、半導体不足によるサーバー調達へ
の影響や立地に適した土地の不足、調達
電源としてのエネルギー、特にサステナビ
リティ・気候変動対応を見据えた再生可

能エネルギーの不足などです。

2. 新しいDCの形 – エッジDC

従来型DCはインターネットとの接続ス
ピードを重視するため、インターネット網
との接続ポイントであるIX （インターネット
エクスチェンジ）に隣接する立地が競争
優位性の一つでした。具体的には、東日
本では大手町や品川、西日本では堂島が
該当します。

IoT、AIの進展により、制御する対象が
情報からモノに変わり、大量のデータを
瞬時に処理する必要が生じました。しか
し、クラウド基盤に処理データを送信す
るこれまでの方式では、通信データの増大
に伴う輻輳・処理遅延や物理的な距離
が離れていることによる処理リードタイム
の増大などのリスクや影響が大きくなりま
す。そうした背景から、データの発生源の
すぐ側で処理するニーズが高まりました。
それに対応したDCが 「エッジDC」です。今
後は、クラウドの処理能力やNW帯域が
ボトルネックとなる遅延を回避するために、
よりユーザーに近いところでデータ処理を
行うエッジコンピューティング化がさらに
進むでしょう。
米国では、地方都市を中心に1MW規

模の小規模なDCが相次いで建設されて
います。ネットワークでエッジDCを結び、
必ずしも従来型DCを経由することなく最
適な経路選択を行うことで、たとえば大容
量の動画データを遅延することなく快適
にエンドユーザーに配信提供することが
可能となります。
遅延回避というエッジDCのメリットを

活かすためには、5G／高速通信との融合
が前提となります。すなわち、エッジDC事
業への参入・関与の検討に際しては、5G

モバイル網との接続を可能にするような、
• ネットワークスライシング対応を意識し
たコネクティビティの提供ができる

• SDN/NFVによる柔軟かつ、きめ細かな
運用ができる

• トラフィックの特性 （低遅延や少量トラ
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フィック）に合わせた最適なネットワー
クを提供できる

• 5Gキャリアが開放するAPIによるコネ
クティビティサービスの設計ができる

といったケイパビリティを備える必要が
あります。これは従来型DCでは求められ
なかったものです。しかしながら、エッジ
DC事業を検討する多くの非通信系事業
者にとっては、新たに獲得が求められるも
のとなります。
エッジDCは、最小で小型コンテナ1つ

に処理装置を詰め込んでDCとすることが
可能なため、関連する新しいビジネス機会
も創出しています。たとえば立地です。エッ
ジDCはユーザーに近い需要地に面で展

開するため、多拠点で設置する必要があり
ます。そこで、海外ではエッジ端末設置場
所として、全国チェーンのスーパーマーケッ
トの店舗の活用が検討されたり、屋外看
板会社が買収されたりなどの動きがありま
す。日本国内でも、不動産物件会社とIoT

／ブロックチェーン提供会社が組み、オ
フィスビルなどの専有スペース内の遊休ス
ペースにエッジDCを構築するためのパッ
ケージサービスを提供する取組みが見ら
れました。この事例がさらにユニークなの
は、契約や支払いにスマートコントラクト
とNFT （non-fungible token；代替不可能
なトークン）を利活用していることです。

Ⅳ

今後のDCビジネスの成功 
要因

今後、DC事業者がDCビジネスを成功
させるための成功要因は、以下の3つに集
約されると考えます。

1. Scalability：規模の拡大

プライベートでも、ビジネスでも、私たち
はインターネットを通じたサービス、すな
わちクラウドサービスを利用しており、も
はやクラウド無しの日常生活・日常業務を
描くことはできません。そのクラウドサービ
スのインフラとなるサーバー群を収容する

図表2 データセンター事業における主要ケイパビリティ

主要ケイパビリティ パートナー候補
（提供事業者）領域 構築時 稼働後/運用時

不動産
● 用地発掘、取得
● 不動産ファイナンス
● 建設PJマネジメント

● ビルメンテナンス
● 不動産リファイナンス

● 不動産事業者
● 海外DC事業者（REIT）

ユーティリティ・ 
ファシリティ

● 電源／エネルギー
● 空調
● フィジカルセキュリティ

● ユーティリティメンテナンス
● 構内構築支援
● 緊急時の供給、復旧

● メンテナンス事業者
● 空調設備事業者
● セキュリティ事業者

ネットワーク

● バックボーンネットワーク
● 国際ネットワーク
● インターネット
● ネットワークセキュリティ
● 構内ネットワーク

● 回線増速
● データセンター間の相互接続
● 回線障害・セキュリティ対応
● 独自回線サービス
● 構内ネットワーク構築

● 国内通信事業者
● 海外大手通信事業者

ハード／クラウド

● ハードウェア（サーバー・ストレー
ジ・ネットワークスイッチ）

● クラウドコンピューティング
● ITサービス全般

● クラウドサービスとの相互接続
● ホスティングサービス
● 新規クラウドサービス開発

● 海外DC事業者
● サーバーベンダー
● 大手クラウド事業者
● ソフトウェア事業者
● システムインテグレーター
● ネットワークベンダー

保守運用 －
● 上記４領域の監視運用
● 作業計画監督
● インシデントハンドリング

● ソフトウェア事業者
● システムインテグレーター
● 通信建設事業者

販売・デリバリー （キーテナント誘致）

● ホールセール営業（大規模ユーザー）
● リテール営業（小規模ユーザー）
● マーケティング
● デリバリープロジェクトマネジメント

● 海外DC事業者
● 国内DC事業者
● ソフトウェア事業者
● システムインテグレーター

出所：KPMG作成
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DCはますます巨大化・高容量化が求めら
れており、ニーズの受け皿となる大都市圏
近郊のHSDCの増加・拡大は当面続くで
しょう。一方で、HSDC開発のボトルネッ
クは�立地�です。大規模なDC施設の建
設には、土地の広さはもちろん、地震・水
害に強い安定した地盤、大容量回線の確
保、十分な電力設備の確保とそのための
最長で数年を要するリードタイムの確保、
メンテナンス時・緊急時の利便性など、さ
まざまな条件をクリアする必要があります。
しかし、そのような恵まれた立地は決し

て多くなく、該当する地域では開発が集
中します。近年、首都圏では印西市や東
京湾岸、多摩エリア、関西圏では彩都・茨
木・けいはんな学研都市 （関西文化学術
研究都市）等を中心にHSCDの開発が進
められました。今後も、印西市を筆頭に
大規模な開発計画が加速する一方で、大
都市圏集中のリスクヘッジ・レジリエンス
強化、地域活性化やサステナビリティなど
の観点から、北海道にも開発計画の検討
会が立ち上がっています。DCビジネスの
次の中心がどこになるのか、それについては、
今後も市場の関心事となるでしょう。

2. Connectivity：通信との融合

DCは内部のサーバーで超大量のト
ラフィックを処理するだけでなく、クラ
ウドサービス、通信事業者、ISP、CDN

（Content Delivery Network；コンテンツデ
リバリーネットワーク）、IoT基盤などさまざ
まな機器・サービスとネットワークを介し
て接続されています。特にクラウド化の進
展は、DCに対してより早く、より安く、よ
り多様なサービスと接続できることを求
め、都市型のDC需要を生み出しています。
このようなDCは 「コネクティビティDC」と
呼ばれ、郊外のHSDCと専用線で接続す
ることで、そのゲートウェイとして都市部で
トラフィックを集約し、また各種クラウド
サービス、ISP、通信事業者、海底ケーブル
（国際通信）といった大規模なネットワー
クとの相互接続のハブとして機能すること

で、パフォーマンスの向上・回線コストの
削減に寄与しています （図表3参照）。
コネクティビティDCにはクラウドゲート

ウェイ等のネットワーク機器が主に設置
されるため（数ラック～数十ラック／1社）、
HSDC （数百ラック／1社）と比較すると、
一般的には小規模な施設となります。た 

だし、コネクティビティDCはクラウド利用
の拡大が追い風となり、クラウド事業者
やDC事業者のDCinDCなど根強いニーズ
が継続していくでしょう。大手不動産事業
者が中心となり、都市中心部の大規模ビ
ル建設の際にコネクティビティDCのフロ
アを設けることで事業参入するケースが見
られるなど、好立地を活かしたDC開発は
今後も続くと考えられます。

3. Sustainability：サステナビリティの
実現

DCビジネスにおいてサステナビリティ、
特に脱炭素は喫緊の課題です。世界のエ
ネルギー需要のうち情報通信産業が占め
る割合は2030年に20％にまで拡大し、そ
の大半がネットワーク、DCで消費される
見通しです。

DCのファシリティに起因する電力消費
は、DC事業者自身の排出量となりますが
（Scope2 3）、ユーザー側で自社サーバー
（オンプレミス）を使用している場合はユー
ザー側の使用電力（Scope23）となり、ク
ラウド利用の場合はサプライチェーンの
炭素排出 （Scope33）となります。そうした
背景から、脱炭素社会に資するグリーン
DCの開発・拡大は、ユーザーや投資家か
ら広く要請されています。また、ユーザー
側の視点では、オンプレミスに対してクラ
ウド化によりエネルギー効率が向上すると
いう調査結果もあり、自社の脱炭素化を
進めるためのクラウド利用の促進は整合
します。

DCの脱炭素化は、大きく2つのアクショ
ンからなります。1つはPUE （Power Usage 

Effectiveness；空調・電源など、情報通信
機器を除いた施設部分の電力使用効率）
の向上、もう1つが使用電力の再生可能
エネルギー （再エネ）化です。
大手クラウド事業者・グローバルメガ

OTTは、すでにグリーンDC化に大きく舵
を切っています。事実、2000～2020年ま
での世界のクリーンエネルギー調達企業
の上位10社のうち6社がクラウドサービス

専用線

出所：KPMG作成

エンタープライズDC
エンタープライズ

DC
エンタープライズ

DC
（SIer等を中心に、一般のユーザー
企業にスペースを提供する従来型の

データセンター）

図表3 データセンターのタイプと特性

専用線

ハイパースケールDC 
（主にクラウド事業者がテナント）

コネクティビティDC
（クラウドゲートウェイ・IXなどの機能を持ち、
企業間・サービス間の接続機能を持つ）
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やDC事業を営む大手テクノロジー企業 4 

ですし、グローバルの大手DC事業者は再
エネ100％の導入目標を掲げています。グ
ローバルで見ると、脱炭素を筆頭に、グ
リーンでサステナブルなDCであることは生
き残りに向けた必要条件ともいえます。た
だし、クラウド・DCの主要事業者が集中
する米国では、税額控除を通じてクリーン
エネルギー投資を促進していることから、
多額の利益を稼ぎ出すテクノロジー業界
が積極的にこのスキームを活用していると
いう点で、地域性については留意が必要
です。
国内では、寒冷な気候や再エネ発電の

立地に近いという利点を活かして、石狩市
でゼロエミッションDC計画が発表される
など、グリーンDCの研究・開発への投資
が期待されています。また、2021年12月に
行われた国内最初の洋上風力建設工事
の入札では、応札した企業の主要ユーザー
としてグローバルメガOTTの名前が挙がる
など、国内の限られた再エネ電源をめぐる
クラウド・DC事業間の獲得競争について
も注視が必要です。

4. 結び 

DCビジネスは、社会のデジタル化・IT

サービスのクラウド化やサステナビリティ
というメガトレンドの影響を受け、新たな
事業モデルへの転換点にあります。グロー
バルメガOTTの伸長、既存のDC事業者
の淘汰・統合、オペレーションノウハウ・新
技術・不動産などの独自アセットを梃にし
た新規参入など、この変化のなかで多様
なプレイヤーが相互に連携しながら、成長
するDC市場で活動しています。クラウド・
AI・IoTが当たり前になる社会において、DC

の重要性は今後ますます増していくことで 

しょう。
KPMGジャパンはKPMGインターナショ

ナルのデータセンター専門チームとも連
携し、国内外の市場調査、DC事業戦略
や参入戦略の策定、デューデリジェンス
などの支援を行っています。ユーザーとし

て賢く利用していくため、新たなビジネス 

チャンスとして活用するために、本稿が皆
様のDCへの関心・理解の一助になれば 

幸いです。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

テクノロジー・メディア・通信セクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

テクノロジー・メディア・通信コンテンツ

ウェブサイトでは、テクノロジー・メディア・通信関
連の情報を紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
technology-media-telecommunications.
html
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POINT 1

グリーン電力強化による脱炭素の
機運は不可逆
現状「なり」の炭素排出量増加傾向が
続くと、COP2 6における気温上昇抑制
目標の達成は不可能になると考えられ
る。グリーン電力に対しては、これまで
以上の積極的な取組みが求められる。

POINT 2

企業にとって、グリーン電力の調達
は中長期的な競争力の源泉の獲
得にまで発展
国境炭素税導入の動きやサプライヤー
に対する脱炭素要請の動きを踏まえる
と、企業経営において競争力を担保す
るための1つの手段として、グリーン電
力の必要性は増すと考えられる。

POINT 3

日本のグリーン電力調達に関する
課題は山積しているものの、徐々に
解消されている
小売の自由化、調達先の多様化、PPA

などの新たなビジネスモデルの広がり、
さらには証書へのトラッキング機能の
付与など、さまざまな手法でグリーン電
力の調達が可能となってきた。また、
第6次エネルギー基本計画で再エネが
最重点分野となるなど、今後のグリー
ン電力導入を促進する規制緩和など
も期待できる。

POINT 4

企業の事業特性により、グリーン
電力調達において取るべき方向性
が異なる
グリーン電力を取り巻く市場には、依
然として不確定要素が多い。複数シナ
リオの想定とシナリオ顕在化への備え
が必要であることは各社共通だが、電
力使用量の大きさと取引先からの要請
の強さによって、必要なアクションは大
きな影響を受ける。

再生可能エネルギーの 
導入状況と企業が目指 
すべき方向性
KPMGジャパン　 

エネルギーセクター

鵜飼 成典／パートナー 

六田 康裕／シニアマネジャー

六田 康裕
Kosuke Rokuta

鵜飼 成典
Narimichi Ukai

界における脱炭素化に向けた取組みが加速するなか、電力分野に
おいては、各国で再生可能エネルギー（ 以下、「 グリーン電力 」とい

う）導入を促進する仕組みが導入され始めました。特に欧米においては、
主力電源の1つとしての地位が確立しつつあります。そのようななか、グリー
ン電力の調達は、需要家にとって環境負荷の軽減や顧客・投資家対策のブ
ランディングにとどまらず、中長期的な事業価値の維持・向上を実現する
競争力の源泉の位置づけにまで発展しつつあります。
翻って、日本におけるグリーン電力調達のハードルは需給双方に存在し、
諸外国に比して高い状況と考えられます。しかしながら、顧客や投資家か
らの脱炭素化の要請が高まることが既定路線であることに鑑みると、脱
炭素化を積極的に推進する海外企業を顧客に持つ企業や欧米市場を重視
する企業にとって、グリーン電力調達強化を通じた脱炭素化の推進が、市
場で競争力を持つ要件の1つになると考えられます。本稿では、日本企業
にとってのグリーン電力に関する脅威と機会、グリーン電力の調達手段と
特徴について概説し、日本企業が目指すべき方向性について考察します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

世
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Ⅰ

先進市場におけるグリーン 
電力導入の状況

1. COP26の目標達成を阻む多くの課題

2015年に合意されたパリ協定は、脱炭
素社会の実現に向けて全世界がコミット
をすることを明示したもので、世界レベル
で脱炭素化が推進される大きな分岐点と
なりました。そして、2021年10～11月に開
催されたCOP2 6（国連気候変動枠組条約
第2 6回締約国会議）において、産業革命
前からの気温上昇幅を1.5℃に抑える目標
が、「グラスゴー気候合意」に盛り込まれる
こととなりました。
しかしながら、事実としてすでに気温が

1.1℃上昇していること、炭素排出量が過
去最多となった2019年以降、2040年まで
の期間で化石燃料による炭素排出量は年
間約1億トンのペースで増加すると予想さ
れていることなどから、目標達成には課題
が山積している状況です。

2. 国際競争力の前提としてのグリーン
電力

1990年以降、欧州を中心に、国内産品
の化石燃料の排出量に応じて企業や個人
が税金を支払うカーボンプライシングの導
入が進展しています。日本でも、すでに導
入済の「地球温暖化対策のための税」（地
球温暖化対策税）を超えた枠組みについ
て、経済産業省と環境省を中心に制度設
計に向けた具体的な検討が始まっていま
す。さらに2019年以降、各国のカーボンプ
ライシングなどの気候変動対策の差によっ
て生じる国際的な価格競争力の差を是正
するため、欧米を中心に国外や域外から
の輸入品に対して炭素税を課税する「国
境炭素税」の検討がなされています。つま
り、早ければ2020年代半ばにも、化石燃
料由来で製造された産品の価格上昇が見
込まれることになります。
現行の炭素税の価格水準では、パリ協

定で規定された気温目標の達成が困難と
いわれるなか、今後、国境を超えたモノや
サービスの移動における炭素税の強化が
予想されます（図表1参照）。
グリーン電力を使用しないことが、近い

将来、コスト競争力の低下要因になり得る
として、グリーン電力の必要量の確保に乗
り出す企業も増加しています。たとえば、
米IT企業のA社は、2 012年以降、小売の
直営店やオフィス、データセンタで消費す
る電力を徐々にグリーン電力に切り替え、
2018年にはグリーン電力化100％を達成し
ました。
また、グローバル企業を中心に、サプラ

イヤーに対して排出量の削減要請をする
動きも増加しています。要請に応じない場
合、取引先変更などの措置を取るなど、強
制力を伴う企業も出現しており、グリーン
電力調達を中心とした脱炭素化が実現で
きなければ、大口の需要家を失うリスクが
現実になろうとしています。

企業にとって、グリーン電力調達は、も
はや環境負荷軽減やブランディングだけ
に留まるものはありません。すでに、中長
期的な競争力の維持・獲得に必須となり
つつあるといえます。

3. グローバルで拡大するコーポレート
PPA市場

グリーン電力の需要の高まりにつれて、
発電事業者と需要家企業間のグリーン電
力購入契約 （以下、「コーポレートPPA」と
いう）のグローバル市場は大きく拡大して
います。特に米国では、ITや通信企業を中
心にギガワット単位の大規模なコーポレー
トPPAの契約が増加しています。

図表1 国境炭素税導入に向けた検討状況

EU 米国

名称
炭素国境調整メカニズム
Carbon Border Adjustment 
Mechanism

FAIR移行競争法
Fair, Affordable, Innovative, 
and Resilient Transition and 
Competition Act

目的

カーボンリーケージ （価格競争力
の高い輸入品に圧迫され炭素価格
の高いEU域内から生産の拠点が
炭素価格のないもしくは低いEU域
外に移転すること）を防止する

気候・環境関連の義務を果たして
いない国からの輸入品に炭素調整
を課すことで、米国の労働者・雇用
主が国際競争上の不利な立場に置
かれることを防ぐ

検討状況
2021年7月に欧州委員会が規則案
を提示。欧州議会とEU理事会で審
議される

2021年7月に民主党議員が法案を
提出。同年10月に発表されたBuild 
Back Better計画には盛り込まれな
かった

背景

2019年12月に発表された成長戦略
「欧州グリーンディール」の中で、炭
素国境調整メカニズムの導入を提
案していた

バイデン大統領の選挙公約の中で
国境炭素調整の導入を提案してい
た

対象セクター セメント、鉄・鉄鋼、アルミニウム、
肥料、電力

アルミニウム、セメント、鉄・鉄鋼、
天然ガス、石油、石炭

導入 
スケジュール

2023－2025年を移行期間とし、
2026年より本格的に実施を目指す 未定

出所：欧州委員会、バイデン大統領、クーンズ米国上院議員サイト等
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再生可能エネルギーの導入状況と企業が目指すべき方向性
Sector 
Update

Ⅱ

日本・日系企業にとっての 
グリーン電力の位置づけ

1. グリーン電力調達に対する日系企業
の高い意欲

世界では、グリーン電力の調達に積極的
な団体が複数存在します。なかでもRE100

は、事業運営に使用する電力を2050年ま
でに10 0％グリーン化することを目標とす
るグローバルな企業連合です。2 0 14年の
発足以降、大幅に加盟企業数を増やし、
2021年12月には世界で345社が加盟して
います。日本は6 3社が加盟、米国に次ぎ
世界第2位となっています。

2. 日本におけるグリーン電力調達の 

課題

日系企業の高い意欲にもかかわらず、
供給サイドと需要サイド双方の課題を背
景に、日本はグリーン電力の調達が難しい
国の1つです。
供給サイドから見た課題は、日照量や

風量などの自然状況を主因に、グリーン電
力の発電量が限定的であること、現在国
内で流通しているグリーン電力の大半が
FIT制度の対象であり、環境価値を認めら
れないことなどが挙げられます。ただし、
少しずつとはいえ改善も進んでいます。た
とえば、日本市場で流通している証書で
ある非化石証書は、従来は電源のトラッ
キング機能が欠如していましたが、2021年
11月分よりトラッキング情報が付与される
ようになりました。それにより、非化石証
書は大幅に増えています。
需要サイドから見た課題は、化石燃料

や原子力を用いた従来の電力契約と比較
した際の優位性が未だあまり高くないこ
とです。要因としては、初期投資に見合っ
た経済的メリットを享受できるかが不透
明である点が挙げられます。また、自家発
電やPPAの場合は需要家企業の事業環境
の変化に対する柔軟性を低下させる点が、
ビルの一部を賃借するテナント企業の場
合は証書購入による手法を除いてグリー
ン電力への切替えができない点などが挙
げられます。（図表2参照）

3. 課題解決に向けて官民一体となって
動き始める日本

グリーン電力の相対的なコスト競争力の
向上や調達の選択肢の増加など、これら
課題の解消に資する機会も増えてきてい
ることから、企業にとってグリーン電力調
達のハードルは徐々に下がりつつあります。

（1）  グリーン電力の発電コストの相対
的優位性向上

コモディティ価格上昇の見立てや、現在
検討されているカーボンプライシングの導
入など、化石燃料を用いた発電にかかる
費用は今後増加すると予想されます。一方
で、価格競争や技術革新などによりグリー
ン電力の発電にかかる費用は減少が見込
まれており、グリーン電力の相対的なコス
ト競争力の向上が見込まれます。

（ 2 ） グリーン電力調達の選択肢増加
（ⅰ）  新規プレイヤーのグリーン電力小売

領域への進出
   電力自由化により、新電力に加え、

機器メーカーやメガソーラー事業者

出所：KPMGにて作成

①
供給量の少なさ

②
スイッチングの
難しさ

グリーン電力導入の絶対的なポテンシャルが限定的

需要地付近に発電ポテンシャルのある土地が限定的

ポテンシャルがあれど、系統の配送電網に
接続困難な電源が発生

現行契約（包括契約）の調達価格が安く、
グリーン電力に切り替えるコストメリットがない

設備診断や停電時のサポートなど、現行契約の
サービスにより切り替えしづらい

（自家発電やPPAの場合）一定の初期投資・資金調達が
必要で、事業の柔軟性を失うリスク

（自家発電やPPAの場合）発電量が変動するため、
メリットを定量化しづらいとの誤認識

図表2 事業者向けグリーン電力導入促進に関する課題の全体像

供
給
サ
イ
ド

需
要
サ
イ
ド

需要地におけるグリーン電力
発電量が限定的

環境価値ある電力の流通が限定的
（環境価値のないFITが電源の主流）

初期投資を掛けても
経済的メリットがでるか不明

（自家発電やPPAの場合）
事業環境変化への柔軟性が低い

（ビルの一部を賃借するテナント企業の場合）
証書購入による手法を除いては

グリーン電力への切り替えが出来ない
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など、さまざまな事業者が相次いで
グリーン電力小売のモデルに乗り出
しています。

（ⅱ）  非化石証書へのトラッキング機能の
付加

   グリーン電力調達の手段の1つである
非化石証書は、従来はトラッキング
機能がなく、発電設備の特定ができ
ませんでした。しかし2 0 21年よりFIT

非化石証書はほぼ全量、非FIT非化
石証書は一部トラッキング情報が付
与され、RE10 0への報告にも利用可
能となりました。「証書はお手軽な脱
炭素の手段として使いたいが、国際
的にグリーン電力の調達手段として
認められていない」として二の足を踏
んでいた需要家にとって、これは朗
報です。2021年11月に実施されたFIT

非化石証書の取引では、約定量は約
19.3億kWhとなり、2020年度1年間の
総約定量約14.6億kWhを1回で上回
りました。

（ⅲ）  FITからFIPへの移行に伴うPPAへの
切換えの加速

   2 0 2 2年度以降、FIT（Feed-In-Tariff；
固定価格買取）制度からFIP（Feed-In-

Premium）制度への移行が決定してい
ます。グリーン電力発電事業者にとっ
ては、PPAを締結することで長期安
定収益に舵を切るインセンティブが
働くことになります。それにより、発
電事業者が需要家と相対契約を締結
するPPAモデルの需要が一層顕在化
すると見られています。（図表3参照）

（ⅳ）  国・自治体によるインセンティブ
   国や自治体レベルで、グリーン電力調

達に対する補助金や税優遇などのイ
ンセンティブが登場しています。従来
の制度の対象は自家発電が中心でし
たが、徐々に多様化が進展し、近年
はコーポレートPPAなどを対象とす
る制度も登場し、従前対比で多様化
しています。これも、グリーン電力調
達の選択肢増加の追い風となってい 

ます。

4. 第6次エネルギー基本計画で期待さ
れる規制緩和

2 0 2 1年1 0月に閣議決定された第6次 

エネルギー基本計画は、脱炭素化に向け
た世界的なトレンドに触れたうえで、国
を挙げての2050年カーボンニュートラル
達成に向けた取組みの方向性を打ち出し
ました1。再エネに対しては 「主力電源化
を徹底し、再エネに最優先の原則で取り
組」む2ことが明記されています。2030年
においては、「野心的な目標」として電源
の3 6～3 8％のグリーン電力導入 （2 0 2 0

年比＋16～18％pt）が目標に掲げられま
した。目標の達成に向け、適地確保、ノン
ファーム型接続の範囲拡大による系統制
約の解消、発電所設置許可基準の明確化
などが取組みとして記載され、グリーン
電力導入促進に向けた規制緩和が期待さ
れます。

需要家

需要家

一般電気
事業者

需要家

需要家

需要家

卸電力
取引所

需要家

1）Feed-In-Tariff　2）Feed-In-Premium
出所：資源エネルギー庁

発電事業者は、売り方として二者択一が要求され、販売戦略の
硬直化を招く要因に
　①： FIT 制度を活用した、一般電気事業者への固定価格での

売電
　②： 需要家との契約に基づく売電（PPA）

発電事業者にとっては、FIT制度を活用することで、「売る努力
なく、安定的な高収入が得られる」状態

発電事業者は、二種類の制度を組み合わせた売電が可能に
　①： FIP 制度による市場価格（変動）での売電
　②： PPA

安定収益のためにPPAを選択する場合、発電事業者が「買い手
を探さなければならない」状態

2022年度以降（FIP2）制度現行（FIT1）制度

図表3 FIT 制度見直しの影響

①FIT制度

グリーン電力
発電事業者 グリーン電力

発電事業者

需給状況や市場価格
に関わらず、固定価
格での全量売電

②PPA

需要家との個別交渉
により価格を決定

①FIT制度

市場価格（変動） 
＋プレミアムでの

卸売

②PPA

長期固定価格
契約での売電

FITで安定収益を
得 ら れ る た め 、
敢えてPPAに乗
り 出 す メ リ ッ ト
が小さい

PPAの併用によ
り 、 価 格 変 動 リ
ス ク を ヘ ッ ジ で
きる

再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック 2021年度版
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2021_fit.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data/kaitori/2021_fit.pdf
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再生可能エネルギーの導入状況と企業が目指すべき方向性
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Ⅲ

グリーン電力の調達手段と
特徴

1. グリーン電力の調達手段は大きく 

3種類

グリーン電力の調達手段は、「自家発
電」、「コーポレートPPA」、「証書」の3つに
大別されます。（図表4参照）

（ⅰ） 自家発電
   自家発電は、需要家が自前または

リースで調達した発電設備を自らの
敷地内に設置し、自家消費分の電力
を発電するというものです。電力の過
不足は、電力小売事業者との間で売
買を行い調整します。

（ⅱ） コーポレートPPA

   コーポレートPPAは、第三者が発電
するグリーン電力を購入するというも
のです。コーポレートPPAには、「オン
サイトPPA」、「オフサイトPPA」、「バー
チャルPPA」の3種類があります。

   オンサイトPPAは需要家の敷地内の

設備で発電した電力をPPA事業者か
ら購入する形態、オフサイトPPAは需
要家の敷地外に設置された設備で
発電した電力を小売事業者を介して
PPA事業者から購入する形態です。オ
フサイトPPAでは、需要家の自営線ま
たは系統を通じて送電されます。

   また、バーチャルPPAは、環境価値
（証書）のみをPPA事業者から購入し、
実際に消費する電力自体は小売事
業者から固定価格で購入するモデル 

です。

（ⅲ） 証書
   グリーン電力の価値をエネルギーと

環境価値に分解し、後者を証券化し
たものを「証書」と呼びます。証書には
「非化石証書」、「グリーン電力証書」、
「J-クレジット」の3種類があり、それ
ぞれ認証機関と調達方法が異なり 

ます。
   非化石証書は、国とその委託先が認

証した証券化商品です。需要家は小
売事業者を介して電力とセットで購入
することで、実質的に再生エネ由来
の電力の購入が可能となります。ま

た、非化石証書にはFITと非FITがあ
り、FIT非化石証書は需要家が直接
国から購入することができます。

   グリーン電力証書は、民間の第三者
認証機関が認証した証券化商品、J-

クレジットは国が認証したものです。
いずれも発電・小売・仲介事業者から
購入可能であり、電力自体は小売事
業者から購入します。

2. PPAに舵を切る企業が漸増

これまで、スイッチングコストや需給の
マッチングなどの障壁が低い証書モデル
が先行して普及してきました。しかし、低
炭素化への本質的な貢献指標である「追
加性」の観点からは、PPAがより優位であ
るといえます。昨今、追加性を重視する傾
向は徐々に強まってきています。実際に
RE10 0の加盟企業では、多少のコスト増
や長期契約のリスクを一定程度許容し、グ
リーン電力の長期的確保を目的として、証
書購入からPPAにシフトする傾向も見られ
ます。（図表5参照）

Power Purchase Agreement
出所：環境省

自家発電 コーポレートPPA1

（電力販売契約） 証書

図表4 グリーン電力調達の3類型

自前の設備で、発電量等のリスクを
自前で負いつつ、自家消費分の電力
を発電

第三者が保有する設備で発電するグ
リーン電力を購入
発電設備の所在により、4パターン
に分類される

グリーン電力の価値をエネルギー価
値と環境価値に分解し、環境価値を
証券化したもの
証券の購入により、実際に使用する
電力が何であろうとグリーン電力を
調達したとみなされる
（証書が利用される電力プランの契
約の形で利用することも）

発電設備の自己所有1-1 オンサイトPPA2-1 グリーン電力証書3-1

J-クレジット3-2

非化石証書3-3バーチャルPPA2-3

オフサイトPPA

（1）自営線

（2）系統利用

2-2
発電設備のリース契約1-2

1 2 3
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Ⅳ

日本企業がグリーン電力調達
において目指すべき方向性

1. グリーン電力調達は日系企業の喫緊
の課題

グリーン電力を使わないことによる実質
価格競争力の低下、ESGに取り組まない
ことによる資金調達の機会損失など、事
業を取り巻く環境の変化を踏まえると、グ
リーン電力調達の重要性は従来よりも増
しています。特に、脱炭素化を積極的に推
進する海外企業を顧客に持つ企業や欧米
市場を重視する企業にとっては喫緊の課
題になっています。

一方で、グリーン電力に関わる制度設計
やビジネスモデルが現在進行形で発展し
ているなか、グリーン電力導入に向けた中
長期での見通しは立てづらく、最適な調
達手法の検討は企業にとってチャレンジに
なっています。
グリーン電力ビジネスのビジネスモデル

は未だ発展途上にあり、未整備の論点も
存在します。事業者が小規模太陽光を使
えるようになるためにはアグリゲータのビ
ジネスモデルの構築が必要ですし、洋上
風力発電設備の大量導入には系統接続
ルールの見直し、港湾整備、環境アセスメ
ント期間の短縮化など、課題が山積してい
ます。
また、FIP制度への移行により、コーポ

レートPPAを志向する発電者が増える一方
で、財務への影響やリスクの観点から、導
入に慎重な需要家も存在します。コーポ
レートPPAが未だ発展の途上であること
に加え、需要家企業も自社の将来の経営
状況が読めないなか、経営の自由度を確
保する観点より、導入を即断できない企業
も見られます。

2. 日系企業が取るべき5つのアクション

このような状況下において、日系企業が
取るべきアクションは、ステークホルダか
らの脱炭素要請の強さと、消費する電力
量に応じて5つに分けることができます。

（ⅰ） 要請が強く、電力消費量が多い場合
   サプライチェーン全体を通じ「大量

に」調達を可能としながらも、「事業
継続可能なコストで」グリーン電力
ポートフォリオを構築することが求め
られます。そのためには、電源種別や
その調達手段の選定要件・基準を策
定したうえで、新規性の高い調達手
段も含め、サプライチェーンを通じた
低炭素化を実現するポートフォリオ
の構築が必要となります。

   また、カーボンプライシングの検討状
況や社会要請の強さに応じ、過去の
競争力の源泉であった化石燃料によ
るオンサイト自家発電所の在り方の
抜本的な見直しの検討が急務となっ
ています。

（ⅱ）  要請が強く、電力消費量が少ない 

場合
   電源種別やその調達手段の選定要

件・基準を策定し、その要件を踏ま
えて、コストと環境価値のバランスを
考慮しながら、ポートフォリオを構築

出所：KPMGにて作成

証書PPA

図表5 各調達方式の特徴と評価

1-1 2-1 3-1 3-2 3-32-32-2（1） 2-2（2）1-2

発電設備の
自己所有

低炭素化
への貢献

低炭素化への貢献指標である「追加
性」に富み、確実にグリーン電力を
活用できる

（左記に加え）発電アセットの設置ロ
ケーションの制約の少なさにより、
発電設備の大規模化・効率化が可能

非化石価
値のやり
取りのみ

環境価値のやり取りの
みであるが、追加性が認
定要件に含まれ間接的
に設備増加に寄与

発電施設の大規模化が可能
（故に、抜本的な低炭素化への実現に寄与）

需要に対し
供給が旺盛

証書認定のハードルから、
供給量は多くない・

増やしづらい

地理的制約がないため、国土全体でみると
量の安定性は高く、 必要量のみの柔軟な調達可

調達量の柔軟性や初期投資等の観
点で劣後

敷地の制約により、発電設備が
小規模となるため量の伸びしろは限定的

立地が特定される 1:1 の契約のため、
気象条件により供給量がぶれる

太陽光や風力など出力変動型の場合、
変動する不足分を小売業者から購入

契約時に固定価格
または市場連動価格を選択

初期費用
負担が大

価格変動
リスクあり

初期費用は掛かるが
需要家の負担は軽い

初期費用は掛かるが需要家の負担は軽い
託送料を織り込んだ電気料金負担

供給量を
主因に

価格は高位

従来は安定、
2021年度に
大幅に低下

価格は
比較的低値

安定推移

価格は低値

オフサイト PPA は供給増大に大きく
寄与するが、託送料負担がネック

調達量の柔軟性や価格、初期投資等の
観点で優位

立地の自由度により左記比
で安定も、アセット設置地
域付近の気象に左右される

実現の
ハードル

オンサイト
PPA

グリーン
電力証書 J-クレジット 非化石証書バーチャル

PPA
オフサイト
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再生可能エネルギーの導入状況と企業が目指すべき方向性
Sector 
Update

することが有用となります。具体的に
は、柔軟性の高い証書購入やグリー
ン電力メニューの選択をベースとしつ
つ、本質的な脱炭素に寄与する追加
性に富む自家発電やPPAを、状況に
応じて適宜組み合わせるなどの方策
が挙げられます。

（ⅲ） 要請が弱く、電力消費量が多い場合
   電気代が大幅アップして利益に大き

く影響することがないよう、自家発
電やPPA取込みによる電力調達価格
の安定性に関する評価を行い、ポー
トフォリオを構築していくことが適し
ています。ただし、グリーン電力の需
要に対する供給が長期的にタイトで
あることを鑑みると、長期的なグリー
ン電力調達計画の策定が重要となり 

ます。

（ⅳ）  要請が弱く、電力消費量が少ない 

場合
   ブランディングや投資家対策の一環

としてグリーン電力を利用する場合
は、コストではなく調達のしやすさの
観点から調達手段を選択することが
有用となります。たとえば、証書モデ
ルで形式上の炭素排出量削減を達成
したり、取引先から「追加性」考慮の
要請がある場合には、一部自家発電
やPPAを取り入れるという方法が想定
されます。昨今、電力小売事業者が
提供する100％グリーン電力メニュー
を活用して、本社ビルなど限定的な
事業所にグリーン電力を導入する
ケースが増えています。

上記4ついずれのケースに共通する視点
として、グリーン電力に関する状況の変化
に迅速に対応ができるよう、あらかじめ
複数のシナリオを想定し、シナリオごとの
打ち手を検討しておくことです。たとえば、
得意先から「追加性」考慮の要請がなされ

た場合やコストが低下した場合には一部
自家発電やPPAを導入する、非化石証書
の価格が下がりトラッキング付きの供給
量がより一層増加した場合には一部証書
を活用するなど、事前にシナリオとそれに
対する打ち手を検討することで、環境変
化に備えることが有用となります。
今後、グローバルレベルでカーボン

ニュートラルに関わる規制や目標達成に
向けた要請が次々と打ち出されるものと
想定されます。グローバル市場をベースに
活動している日系企業は、そのグローバル
の仕組みのなかで物事に対応することが
求められます。先手を打つためにも、日系
企業は状況が見えるまで様子を見るので
はなく、プロアクティブに自社に必要なソ
リューションを検討すべきと考えます。（図
表6参照）

出所：KPMGにて作成

図表6 企業が取るべきアクション
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た調達オプションの絞り込み
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従い、いずれ調達手法の
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かつグリーン電力供給量の
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本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG ジャパン　エネルギーセクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

KPMGジャパン　 
エネルギーセクターコンテンツ

ウェブサイトでは、エネルギー関連の情報を紹介
しています。

http://home.kpmg/jp/energy

1  「第6次エネルギー基本計画」資源エネ
ルギー庁、令和3年10月、https://www.

enecho.meti.go.jp/category/others/

basic_plan/

2  「エネルギー基本計画の概要」資源エネ
ルギー庁、令和3年10月、https://www.

enecho.meti.go.jp/category/others/

basic_plan/pdf/20211022_02.pdf

http://home.kpmg/jp/energy
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_02.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_02.pdf
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POINT 1

企業に求められる責任と強靭性
ISSB設置の公表に伴い、企業による気
候変動関連開示の基準設定も大きく
動き出した。開示の目的は投資家の保
護と金融市場安定化だが、より具体的
に、社会や投資家が企業に求めている
のはネット・ゼロ達成に付随する各企
業の責任と、気候変動に伴う多様なリ
スクに対する企業の強靭性である。そ
の意味において、気候変動に関する開
示と事業戦略は表裏一体と捉えるべき
である。

POINT 2

フォーキャストではなくシナリオ分析
が必要
10年超、少なくとも2050年程度までの
将来を対象にした気候変動リスクへの
対応として、さまざまに想定される事業
環境と自社にとって最適なパスウェイ
を戦略的に選択していくためには、モデ
リング手法を用いたシナリオ分析を行
うことが有効だ。しかし、長期間にわた
る将来を一定の科学的論拠を維持し
つつ構築するのは非常に困難で、工数
がかかる作業である。

POINT 3

戦略ストリームで、見えない未来の
戦略的分岐点と戦略的選択肢を明
確化する
シナリオ分析を行うモデルに自社デー
タを投影したベースケースを使い、自社
事業にとって重要性の高い事象や重大
なリスク、新たな事業機会の種を認識
し、一定の信憑性のあるデータと論理
性を維持しながら定量化を行う。その
過程において複数の戦略的分岐点を
明確にし、戦略的選択肢を検討して自
社のルールブックとすることが戦略スト
リームの神髄である。

POINT 4

Climate IQを使ったKPMGの支援
KPMGは、気候変動に伴う企業のシナ
リオ分析支援を行うことを目的とした
ツール、Climate IQを開発した。現在グ
ローバル展開準備を行っており、近く日
本でもサービス展開を開始する予定で
ある。

関口 美奈
Mina Sekiguchi

気候変動リスクへの対応と
脱炭素化の実践
第2回   戦略ストリームに求められる

シナリオ分析と定量化
KPMGジャパン 

KPMG IMPACTプロジェクト統括リーダー兼 

脱炭素化アドバイザリーリーダー 

KPMGサステナブルバリュー ・ジャパン

関口 美奈／マネージング・ディレクター

OP26開催中に設立が 公表されたISSBは、今後、気候変動リス
クへの対応に関する開示基準を詳細に設定していきます。これを

契機に、ビジネス界における気候変動リスクへの対応を目的としたトラン
スフォーメーションは、大いに促進されることになるでしょう。企業には、一
歩進んだ開示規定への準拠という目的と同時に、これと表裏一体をなす
本質的な戦略についても、過去の経験値に基づくフォーキャストではなく、
予見できない未来のシナリオを駆使して取り組んでいくことが求められます。
本稿では、気候変動に伴う事業環境の 変化をシナリオ化する際に 必要
となる要素について解説するとともに、そのなかにどのようにして自社を投影
し、異なる気候変動シナリオによってもたらされる中長期的なリスクや機
会について戦略的思考を巡らせるかについて、筆者の考えを述べます。本
稿が、大きなパラダイムシフトに突入した世界と事業環境のなかで、社会
的経済的価値を創出すべく、戦略を構築し実行する企業の皆様への一助
となれば幸いです。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

C
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Ⅰ

加速する気候変動リスクへの
対応に伴うトランスフォーメー
ション

1. ISSB設立と気候変動関連に関する開
示基準の設定

昨年11月に開催されたCOP2 6は、パリ
協定を実質的な行動に移すためのルール
ブックの確立を目的とした、パリ協定採
択以来最も重要なCOPと言われていまし
た。過去数回のCOPで全会一致の合意に
達することができなかった、合意がきわ
めて困難ないくつかの論点をなんとか合
意に導き、「グラスゴー気候合意（Glasgow 

Climate Pact）」を形成した点において、
COP26は前評判に違わず歴史的評価に値
するものとなったと言えるでしょう。
国家レベルでは、ようやく実行指針への

合意が成立したばかりですが、同時並行
で金融界およびビジネス界では、実践へ

の大きな第一歩を踏み出しました。COP

開催中にも、それを象徴するいくつかの公
表がありました。図表1にその一部をまと
めましたのでご参照ください。

COP2 6を契機として、上記を含む気候
変動リスクへの対応に伴う世界的なトラ
ンスフォーメーションが一気に加速してい
くでしょう。先陣を切るのは、今回設立
が公表されたInternational Sustainability 

Standard Board（以下、ISSB：国際サステ
ナビリティ基準審査会という）と、ISSBに
より今後詳細に規定される気候変動リス
クへの対応に関する開示基準の設定です。
一定規模以上の企業がこの基準に準拠し
始めることにより、ビジネス界における気
候変動リスクへの対応のためのトランス
フォーメーションが大いに促進されること
になるでしょう1。
日本は、TCFD（Task-Force for Climate-

related Financial Disclosure：気候関連財務
情報開示タスクフォース）に賛同する企業
が大変多く、2021年12月23日時点で498 

団体が賛同しています 2。しかし、賛同す 

る企業のすべてが自主開示を行っている
わけではありません。また、自主開示の内
容も、TCFDのガイダンス 3に沿っていると
はいえ、あくまでも自主的に作成している
ものです。そのため、その内容が、そもそ
もTCFDが意図した以下の2つの重要な点、
すなわち、
• 投資家を守る
• 金融市場の安定化に寄与する
という基準をクリアするものかどうかに

ついて、綿密な精査の対象となっている
わけではないというのが現状です。とは
いえ、だから悪いということではありませ
ん。しかし、企業は、現段階の開示とはレ
ベル感の異なる開示が、今後ISSBによっ
て規定されるであろうということを意識し
ながら、準備に着手する必要があります。

2. 企業に求められる責任と強靭性

COP2 6は、気候変動という論点におい
て、世界を空中戦から実践への移行とい
う新たな局面に導きました。この新たな局
面で企業に求められるものを考えてみる
と、2つのキーワードが浮かび上がります。
それは、「責任」と「強靭性」です。
気候変動に関する企業の「責任」とは、

化石燃料の使用量やGHG排出量、水の使
用量、廃棄やリサイクルの促進、生物多様
性等に自社事業と組織が及ぼす影響を考
慮する（いうまでもなく、計測し、ターゲッ
トを設定し、行動することを含みます）こ
とです。これについては、世界中で1,2 0 0

社を超える企業がScience Based Targets 

Initiative 4（SBTi ：科学に基づく目標）に登
録していることを鑑みてもすでに多くの企
業が一定の理解をしていると見受けられ
ます。
一方、より新たな現象として従来にない

ほど鋭い視線が注がれているのが、企業
に対する「強靭性の向上」という要請です。
強靭性を考えるには、以下の3つの側面に
ついて考慮する必要があります。

図表1 COP26開催中のファイナンス・ビジネスに関わる公表（一部）

出典：KPMG 作成

サステナビリティに関する開示基準を設定する。まず最初に着手するのが、
TCFDのガイドラインの明確な規制化。 気候変動リスクや対応、ガバナンス
や戦略に関する開示を明確に規制化する

開示基準の確立に関する進展　
ISSB（ International Sustainability Standard Board）の設立

イギリスでは2023年までに全ての上場会社はネットゼロまでの移行プラン
の提出を求められ、さらなる透明性が求められるとともに、プランの実現
可能性についての精査は厳格化する。遠からず他国への波及が予想される

ネットゼロまでの移行プランの透明性確保　銀行、保険、資本市場は、
投融資対象企業への脱炭素化に伴う本格的な取組みを要請

多くの問題点は解決され、残る課題は「排出権のダブルカウントをいかに
回避するか？」というポイントに絞り込まれた

排出権クレジットの市場メカニズムのルールブックの完成

2050年までのカーボンニュートラル（二酸化炭素ネット排出量ゼロ）に
コミットする金融機関イニシアチブの連合体で、傘下のアセット総額は
約130兆ドル

金融界のアライアンス成立　GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net 
Zero、グラスゴー金融同盟）が正式発足
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（1） 物理的リスクに対する強靭性
はじめに考慮すべき側面として、山火

事、干ばつ、洪水、集中豪雨等の自然災害
が事業資産と事業継続性に及ぼすリスク
が挙げられます。

（2） 地政学的リスクに対する強靭性
次に、サプライチェーンの変容に伴うリ

スクがあります。気候変動への対応に伴
い、各国・地域がグリーン成長政策を掲
げ、これにより急激に製品や製造工程、
使用する素材も変化することで、地政学
的な影響を与える地域が変わります。た
とえば石油の需要が低下すれば、石化
燃料主体の旧来の中東を中心とする産
油国の地政学的リスクは下がるかもしれ
ません。その一方で、今後需要が増加す
る可能性が高い金属やコバルト等の資
源の産出国である、たとえばコンゴ共和
国等の動向を注視する必要性も出てくる
でしょう。また、直接気候変動に由来す
る事象ではありませんが、人権に関する
問題も日に日に注目されてきています。
これによるサプライチェーンへの影響の
把握と必要な修正への検討が求められ 

ます5。

（3） 規制環境の変化に対する強靭性
最後に、規制の変更、新たな規制の出

現に伴うリスクがあります。脱炭素を推進
するために新たに施行される規制や国際
的な枠組み（国境炭素調整措置6等）、また
脱炭素に対する取組みについて透明度の
高い、そして他社との比較が可能な開示を
求める新たな基準の出現等への対応が求
められます。
企業は気候変動への対応に伴う社会的

責任を果たしつつ、同時に強靭性を高め、
維持すべく、多くの場合、中長期戦略の策
定に伴う前提条件の大胆な見直しに着手
することが求められることになるでしょう。
これが、本格的なトランスフォーメーショ
ンの第一歩となるのです。

3. VUCA時代に必要なシナリオ

出発点は、事業を取り巻く環境の変化
を、客観性と論理性を考慮に入れたうえで
どのように捉えるか？そして変化する環境
のなかでのリスクと機会をどのように事業
に生かしていくのか？という事業戦略の構
築にあります。
そして1つだけ、これまでと大きく異な

る点があります。それは、これから我々が
向かう未来は、過去からの延長線上には
ないということです。これは、我々の知識
や経験値から将来の事業環境を想定する
ことは、非常に困難であるということを意
味しています。気候変動リスクにより齎さ
れるVUCA時代の戦略構築に、過去の経
験則を用いたフォーキャストは通用しま
せん。今後必要になるのはシナリオ分析
です。異なる気候変動シナリオと、これに
伴って異なる事業環境、異なる物理リスク
と移行リスク、異なる技術変革の進展等
を組み合わせたネットゼロに向けたパス
ウェイをシナリオとして想定し、自社の事
業戦略と求められる変革について想定外
を含めた頭の体操を習慣づけ、常にプラ
ンB、プランCを持ちつつ、高い機敏性と柔
軟性を維持しながら事業運営を行うこと
が、気候変動リスクに対する強靭性（レジ
リエンス）の向上に繋がります。シナリオ
分析は、気候変動を自社を取り巻く事業
環境の重要な一部として捉え、機敏かつ
柔軟に戦略的思考を行うことを可能にし
ます。

Ⅱ

定量化は避けて通れない

1. 投資家は何が知りたいのか？

日本だけでなく、世界中でTCFDガイダ
ンスに沿った開示を公表する企業は増加
傾向にあります。ただし、それらの大半
は定性情報が主となっており、定量情報
があるとしても炭素価格の変動によるビ
ジネスへの影響といった種類のものに留

まっているのが現状です。しかし、気候
変動に伴うリスクや機会に関する定量情
報なくして、取締役会が気候変動リスク
をその他多くの企業を取り巻くリスクと
比較することは不可能です。また、投資
家も資金配分に際して適切な情報に基づ
く決定を下すことはできません。TCFDの
直近のScenario Analysis Guidance（TCFD 

Guidance on Scenario Analysis for Non-

Financial Companies 7）でも「成熟したプロ
セスにおいては定量化が必要である」と述
べています。
定量化は、気候変動に対峙する企業に

ついて、投資家が最も知りたいと考えてい
る次の2つのマネジメント能力を示すため
にも有効です。
• 業務プロセス中に「強靭性」を埋め込
み、出現しつつあるリスクを予見し対
応するマネジメント能力（たとえば、適
応戦略の明確化等）

• ネットゼロへのトランジションの道程
に出現する新たな事業機会を梃にした
新たな価値創造に関する可能性を定量
的に示し、自社の事業戦略の文脈で定
義するマネジメント能力
定量情報の提供は、間違いなく投資家

の要求に対する質の高いレスポンスとなる
だけでなく、多様なステークホルダーとの
コミュニケーション上、大きなプラス要因
となるでしょう。

VUCAの時代には、企業は、投資家、規
制当局、監査人等から多くの詳細な精査
を受けることになります。もちろん彼らも
遠い未来の可能性について正誤を評価す
ることはできませんが、企業が想定するシ
ナリオについて一定の信憑性は求めるで
しょう。過去の延長線上にない未来シナ
リオを一定の信憑性を持って語るには、信
頼に足るデータに基づき科学的かつ論理
的に構成されたストーリーが不可欠です。
そして、定量情報にも同様の信憑性が求
められるでしょう。
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2. 自社戦略ストリームの構築

これまでは、過去の経験測に基づく
フォーキャストをベースに、戦略策定と実
行、モニタリング、修正というPDCAを回し
ていくのが一般的でした。もちろん、すで
に予見されている技術革新や地政学的変
容を前提条件に加味することも、今では
多くの企業がプラクティスとして実践して
いることでしょう。しかし、気候変動リス
クとそれが世の中に及ぼす変容を考える
とき、我々は3～5年ではなく、少なくとも
10～20年、長ければ50～100年という遠
くの水平線を、目を細めて眺望しなければ
なりません。そうなると求められるのは、
フォーキャストではなくシナリオ分析です。
石油メジャーがその戦略構築のサイクル
にシナリオ分析 8を利用しているように、
今後、一定規模以上で気候変動関連開示
を行おうとする企業は、大なり小なり、シ
ナリオ分析を戦略ストリームに取り入れる
必要に迫られることになるでしょう。

3. 物語ではない。シナリオである。

他社も戦略策定の際に参考にすること
があると言われている石油メジャーの未
来シナリオは、概略だけを読んでも、根拠
不明な物語のようにしか見えないかもし
れません。しかし、この未来シナリオが評
価されているのは、物語の裏に多くのデー
タやシミュレーションが走っており、そこ
に多様な専門家の助言と、さらには全世界
1,0 0 0人以上からなるシナリオチームの詳
細分析が練りこまれている点にあります。
むろん、すべての企業がこの体制を持たな
ければならない、と言いたいのではありま
せん。言いたいことは、シナリオの裏には、
信頼性を担保するデータと、見えない未来
に存在する複数の事象が互いに均衡する
にはどうでなければならないかという強い
科学的論拠の裏付けが必要である、とい
うことです。
京都大学iPS細胞研究所所長の山中伸

弥氏は、「新型コロナウイルスは科学と社

会をこれまでにないほど近づけた」と述べ
ています 9が、気候変動もまた科学と社会
を急速に近づけていると言えます。
次の章では、未来シナリオを想定する

のに必要な要素について説明します。

Ⅲ

未来シナリオは見えているか？

1. 気候変動シナリオ： 「ワーストケース」
と「ぎりぎりセーフケース」

まず最初に、本稿はシナリオ分析の
一般的な方法論について解説するもの
ではない旨を述べさせていただきます。
TCFDが推奨するシナリオ分析の考え方
や導入方法については、TCFD Guidance 

on Scenario Analysis for Non-Financial 

Companies 10をご参照ください。
これまで、気候変動シナリオには、現行

シナリオの「4℃シナリオ（気候変動リスク
に対して何らの対策も取らなかった場合
の2100年頃の気温上昇）」と、2100年頃の
気温上昇を2℃未満に抑える努力をすると
いうパリ協定採択時点での合意をベース
にした「2℃シナリオ」の2つが使われるの
が一般的でした。しかし、COP26では、す
でに世界経済のCO2排気量90％を超える
国々が1.5℃努力目標追求の決意を表明
していることから、早晩「2℃シナリオ」が
「1.5℃シナリオ」に置き換わると考えるの
が妥当でしょう。ただ2℃であれ、1.5℃で
あれ、この数値は「ベストケース」ではなく
「ぎりぎりセーフケース」です。この点につい
ては、今一度、読者の皆様の注意を喚起
させていただきます。
さて、ここで設定される数値として何℃

が適切なのかについては、今後も新たな
研究成果が明らかになるにつれて変化し
ていく可能性があります。しかし覚えてお
きたいのは、今後企業は、気候変動リスク
対応に関する開示について、より具体性の
ある、そして定量情報を伴う開示を求めら
れるようになるということです。すなわち、
企業がすぐにでも着手すべきことは、「4℃

シナリオ」をワーストケースとする一方、
人々の健全な生活と経済成長を持続可能
にするために地球上の生命体が生き続け、
環境が破壊されない気温上昇は何度まで
が許容範囲なのかという「ぎりぎりセーフ
ケース」の2つの世界を具体的に想定する
ことです。

2. 異なる気候変動シナリオを前提として
想定される事業環境モデル

気候変動シナリオの目的は、将来の
GHG排出量に関する予測を用い、将来の
気候変動に由来する経済の脆弱性を定量
的に評価することです。企業には、気候
変動シナリオ（4℃あるいは2℃／1.5℃）に
伴って想定される事業環境を使って、自社
の未来について戦略的に思考することが
求められます。シナリオを使うことで企業
は、気候変動リスクへの対応を単なる開示
の問題としてではなく、中長期的戦略の
議論として認識し、取り組むことができる
でしょう。
ただし、この思考には定量情報が不可

欠です。したがって、シナリオをモデル化
し、異なる気候シナリオや異なる戦略を
定量化していく必要があります。ここで
は、実際の経済を形成する要素が、可能
な限り現実に近い形で統合された世界を
モデルのなかに創ることが求められます。
KPMGでは、そのために必要なモデルへ
の要素のインプットについて以下のように
考えています。
（1） 気候変動シナリオから「ワーストケー

ス（ 4℃）」と「ぎりぎりセーフケース
（2℃あるいは1.5℃）」のどちらを前提
とする世界を想定するかを選び、気候
モデル11から参照します。

（2） 異なる気候変動シナリオを前提とす
るマクロ経済への影響をインプットし
ます。ここでは、一般応用経済均衡モ
デル 12を参照します。

（3） 異なる気候変動シナリオを前提とす
る異常気象の発生等が特定のアセッ
トに与え得る負の経済的影響をイン
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プットします。通常は、物理リスク分
析モデル13を参照します。

（4） IAM（統合評価モデル、Integrated 

Assessment Modelling）という手法を
用いて、上記（2）から参照した社会・
経済的要素と上記（ 3）から参照した
気象や生物圏・環境要素を統合し、1

つのモデル・フレームワークを作り 

ます。
多くの計量経済的な学術用語に圧倒さ

れてしまいそうですが、これらが示してい
ることは、「これから我々が突入しようとし
ている世界は、さまざまな要素が複雑に
反応しあい、連鎖しあい、均衡しようとす
る結果として作られる環境であり、我々人
間が過去の知識や情報から簡単に想定
できるレベルのものではない」ということ 

です。
ここで一旦、頭の整理をしましょう。前

述（1）から（4）を図表で表してみます。図
表2をご覧ください。
ここで、さらに考えなければならない要

素があります。それは、現状から2100年ま
でに4℃上昇あるいは2℃／1.5℃上昇へと
移行していくために必要な環境政策を始
めとする規制の要素や、技術革新の出現
とその効果、コスト等の要素です。これら
は前述（2）で参照する一般応用経済均衡
モデルに組み込まれている場合もあれば、
追加的にインプットが必要な場合もあるで
しょう。特に、規制要素は国や地域ごと、
またセクターごとに異なることが多いた
め、適切なモデルやデータを参照すること
が非常に重要となります。
さて、ここまでの手順を経て、事業環境

をモデル内に再現することができました。
自社の中長期戦略を検討するうえでの
ベースケースの完成まであと一歩です。モ
デルに再現した事業環境に自社のデータ
をインプットすれば、ベースケースのできあ
がりです。

3. モデル内に企業データを挿入し、ベー
スケースを完成させる

モデリングによる企業価値や企業リス
クの定量化の際に入力が求められるデー
タは、そのモデルの目的によりさまざま
です。ここでは、KPMGがグローバルで

図表3 シナリオ分析に必要な企業データ

出典：KPMG作成

資産に関するデータ

財務データ

環境へのインパクトに関するデータ

戦略・投資に関するデータ

サプライチェーンに関するデータ

資産の種類（機能、価値、付加価値、所在）

当該資産が属する事業グループ

セクター・事業グループ毎の収益源、様々なコスト、ブレークイーブン

異なるセクター・事業グループへの収益、創出価値、減価償却の配分

主要な資産ごとのエネルギー消費、再生可能エネルギー等グリーンエネ
ルギー使用量、GHG排出量

現行の事業計画とリスク軽減に伴う措置・戦略

計画されている戦略投資

主要な取引業者

主要なサプライヤーとカスタマーが存在する市場

製造に必要なコモディティの種別、コスト、量

1

2

3

4

5

図表2 異なる気候変動シナリオを前提として想定される事業環境のモデリング

出典：KPMG作成

気候変動
シナリオ
（4℃/2℃ 
or 1.5℃）
の選択

気候モデル
を参照

一般応用経済モデル
気候によるマクロ経済への
定量的影響を参照

物理リスク分析モデル

IAM（統合評価モデル）

異常気象がアセットや物理
的ロケーションに被害を及
ぼす蓋然性を算出
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開発している気候変動リスク関連モデル
「Climate IQ」で必要となる企業のデータ
（図表3）をご紹介します。なお、Climate IQ

については後述をご参照ください。
以上のような手順を経て、特定の企業

の気候変動リスクと事業機会を定量的に
把握しつつ、戦略的に思考していくための
ベースケースができあがります。シナリオ
に必要なパラメータと企業データを使っ
て、個社のベースケースシナリオを作成す
る一連のプロセスをまとめたものを図表4

に記します。

Ⅳ

戦略ストリームの始動

さて、ここまでの作業だけでも中々に複
雑かつ工数が掛かります。しかしここまで
の作業では、中長期的事業戦略を検討す
る準備ができたに過ぎません。本質的な
戦略ストリームはここから始動します。
できあがったベースケースを使って、自

社事業にとって重要性の高い事象や重大
なリスク、新たな事業機会の種を認識し、
一定の信憑性のあるデータと論理性を維
持しながら定量化していきます。その過
程における複数の戦略的分岐点を明確に
し、戦略的選択肢を検討して自社のルール
ブックとするわけです。もちろん重要な事
象が起こるごとに、このルールブックの見
直しを行います。

1. シナリオ分析とモデリングによる定量
化の意義

モデリングを通じた一連のシナリオ分
析は、今後、重要性が増すであろう以下の
項目について有効な手段となるでしょう。
● これまでの延長戦上にない未来につい
て一定のシナリオを前提とし、その環
境のなかで自社がネットゼロを標榜し
つつ社会的にも経済的にもその価値を
訴求するためのさまざまな道のり（パス
ウェイ）を具体的に思考し、検討するこ
とを可能にする

● 気候変動リスクとその対応に伴う企業
の定量情報を投資家に提供し、強靭
性を高め維持するマネジメント能力と、
ネットゼロへのトランジションに潜むリ
スクと機会を自社戦略にどう取り込む
かを考察し、戦略化するマネジメント
能力を投資家やその他のステークホル
ダーに示すことができる

● 数値化により、マネジメントによる将来
戦略に関する比較・検討を客観的に行
い、長期にわたる原因と結果の関連性
を明確にすることができる

● 戦略思考を、今後設定される気候変動
に関する開示の方向性と合わせること
により、戦略と開示の一体性を高める
ことができる

● 長期間にわたる戦略の実践を、モデル
をベースに進捗管理し、継続的に修正
していくことができる

● 気候変動リスクに関連する事項の包括
的な検討を可能にし、気候変動関連の
開示の充実に寄与する

2. KPMGが開発する気候変動モデル：
Climate IQ

気候変動に伴うシナリオ分析に必要な
モデル構築には相当な工数と専門性が必
要になり、一企業で対応するのは容易で
はありません。ましてやモデリングそのも
のは、重要ではあっても本質的ではない
場合には、より本質的な議論を社内リソー
スで行うべきであると考えます。

KPMGは、気候変動に関する企業の
取組みと求められる開示の在り方につ
いて数年前から検討を開始し、英国を
中心にそのためのモデルであるClimate 

IQ（ Impact Quantified）14を開発しました。
Climate IQは現在、世界中のお客様にご利
用いただくためにグローバル展開の準備
をしています。日本のお客様には、およそ
半年程度でご紹介できる見込みです。

Ⅴ

「未来ビジョン構想チーム」
組成のすすめ

前述のように、戦略ストリームの本質は
モデル構築にはなく、モデルを活用したシ
ナリオの分析と将来に起こり得る戦略的
分岐点の検討、複数の戦略的選択肢の準

図表4 気候変動リスクへの対応のモデル化

出典：KPMG作成

気候モデル
を参照

気候変動
シナリオ
（4℃/2℃ 
or 1.5℃）
の選択

一般応用経済モデル
気候によるマクロ経
済への定量的影響を
参照

物理リスク分析モデル

IAM（統合評価モデル）

異常気象がアセットや物
理的ロケーションに被害
を及ぼす蓋然性を算出

個社別の企業データ
（図3を参照）

ビジネスプラニング
モジュール

マクロ経済への影
響、物理的影響を
個社への財務イン
パクトに変換
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備、そしてそれらすべてを埋め込んだルー
ルブック（たとえばNASAの宇宙飛行に伴
うオペレーションマニュアルのような）を
構築し、新たな事実や可能性が判明する
ごとに改定していくことです。
また、この議論を行う際に、企業のCEO

やトップマネジメントの方々にはぜひ、３G

（異なるジェンダー、異なるジェネレーショ
ン、異なるジオグラフィー）を備えた多様な
メンバーからなる「未来ビジョン構築」チー
ムを組成して、あらゆる視点からのイン
プットを奨励し、受け止めた議論をしてい
ただけるよう、ご検討をお願いしたいと考
えます。
将来の輪郭はあやふやで捉えがたく、こ

れまでのアプローチでは有効な戦略を選
び、実行していくことはもはや不可能です。
あなたの企業は、気候変動リスクとその対
応に象徴されるVUCAの波に飲み込まれず
に泳ぎ切る準備はできていますか？

脚注
1  https://jicpa.or.jp/specialized_field/

files/5-99-0-2-20211104.pdf

2  https://tcfd-consortium.jp/member_list

3  https://tcfd-consortium.jp/pdf/
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Guidance%202.0.pdf 
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Induced Climate Change）という気候モ
デルを使っている。
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参照する。
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異常気象の発生とアセットへの影響に
ついては、多くの分析モデルやプラット
フォームが存在する。

14  現時点でのClimate IQについては、こち
らのリンク先をご参照ください。
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insights/2021/04/climate-iq.html
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POINT 1

取締役会は、サステナビリティに
関わる課題を企業価値への影響
の観点から考えなければならない

取締役会で議論すべきは、サステナビ
リティに関わる課題を「どう対処するか」
ではなく、「企業価値にどう影響するか」
である。取締役はその見解をもって意
思決定を行う必要がある。

POINT 2

説明責任を果たすには、成果への
責任と社会的存在としての責任に
ついて時間軸を考慮して議論する

自社のビジネスに対する成果への責任
と社会的存在としての責任。この2つを、
時間軸を考慮して議論することは、取
締役は説明責任を果たすことにつなが
る。時間軸を考慮への議論が具体的
になり、経営と社会として合意した目標
とのつながりを具体化できる。

POINT 3

説明責任の領域が拡大し、結果
説明だけではなく、将来を見据えた
説明が求められる

企業の役割や機能の影響力が拡大す
るにつれて、説明責任の領域が拡大し
ている。過去から現在までの結果説明
ではなく、変化に適応する企業の挑戦
をふまえた、将来を見据えた説明が求
められている。

POINT 4

企業の報告は、結果の報告ではな
く、価値報告へと変わる

企業の報告が「価値報告」へと大きく
変化しようとしている。今後は、報告に
企業の個性が現れてくるだろう。自らの
価値を見直し、どうあることが自社と
社会のサステナビリティにつながるのか
を考える必要がある。

芝坂 佳子
Yoshiko Shibasaka

安田 結子氏
Yuko Yasuda

SX実現に向けた取締役会
の役割と責任を考える
株式会社ボードアドバイザーズ
安田 結子氏／シニアパートナー　

あずさ監査法人
サステナビリティバリュー推進部
芝坂 佳子／パートナー

象とする領域が広く、同時に、中長期的な取組みが必要となるサ
ステナビリティに関わる課題解決に向けて、ビジネスのルールが大

きく変わろうとしています。企業が、持続的な価値の向上を目指していくた
めのコーポレートガバナンスの在り方に注目が集まるとともに、取締役会
の責任や機能、実効性の質は、実現のための大きなカギとなっています。
本稿では、サステナビリティの課題を見据える視点を経営のなかに 組込
み、ますます大きな責任を担うことが期待されている取締役会の役割と課
題について、株式会社ボードアドバイザーズの安田結子氏にお話をおうか
がいします。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。

対
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Ⅰ

はじめに

環境や社会、あるいは人的資本といっ
た企業のサステナビリティに関わる課題
を取り扱う難しさは大きく2つあります。
1つは、時間軸の長さと複雑さ。もう1つ
は、個別の事象が複雑に関連しているた
めに、包括的かつ俯瞰的な視点を必要と
する点です。日本では、2 015年にコーポ
レートガバナンス・コードが東京証券取引
所のルールとして導入されてから、官民を
あげたコーポレートガバナンス改革が進
められてきました。しかし、2021年初めに
公表されたAsian Corporate Governance 

Association（以下「ACGA」という）による地
域調査 「CG Watch 2020」では、コーポレー
トガバナンスの向上に関わりを有するス
テークホルダーのなかで、企業の取組み
のみが芳しくないという報告があります。
サステナビリティトランスフォーメー

ション（SX）を実現するためには、デジタル
トランスフォーメーション（DX）の推進の
必要性が指摘されていますが、スピード感
をもって、さまざまな意思決定を行うため
には、取締役会を中心とするコーポレート
ガバナンスの仕組みの実効性がきわめて
大切になります。

2 0 21年に改訂されたコーポレートガバ

ナンス・コードにおいても、取締役会が、サ
ステナビリティに関わるさまざまな事柄に
ついて、企業価値へのインパクト、そして
企業が社会等外部に及ぼすインパクトを
両面から把握し、判断し、中長期的な企
業価値向上の実現のために果たすべき責
任について述べています。
そこで、豊かな事業経験をお持ちで、現

在は企業のコーポレートガバナンス向上の
ための助言活動も担っておられる安田結
子氏と一緒に検討していきます。

Ⅱ

何を議論すべきか

芝坂 ： サステナビリティに関わる課題は
きわめて幅広く、対応について苦慮してい
る企業が多いようです。

安田 ： 取締役会の議論においては、事業
の特性を鑑み、焦点を定めておく必要が
あります。日本企業の多くは、モニタリング
ボードではなく、マネジメントボードという
形式をとっています。このため執行上の課
題である「サステナビリティ」に関する事項
として、二酸化炭素排出量削減をどうする
か等が、議題になることが多いようです。
（図表参照）

しかし、取締役会での議論とするために
は、企業価値への影響の観点から、まず、
どの環境や社会の課題を取り上げるべき
かを考えることが大切です。この作業が
行われないと、議論の焦点がぶれてしま
い、「ふわふわ」としたものとなってしまい 

ます。
議論すべきは「どう対処するか」ではなく、
その課題が「企業価値にどう影響するか」
であり、取締役がその見解をもって、戦略
の選択やその進捗等を見定め、意思決定
を行う必要があります。
これは取締役会の実効性評価で浮かびあ
がってくる課題として、取締役会における
長期的な議論の在り方や質向上の難しさ
があることからもうかがえます。

芝坂 ： サステナビリティという言葉は、人
によって捉え方や、文脈によって指してい
るものが異なっていることにも注意すべき
でしょう。取締役それぞれのバックグラウ
ンドや問題意識、キャリア等によって、場
合によっては理解に齟齬が生じてくるもの
だからです。取締役は、自社のビジネスそ
のものに対する成果への責任だけでなく、
社会的存在としての責任についても、時間
軸を考慮しつつ議論してこそ、戦略やその
決定に対する説明責任を果たすことにな
ります。

図表 マネジメントモデル・モニタリングモデル

マネジメントモデル モニタリングモデル

取締役会が業務執行の決定を行うモデル  
（マネジメントボード）

取締役会が業務執行の決定をせず、業務執行の 
監督をするモデル（モニタリングボード）

業務執行取締役 取締役会の構成 非業務執行取締役（株主の代表）

合議による重要な業務執行の決定 監督の仕組み 業績評価に基づく業務執行者の選解任

● 業務執行の決定段階でのワンマン 
（独断専行）の防止 メリット

● 業務執行の決定の迅速性
● 執行と監督の分離

● 業務執行の決定に時間がかかる
● 事後的なモニタリングが機能しづらい 
（自己監査の弊害）

デメリット
● 事前の監督が不十分
● 監督機能を支える内部統制システム 
（内部監査部門）の充実が不可欠

小規模、単純なビジネスモデル、成長段階 適合する会社 大規模、複雑なビジネスモデル、成熟段階

出典：KPMGが作成
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時間軸を考慮することで、議論が具体的
になり、長期的な姿、たとえば、2050年に
目指す組織の在り方等と、中期経営計画
の関係性やSDGsに代表される社会として
合意した目標とのつながりの考察が可能
になってくると思います。
企業としての時間軸を検討から外してしま
うと、環境や社会課題の多くが「すべて大
切」となる恐れがあります。これでは、意思
決定のための軸とはなりません。
サステナビリティトランスフォーメーショ
ンの定義の1つに、「企業価値と社会価値
の同期」というものがありますが、それを
目指した行動が求められています。

安田 ： その実現のためにこそ、取締役会
での議論をなすべきです。執行の立場から
は見えない課題や論点を、大所高所、俯
瞰的な視点で、経営の執行を後押しするこ
とも大きな役割となってきます。

Ⅲ

「パーパス（存在意義）」が土台

芝坂 ： 取締役会だけでなく、企業全体で
「社会的」存在意義と訳されることの多い
パーパスを、意思決定の根幹に置ければ、
「ふわふわ」した議論ではなく、施策の連
続性や整合性につながっていきます。つま
り、その企業が「なぜ」存在しているのか、
同時に関わるステークホルダーとどのよう
な関係性のなかで社会に存在しているの
か。そこに立ち返り、その判断軸となるの
がパーパスです。
もちろん、その「パーパス」の考え方を取締
役は共有しており、個々の立場で成果に対
してコミットを有している必要があります。

安田 ： サステナビリティ経営の優良企業
として名高い仏ダノン社のCEOエマニュエ
ル・ファベール氏が2 0 21年の株主総会で
解任された事実から、多くの考えるヒント
を得らえます。
その1つは、「企業価値とは何か」というこ
とです。たとえ、どれだけ「よいこと」をし

ていても、ステークホルダーが期待する
価値を実現しなければ、企業の大きな役
割である価値創造に対する責任を果たし
ていない、と判断されても仕方がありま 

せん。

芝坂 ： 「ステークホルダー資本主義」を、
「株主第一主義」との二項対立で捉えるこ
とは、適切ではありません。
企業に対する「地球市民」としての役割や
存在意義、責任が問われるようになってか
ら久しいですが、「企業」としての立場での
貢献と、たとえば「非営利団体」だったり、
「消費者」だったりの立場での貢献は異な
るはずです。
企業がパーパスを掲げるなかで、自らが
創出する価値の特性や他のステークホル
ダーとのつながりを認識し、期待されてい
る「価値」について、説明する必要がある
と思います。

安田 ： 日本企業のなかで、「パーパス経
営」を掲げ、成果を上げている企業として
ソニー株式会社を挙げることができます。
「自分たちにとっての企業ミッションは何
か」「サステナブルとはどういうことか」を落
とし込んでおられると見ています。その背
後には、十分な時間をかけた議論があり、
だからこそ戦略に関わる検討やアクション
も進めやすいのではないでしょうか。
ソニー株式会社は、指名委員会等設置会
社です。完全なモニタリングボードを実現
しているために、多様性が確保された取
締役会のなかで、議論が進めやすいとい
う側面もあると思います。

Ⅳ

形式だけの多様性になって 
いないか

芝坂 ： 日本は、100年以上の歴史を有して
いる企業が多い国であるとの指摘もあり
ます。これは、競争力の源泉の1つである
「差別化」を促す個性ゆえと見ることもでき
ます。

一方で、これらの特性は、日本的な社内
慣行や、そもそも多様性が乏しく、同質性
や協調性を重んじる文化的背景のなかで
醸成されてきた側面もあります。

安田 ： 2つの課題があります。1つは、普遍
的な社是を掲げているにもかかわらず、急
速なデジタル化やビジネス・事業のポート
フォリオの変化のなかに落とし込まれてい
ないという点です。
もう1つは、さまざまな側面から多様性を
帯びることの必要性が指摘されるなか、
「取締役会の多様性」が形式的となり、取
締役会の質に影響を与えているのではな
いか、との懸念です。
2 0 2 1年に改訂されたコーポレートガバナ
ンス・コードでは、「たとえば」取締役会の
構成について、スキルマトリックスで表すこ
とがうたわれています。しかし、現状では
単なるチェックボックスとなってしまって
おり、本当に執行を監督できるのかは大き
な課題だと考えています。考え方の多様性
のみを求めてしまい、経営としての視座が
伴っているのかどうか、という懸念です。
ここでは、2つの例をお話ししましょう。 
1つ目は、取締役会に女性が増えているけ
れども、経営経験のないメンバーも多いこ
とです。取締役会の監督機能の充実を図
るためにも、他メンバーとのバランスが一
層大切となります。
2つ目に、専門家であることと取締役とし
て専門性を生かせるかどうかは別だ、とい
うことです。
商事法務誌のアンケートによると、日経
225の構成企業のうち、35社程度がスキル
マトリックスにおいて、ESG（あるいはサス
テナビリティ）の知見がある、という表示
がなされていたといいます。
しかし、「気候変動問題の専門家や学術
研究者がメンバーである」ことが大切なの
ではなく、「経営者としてサステナビリティ
をどう考えるか」という視点が不可欠なの 

です。

芝坂 ： サステナビリティに関わる課題が、
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多面的に大きな経営上の論点となるなか、
単に個別事項の専門家や研究者とのネッ
トワークを活かす等だけでは対処できな
くなっている事情もあると思います。

Ⅴ

サステナビリティ委員会を 
どう位置づけるか

芝坂 ： サステナビリティ委員会をどう位
置付けるかも議論となっています。

安田 ： サステナビリティ委員会を取締役
会のなかの専門委員会、すなわち指名委
員会や報酬委員会と同列に設置している
企業は 2％程度です。他の多くの企業で
は、執行のなかにサステナビリティ委員会
が置かれています。社外取締役が、執行の
なかに置かれた委員会に参加して議論を
行うということも行われています。

芝坂 ： 「執行のなかに位置づけられてい
る」場合には、どうしても「脱炭素に向け
た取組みをどうするか」とか、「女性活躍の
ための施策をどう展開するか」という議論
が行われることになってしまいます。その
結果、環境や社会の課題がサステナブル
な企業価値の実現にどう影響するのか、
といった点の検討は対象外となっていな
いでしょうか。

安田 ： 日本企業のコーポレートガバナンス
体制の多くは監査役会設置会社であり、マ
ネジメントボードに近い形での運営が行わ
れています。その場合、サステナビリティ
委員会に外部専門家を招聘したり、社外
取締役の参加を求めるという形態が運用
しやすいようです。
環境や社会のサステナビリティ課題と自
社の経営との関係性が議論され、どうすべ
きなのか、何が必要なのかといった論点に
まで整理されている場合であれば、取締
役会の諮問機関としての位置づけが必要
となるでしょう。

芝坂 ： 制度としての取組みや報告が求め
られるようになればこそ、「本来的な意義
の検討」と、「実際にアクションとしてどう
進めるのかの検討」の両面が必要であり、
同時に双方がリエゾンして進んでいくこと
が大切となります。
昨今の事例でいえば、TCFD（気候関連財
務情報開示タスクフォース）に基づく開示
要請の根幹には、気候温暖化リスクが経
営課題であるとの金融市場の認識があり
ました。ですから、「開示を行う」ためには、
まず「経営課題としての気候温暖化リスク」
について検討し、影響や問題等を議論し、
そのうえでアクションについての方向性を
決定するという行動が必要となります。
そして、執行によるアクションやその成果
について、取締役会によるモニタリングが
なされていくのが順序だと思います。

Ⅵ

報告すべきは何か

安田 ： サステナビリティに関わる課題の
ほとんどは、長い時間をかけて継続的に
取り組むべきものです。コーポレートガバ
ナンス・コードの改訂部分などを見ても、
他社との違い等を示しやすくなってきてい
る側面があります。

芝坂 ： 日本は世界で最も多くの統合報告
書を作成している国で、KPMGジャパンで
は、8回目となる企業報告書の調査を行っ
ているところです。これまでの議論と関
係する点では、「CEOメッセージ」等での記
載内容とその後の説明がつながっていな
かったり、急に細かい施策等の説明になっ
てきてしまっている例が多く見られます。
企業報告で最も重視する利用者は機関投
資家です。そして、機関投資家が求めてい
るものは、中長期的な企業価値の向上で
す。さらに、拡大し続ける責任投資を担う
投資家は、中長期的な企業価値の向上と、
社会のサステナビリティの双方の実現を
希求しています。

安田 ： 長期的な取組みが必要なこの2つ
を実現させるという課題に対して、取締役
会において「キチンと議論をしている」とい
う説明を行う必要があります。結論として
は示せなくても、「何が議論されているの
か」「何に注視しているのか」といった途中
経過でも構わないのです。
投資家が考えているサステナビリティに関
わる内容と、企業内で議論されているも
のについて、エンゲージメントを通じて共
有されていけば、財務的な価値だけでな
く、社会的な価値を含む全体としての価
値、社会的な厚生の向上やウェルビーイン
グの実現へとつながっていくはずです。

芝坂 ： その意味で、リスクと機会に関する
報告は、まだまだ不十分なのではないか
と思います。ボイラープレート型の報告が
多く見られるからです。
サステナビリティ、そのなかでも特に企業
価値、さらには財務的な価値につながる
課題については、取締役会において「どの
ように認識しているのか」を伝えることが
大切です。マテリアリティ分析の内容につ
いて、統合報告書において記載する意味
はここにあります。取締役会の議論を「ふ
わふわ」としたものにしないためにも、大
きな役割があると考えます。

Ⅶ

取締役会の実効性を高めて 
いくには

芝坂 ： 監督と執行というコーポレートガ
バナンスを構成する要素がよりよく機能し
ていくために、それぞれの責任をどう果た
し、企業価値の向上を目指していくのかも
大きな論点となっています。

安田 ： 実効性評価の現場では、「実効性を
高めるためには、執行ががんばらなけれ
ばいけない」という事実が見えています。
つまり、取締役会が厳密に監督しようと
すれば、執行による企業経営がきちんして
いることが前提となるのです。
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そのうえで、パーパスを実現するための相
互の信頼関係があれば、取締役は厳しい
指摘の下に行われる執行側のチャレンジ
を、時には支えていくことも、株主代表と
しての取締役の責務であり、取締役会の
機能なのではないでしょうか。
現状では、コーポレートガバナンスの先進
企業と2周回遅れくらいの企業の差が激し
くなっているようです。
コーポレートガバナンス・コードの個々の
内容に対し、単に対応するのではなく、外
部からの期待を自社に適用し、これを契
機として組織の改革や強靭な企業体質獲
得に向けた取組みに結び付ける姿勢が望
ましいと思います。その結果として、持続
可能な経営が実現していくからです。
ところで、投資家からの具体的な期待の1

つとして、「サステナビリティに関わる指標
が経営者の報酬に反映されているか」があ
ります。
改訂後のコーポレートガバナンス・コード
では、報酬決定の仕組みについての説明
が求められています。多くの企業で、非財
務に関わる要素について入れ始めていま
す。しかし、「サステナビリティとは何か」
「誰がどう評価するのか」が明確でなく、す
べての取締役が同じ評価になっている場
合もあり、今後の検討が必要です。

芝坂：ESGに関わる指標はきわめて多岐に
わたっているため、「どの指標をとりいれる
のか」によって、企業の考えていることがわ
かります。これは、取締役の評価といった
点にとどまらず、報告においても同じです。

安田 ： 企業においてはコーポレートガバ
ナンス方針も作成され、公表もされていま
す。ただ、その方針をどのように実効性あ
るものとするのかは、記載内容と合致した
評価、さらには取締役の報酬にどう反映
させていくのかが問われます。

芝坂 ： 企業が認識しているサステナビリ
ティに関わるさまざまな事項の経営への
影響、および内外へのインパクトをどう考

えているのかを取締役の報酬の仕組みの
なかにも反映していくものなのですね。

Ⅷ

CEO選任・役割そして、説明
責任とは

安田 ： 取締役の報酬以上に、投資家が着
目する事項の1つにCEOの選解任がありま
す。なぜ、この人がCEOとしてふさわしい
のかという説明内容に、投資家はもちろ
ん、従業員などあらゆるステークホルダー
が関心を有しているからです。
諮問委員会を設置している企業は多くな
りましたが、大事なことは「やらされ感」で
はなく、「選解任そのものを公明正大に客
観的に見せていく」ことです。
指名委員会は何を議論しているのか。どの
ような基準で評価しているか。それを説明
できるようにする必要があります。すべて
を明らかに示すことが大切なのではなく、
取締役会は指名委員会に対する信頼感を
高めるために、考え方をできるだけ具体的
に説明し、理解を得ようとする姿勢の表
れの1つとして位置付けることができます。
日本では、「筆頭」という言葉はあまり馴染
んでいませんが、「筆頭社外取締役」に対
する対話やエンゲージメントの要請は高ま
りつつあります。社外取締役の役割として
「公明正大に語る」べき場が、今後は多く
なってくると思われます。

Ⅸ

それぞれの責任を果たす

芝坂 ： 資本主義という制度を通じて、社
会的課題を解決していくためには、企業の
役割がますます拡大しています。これは、
社会的課題への貢献と自社の価値の実現
の連携を同時に実現するような経営の姿
勢や志向が、企業の持続可能性と不可分
となっているからだといえます。
企業の役割や機能の影響力が拡大するに
つれて責任も大きくなり、同時に説明責
任の領域も拡大してきています。これまで

は、財務的な成果等の説明だけで責任を
果たせていた部分もあったかもしれませ
ん。しかし、複雑さや不確実性の高まりは
変化に適応する、あるいは変化をチャンス
と捉えるような企業の挑戦を期待し、過
去から現在までの結果説明ではなく、将
来を見据えた説明を求めています。

安田 ： だからこそ、よりどころとなる「パー
パス」が大切なのであり、パーパス経営の
実践が叫ばれているのだと思います。
不確実性が高ければ、リスクも当然大きく
なっていきます。取締役会は、会社にとっ
て何が大切かを常に監督し続ける責任が
ありますが、それゆえに、多様性を帯びる
ことが不可欠となります。それも、多様性
を構成する要素を網羅するメンバーを整
えればよいというものではありません。経
営経験がある、あるいは経営の視点から
考えることができる人がより多く選任され
る必要があると思います。これにより、監
督の実質が向上することになります。
たとえば、ビル・ゲイツ氏の発言に「サステ
ナビリティというのはエネルギーを使わな
いということではなく、よりクリーンなエ
ネルギーを使うこと」というものがありま
す。これは、経営の発想の一端を示してい
る言葉だと思います。同時に、イノベーショ
ンが不可欠であることも示しています。
日本企業には、イノベーションの素地があ
るはずです。取締役会の責任として、「サス
テナビリティ」をキーワードに、新しいビ
ジネスを創造し、社会課題の解決と企業
の成長につなげていく役割があると考え 

ます。

芝坂 ： 今、企業の報告についても、「価値
報告」へと大きく変化しようとしています。
今後は、報告のなかに企業の個性が現れ
てくるでしょう。その根底には、自らの価
値を見直し、どうあることが自社と社会の
サステナビリティにつながるのかを考える
必要があります。取締役には取締役の責
務に基づく役割が、執行には執行の役割
が、そして担当者であっても、それぞれに
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おいて、企業価値と結び付けた行動への
役割が期待されている点は、同じではな
いでしょうか。
一人ひとりが、サステナビリティの視点か
ら、誠実に自らの責任を考え、実行してい
く必要があると思います。
本日はありがとうございました。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
サステナビリティバリュー推進部  
パートナー
芝坂佳子

 sustainable-value@jp.kpmg.com

関連情報

KPMG IMPACTのコンテンツ

ウェブサイトでは、サステナビリティに関する情報
を紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/
kpmg-impact.html

https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2021/07/sustainable-value.html

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/kpmg-impact.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/services/kpmg-impact.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/07/sustainable-value.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/07/sustainable-value.html
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POINT 1

BEPS国際課税ルールによって高
まる税務リスク
2023年度税制改正で、OECDの「BEPS

包摂的な枠組みの国際合意の動向」
に基づく税制改正が行われる。この国
際合意に基づく法人課税ルールの改
正によって、日系企業のコーポレートガ
バナンス体制強化の観点でその影響
は甚大である。

POINT 2

グローバル税務のDX化は必須
頻繁に行われる各国の税制改正、税
務調査の動向、海外子会社の税務ポ
ジションなど、本社の経営判断の基礎
となる税務情報は膨大である。その膨
大な情報をタイムリーに収集し、精査
するために、税務のDX化は必須となる。

POINT 3

グローバル税務を一元管理する
KPMG Digital Gateway
KPMG Digital Gatewayは、最適化され
たグローバル税務ガバナンス体制の構
築を支援し、日系企業の税務のDX化
を推進する。KPMG Digital Gatewayを
活用することで、KPMGの世界中の税
務プロフェッショナルと協働することが
できる。

Future of Tax
KPMG Digital Gatewayと
グローバル税務ガバナンス
KPMG税理士法人 

Clients & Markets 

FinTech Finance & Technology

小出 一成／パートナー

ICT International Corporate Tax

福田 隆／パートナー　

0 2 3 年度税制改正において、OECD（ 経済協力開発機構 ）による「 BEPS
（ Base Erosion and Profit Shifting；税源浸食と利益移転 ）包摂的な枠組

みの国際合意の動向 」に基づく税制改正が行われます。ESG対応を含むコー
ポレートガバナンス体制の強化なくして健全な税務コンプライアンスは実現しない
ことから、BEPSの国際合意が日系企業にもたらす影響は甚大になるものと思われ 
ます。
新たな国際課税ルールの導入など、近年、日系企業が直面する国際課税リスクは従来
よりもはるかに高まっています。KPMGが全世界の企業のCEOに対して定期的に実
施しているKPMGグローバルCEO調査2021の結果においても、「 企業成長を妨げる
要因 」として回答された要因のなかで「 国際的税務リスク」が全体の第2位にランクイ
ンしました。これは、世界のCEOの間で国際的税務リスクへの危機意識が高まってい
ることを示唆しています。
グローバル税務ガバナンス体制を構築し、税務のDX化を推進するために、KPMGで
はKPMG GCMS （Global Compliance Management ServiceにおけるKPMG 
LINK360の後継としてKPMG Digital Gatewayをリリースしました。本稿では、国
際税務をめぐる状況を概説し、グローバル税務ガバナンス体制を構築する統合プラッ
トフォームKPMG Digital Gatewayをご紹介します。

なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお
断りいたします。

2

福田 隆
Takashi Fukuda

小出 一成
Kazushige Koide
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日系企業はグローバル税務 
ガバナンスなくして世界で 
戦えない

1. 日系企業におけるグローバル税務 

ガバナンスの重要性

日系企業にとって、「税金とは利益に応
じて支払うべきもの」という考え方が常識
となっています。利益に応じて法律に定め
られた税金を支払うことは、社会の一員と
して果たすべき義務であり、企業が税務に
対して何らかの行動を取ることは望ましい
ことではない。それが、従来の日系企業に
おける支配的な考え方でした。欧米企業が
「税金は管理すべきコスト」と考えるのに対
して、日系企業は納税とは社会貢献の一環
であり、「コスト削減の対象ではなく、結果
として支払うべきもの」として考えられてき
た歴史的背景があります。
しかし今、「日本で多額の税金を支払って
いれば問題ない」、こうした税務ならびに
税引後利益への「無関心」が、経営に大き
な打撃を与えかねない事態が進行してい 

ます。

2. OECD BEPS国際合意のもたらす 

事業への影響

その契機となったのが、OECDやG2 0が
中心となり整備が進められている新たな
OECD BEPS国際課税ルール「BEPS包摂的
な枠組みの国際合意」です。この国際課税
ルールの変革と税制改正により、グローバ
ルに展開する日系企業は甚大な影響を受
けることになります。今後、グローバルに展
開する日系企業はグループ全体のビジネス
モデルや利益配分を各国及び日本の税務
当局に報告することが義務付けられ、これ
まで以上に税務に関する強固なコーポレー
トガバナンス体制を構築することが重要
な経営課題となりました。これまで、日系
企業の多くは、税金を「利益の結果として
支払うべきもの」であり、必要不可欠なも
のであることを前提として、適切なグロー 

バル税務ガバナンス体制を構築してこな
かったからです。その結果、全社視点が欠
けているタックスプランニングのスキを突
かれ、各国の税務当局から想定外の追徴
課税や、更なる二重、三重課税を受ける税
務リスクがかつてないほど高まっています
（図表1参照）。
これら税務リスクを「可視化」「税金の払

過ぎ」を避けるには、海外子会社の状況を
正確に把握したうえで、国・地域ごとに利
益配分を最適化するタックスプランニング
を本社主導で実行する必要があります。本
社の経営判断の基礎となる情報をタイム
リーに入手し、海外子会社をコントロール
していくことが必要です。
しかしながら、日系企業の税務に対する
認識は依然として低く、グローバルな視点
で税務のマネジメントを実践する企業はご
く少数に限られています。

Ⅱ

必須となるグローバルタック
スマネジメント体制の構築

各国の税制は複雑かつ多様で、しかも
毎年税制改正が行われています。その改正
内容によって自社の事業へのインパクトが
異なることから、税務に関する情報をタイ
ムリーに収集することは、企業経営にとっ
て非常に重要となります。
しかしながら、日系企業の税務担当者
は決算業務を兼任していることが多く、慢
性的な人材不足に陥っています。そのため、
どの情報が自社の事業に影響を与えるの
か、膨大な情報を精査する余裕がありま
せん。一方で、海外子会社には税務のスペ
シャリストが配置されていないことも多く、
情報収集を現地子会社だけに依存するこ
とにもリスクがあります。
それでは、タックスプランニングを最適
化し、グローバルタックスマネジメント体
制を構築するにはどうしたらいいのでしょ
うか。それは、各国の税制改正、税務調
査の動向、海外子会社の税務ポジション
などの税務情報を一元管理する税務情
報インフラを本社主導で構築することで
す。とはいえ、一から構築するには資金も
必要ですし、時間もかかります。そこで、
KPMG GCMS が開発した「KPMG Digital 

Gateway」をご紹介します。KPMG Digital 

Gatewayは,グローバルに展開する日系企
業が利用可能な税務管理用ツール「KPMG 

LINK360」の後継としてリリースされた統合

図表1 OECD BEPS導入後の世界 日系企業が直面する税務リスク

出典：KPMG作成

A国

B国

C国

税務当局
追徴課税

統制

統制

統制

統制

統制

統制不足

統制不足

追徴課税

追徴課税

税務当局

（OECD加盟国外）
税務当局

日
系
企
業
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プラットフォームです。

Ⅲ

税務関連ツールを統合した
KPMG Digital Gateway

KPMG Digital Gatewayは、Microsoft 

Azure上に構築された、税務に関する各種
ツールを1つにまとめた統合プラットフォー
ムです。

KPMGの機械学習、データ分析、AI技術
等を駆使し、国境を越えた税務管理のみ
ならず、企業内に蓄積された膨大なデータ
を経営層や税務担当者が一元化した情報
として「可視化」します。アクセス権限につ
いても、担当者ごとに付与したり、アクセス
できるデータの範囲を個別に設定すること
ができます。

KPMG Digital Gatewayの主な機能は次
のとおりです。
• グローバルな法人税務申告業務の進
捗管理

• 専用サイトを通じたドキュメント管理
• 移転価格文書管理、国別報告書の作
成、ローカルファイルの管理、グローバ
ルタックスマネジメントレポ―トの作成

• タックスヘイブン対策税制別表の作成
• BEPS2.0 Pillar 2グローバルタックス影
響額の試算、一元管理

1. グローバルな法人税務申告業務の 

進捗管理

世界中の海外子会社の法人税務申告
業務の進捗管理、申告納付状況を一元
化した情報として「可視化」します（図表2 

参照）。

2. 専用サイトを通じたドキュメント管理
とタスク管理

専用サイトでは、企業の税務担当者と
KPMG各国担当者との間でのドキュメント
管理を行うことができます。ドキュメントを
管理するフォルダは、税務担当者ごとに個

別にアクセス権を設定することも、同時に
タスクを設定することも可能です。

3. 移転価格文書管理、国別報告書の 

作成、グローバルタックスマネジメン
トレポートの作成

移転価格文書管理、特にローカルファイ
ルの適時の更新、税務当局への提出義務
の確認と提出管理、そして世界中の海外
子会社から情報を入手することで作成する
国別報告書の作成と提出は、重要な税務 

コンプライアンス業務と位置づけられま
す。また、内部報告用のグローバルタック
スマネジメントレポートは、本社主導でグ

ローバルな税務リスクを把握するうえで非
常に有用な報告書です。

KPMG Digital Gatewayは世界中の海外
子会社から税務情報を入手し、ローカル
ファイルの管理と保存、国別報告書の作
成が可能です。加えて、KPMGへの税務業
務のアウトソースを通じて、税務のDX化と
リソースを確保することができます （図表3 

参照）。

4. タックスヘイブン対策税制別表の 

作成

世界中の海外子会社の税務担当者が直
接情報を入力することで、日本本社はタッ

図表2 世界各国のグループ子会社における法人税務申告業務の進捗管理に関する画面イメ―ジ

全世界マップによる税務申告のWorkflowの状況が確認可能

図表3 グローバル税務マネジメントレポート作成管理画面イメ―ジ

グローバル税務マネジメントレポートの管理画面
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ationクスヘイブン対策税制別表の作成に必要
な情報をタイムリーに入手することができ
ます。なお、タックスヘイブン対策税制に
関する別表は、添付対象外国関係会社1社
あたり、業容に応じて5枚以上の別表を作
成する必要があります。したがって、企業
のDX化が必要な税務業務の1つと言えるで
しょう。
なお、KPMG Digital Gatewayのタックス
ヘイブン対策税制別表作成のソリューショ
ンは日本独自であるため、現在はKPMG 

LINK360と連携する必要があります。

5. BEPS2.0 Pillar 2グローバルタックス
影響額の試算、管理

BEPS2.0国際合意に基づくグローバルに
展開する日系企業へのPillar 2 グローバル
タックスの影響額を試算すると共に、本社
主導の税務ガバナンス体制構築を強力に
支援します（図表4参照）。

Ⅳ

KPMG Digital Gatewayが
選ばれる3つの理由

KPMG Digital Gatewayがグローバル企
業に選ばれる理由は大きく3つあります。ま
ず、第1にKPMG独自開発によるセキュリ
ティの信頼性の高さ、第2にクライアント
の要望に応じてカスタマイズした専用サ

イトを構築することができること、そして、 
セットアップコストが安価なことです。

1. KPMG独自開発による信頼性の 

高いセキュリティ

KPMG Digital GatewayはKPMGが独自
に開発したプラットフォームであり、KPMG

のネットワークと同水準の高度なセキュリ
ティ環境でデータを厳重に保護していま
す。そのセキュリティに対する信頼性の高
さから、日本でも導入を検討する企業が増
えており、グローバルレベルで導入事例が
増加しています。

2. クライアントの要望に応じた 

専用サイトの構築

KPMG Digital Gatewayは、クライアント
の要望に応じてカスタマイズした専用サイ
トを構築することが可能です。構築の際
は、クライアントの担当者が直接、導入支
援を行います。当初のセットアップはKPMG

のGCMSチームが担当しますが、その後は
担当者が直接クライアントの要望をお伺
いし、カスタマイズの実施、アクセス権の付
与、データ整理、クライアント内部報告用レ
ポートの作成など、専用サイトをカスタマ
イズします。

3. 安価なセットアップコスト

KPMG Digital Gatewayは、比較的安価
に構築することができます。KPMGのソ
リューションとサービスを併せて提供して
いることから、年間ライセンス料や更新料
といったプラットフォーム使用料が発生し
ないからです。
ただし、クライアントから特定のソリュー

ションとして、税務申告書の作成、移転価
格文書管理、国別報告書の作成、タックス
ヘイブン対策税制別表の作成といった税
務業務をご依頼の場合は、別途費用が発
生します。その場合、ソリューション提供に
要するKPMGの専門家の時間と時間単価
に乗じて計算される報酬金額を事前に見
積り、クライアントの承認を得たうえで業
務を提供します。

Ⅴ

GCMSで税務ガバナンスを
強化する日系企業

KPMG Digital Gatewayは、グローバルで
展開する3 0社以上の日系企業グループに
導入されています。業種も、金融機関、商
社、製造業、製薬会社、メディアインター
ネット事業会社、IT企業グループなど多種
多様です。なお、KPMG GCMSは事前の会
計監査人の独立性に関する確認は必須で
すが、会計監査業務と同時提供することは
可能です。
ここでは、GCMSの導入を選択された日
系企業の税務担当者のコメントをご紹介し
ます。

• 本業にリソースを集中させることが急
務であるなか、税務ガバナンス体制も
強化しなければならず、税務コンプラ
イアンスを税務専門家へ外注すること
は必然な流れである。国際的な税務
アドバイスと日本の連結法人税をワ
ンストップで対応してくれるKPMGの
存在は大きい。

図表4 BEPS2.0 Pillar 2影響額試算管理画面イメ―ジ
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• 従来から連結法人税申告は内製化し
ていたが、弊社も本業にリソースを集
中させる必要がある。また、長年税務
申告を担当していた社員が異動したた
め、昨年、国際税務関連の税務申告
を依頼している税理士法人に連結法
人税業務を委託したが、良い結果が
得られなかった。そこで、監査を委託
しているKPMGに税務申告も含めてワ
ンストップで委託することにした。その
結果、税務コストが2/3となり、人的コ
ストも効率化できた。

• 税務コンプライアンスエラーを生じさ
せない、大変強い税務ガバナンス体
制が構築できた。日本のみならず海外
の税務申告を外注でき、グループで
統一されたプラットフォームを導入す
ることで税務ガバナンスを強化するこ
とができたことが大きい。

Ⅵ

KPMGが描くグローバル税
務ガバナンスの未来

日系企業の税務担当者は、決算業務を
兼任しているケースがほとんどです。決算

の早期化、会計基準の変更、開示内容の
変更、連年の税制改正による税務業務の
複雑化、グループ子会社の決算および税務
管理に膨大な時間を要しており、税務業務
に対応し得るリソースが枯渇している状況
にあります。
一方、KPMGが考える日系企業に対する

グローバル税務ガバナンスの理想形は図
表5～7に示すとおりです。
上記の状況下において、本社の経営判

断の基礎となる税務情報をいかにしてタ
イムリーに入手できるか。それが、日系企
業が本社主導でグローバル税務ガバナン
ス体制を構築するポイントです。KPMG 

Digital Gatewayはその司令塔的な役割を担
うと言っても過言ではないと考えます。

KPMG Digital Gatewayのクライアント専
用サイトを通じて、KPMGの世界中の税務
プロフェッショナルと協働することで、日
系企業は税務先進企業のベストプラクティ
スに基づく最適化されたグローバル税務ガ
バナンスを構築するとともに、税務のDX化
を促進することができるでしょう。

KPMG Digital Gatewayが導く、各企業に

おける最適化されたグローバル税務ガバナ
ンス体制の構築はすでに始まっています。

税務コンテンツ  

ウェブサイトでは、税務に関するさまざまな最新情報
を紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2016/05/tax.html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG 税理士法人
Clients & Markets
FinTech ファイナンス＆テクノロジー
小出一成／パートナー

 kazushige.koide@jp.kpmg.com

ICT インターナショナルコーポレートタッ
クス
福田隆／パートナー

 takashi.t.fukuda@jp.kpmg.com

図表5 KPMGが考える日系企業の税務ガバナンス

税務業務の階層化

リソースが限定され、税務コンプライアンス業務の事務負担がますます大きく、他に手が回らない

税務
マネジメント

税務
コンプライアンス

税務ガバナンス
税務戦略実行

主な業務

戦略

予算

統制

計算

TP文書化

税務申告

管理

情報

出典：KPMG作成

事業としての税務戦略の実践、M&Aストラクチャリングへの関
与、グループ中期経営計画の策定
連結実効税率、法人実効税率の予算化、税務情報の入手と年次
税務予算の試算
グループ税務ポリシーの実践、連結実効税率、グループガバナ
ンス、統合リスク管理

月次、四半期、年次未払法人税額、繰延税金資産、繰延税
金負債の計算、決算開示
マスターファイル、国別報告書、ローカルファイル文書
化、税務当局への提出
連結法人税申告、法人税申告、消費税申告、法人事業税・
住民税申告、事業所税申告、印紙税、各種税務申告　等

グループ税務ポリシーの作成、グループ税務ガバナンス、税務
リスク管理、税務マネジメント体制
グループ各社の税務申告、税務ポジション、税務リスク、情報
管理

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/tax.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/tax.html
mailto:Kazushige.koide@jp.kpmg.com
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図表7 KPMGが考える日系企業の税務ガバナンス

CFO

最小限のコストで最大限の効果を発揮します。

各国
税務責任者

各国
税務責任者

各国
税務責任者

各社
税務責任者

各社
税務責任者

各社
税務責任者

各社
税務責任者

各社
税務責任者

各社
税務責任者

税務責任者　CTO
Global Head of Tax

1. 税務部門の強化

タックスガバナンスの理想形

KPMGの経験に基づく、日系企業のタック
スガバナンス体制は右図が最も理想的と考
えます。

1. 本社に税務本部を創設、CFO直轄組織と
する。

2. 税務責任者はCFOへ直接レポートする。

3. 各国及び各社に税務責任者を置く（CFO
との兼務も在り得る）。

4. 各社の税務責任者は同社 CFOと本社税
務責任者の両方にレポートする（ダブル
レポーティングライン）。

5. 本社主導による各社の評価体系 KPIの見
直し（税務項目についての評価軸を追加
する）

6. KPMGへの税務業務アウトソースによる
グループタックスガバナンス体制を強
化する。

Project /Planning
責任者

移転価格
責任者

KPMG

KPMG

KPMG

本社税務部門（日本）

出典：KPMG作成

図表6 KPMGが考える日系企業の税務ガバナンス

現在 目指すべき税務部門

企業しかできない税務業務

出典：KPMG作成

税務業務における意思決定

企業の税務部門は「事業」へ

税務業務のアウトソース

KPMGの活用

税務
マネジメント

税務
コンプライアンス

税務
ガバナンス

20 %

30 %

50 %

80 %

15 %

5 %
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会計・監査会計・監査／税務Digest

会計・監査情報 
 （2021.12 - 2022.1）

有限責任 あずさ監査法人

会計・監査ダイジェストは、日本基準、国際基準（国際会計基準審議会（以下「IASB審議
会」）の動向を含む）、修正国際基準及び米国基準の会計及び監査の主な動向についての
概要を記載したものです。

H i g h l i g h t
主な留意すべき公表

2021年12月号

I

ASBJ、実務対応報告公開草案第 62号「LIBORを参照する金
融商品に関するヘッジ会計の取扱い（案）」を公表  
本公開草案では、金利指標置換後の会計処理に関する取扱い
の適用期間の1年間の延長や、金利スワップの特例処理等に関
する金利指標置換後の会計処理の趣旨の明確化等が提案され
ています。

II

金融庁、「記述情報の開示の好事例集2021」を公表 
本事例集では、近年、社会的な関心が高まっている項目である
気候変動等のサステナビリティ情報の開示例を紹介しています。

III

IASB審議会、「IFRS第17号とIFRS第9号の適用開始－比較情
報（IFRS第17号の改訂）」を公表  
本改訂は、IFRS第17号とIFRS第9号の適用にあたり、比較情報
の取扱いについて、両基準の移行規定の取扱いが異なることから、
この問題点に対処すべく公表されたものです。

2022年1月号

IV

金融庁、「 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規
則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定する
件」の一部改正（案）を公表
IFRS第17号「保険契約」の改訂を指定国際基準に指定すること
が提案されています。

会計・監査ダイジェスト
最新号はこちらからご覧に
なれます。

https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2021/01/accounting-
digest.html

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/01/accounting-digest.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/01/accounting-digest.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/01/accounting-digest.html
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2021年12月号 

 日本基準
 法令等の改正

【最終基準】

1  

改正会社法の施行日を定める政令の公布

2021年12月17日、改正会社法（2019年12月4日成立、同年12月11日
公布）の施行日を定める政令（以下、「本政令」）が公布されました。
本政令は、改正会社法のうち、株主総会資料の電子提供制度の創設
及び会社の支店の所在地における登記の廃止に関する規定の施行日
（改正会社法附則第1条ただし書）を2022年9月1日としています。

あずさ監査法人の関連資料：　 

ポイント解説速報（2021年12月17日発行）

2  

法務省、時限的なウェブ開示の対象拡大措置を延長する「会社
法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」を公布

法務省は2 0 21年12月13日、ウェブ開示の対象拡大措置を延長する
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（以下、
「本省令」）を公布しました。2021年10月12日公表の本省令案からの修
正はありません。
本省令の概要は以下の通りです。

● ウェブ開示によるみなし提供制度に関する改正
 新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえて、ウェブ開示の対象
範囲を事業報告に表示すべき事項の一部並びに貸借対照表及び
損益計算書に表示すべき事項に拡大した特例措置が2021年9月30

日に失効したことを受けて、当該措置を延長するものです。

● 施行期日・失効
 本省令は、2023年2月28日に失効する時限的措置として公布の日
から施行されます。

あずさ監査法人の関連資料：　 

ポイント解説速報（2021年12月14日発行）

 会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ ASBJ ））

【公開草案】

1  

ASBJ、実務対応報告公開草案第62号（実務対応報告第40号
の改正案 ）「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の
取扱い（案）」を公表

ASBJは2021年12月24日、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッ
ジ会計の取扱い（案）」（以下、「本公開草案」）を公表しました。

● 金利指標置換後の会計処理に関する取扱いの適用期間の延長
 本公開草案は、金利指標置換前において実務対応報告第 4 0号
「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」の適用
範囲に含まれる金融商品をヘッジ対象又はヘッジ手段としてヘッ
ジ会計（繰延ヘッジ、包括ヘッジ、及び金利スワップの特例処理
等）を適用していた場合に、特定の要件を満たさなかったとして
も金利指標置換時以後もヘッジ会計の適用を継続できる期間を、
「2023年3月31日以前に終了する事業年度まで」から、「2024年3月
31日以前に終了する事業年度まで」に、1年間延長することを提案
しています。

● 金利スワップの特例処理等に関する金利指標置換後の会計処理
に関する取扱い

 本公開草案は、金利指標置換後に金利スワップの特例処理に係る
要件（金利スワップの受払条件がスワップ期間を通して一定である
という要件を除く）が満たされている場合には、2024年3月31日以
前に終了する事業年度の翌事業年度の期首以降も金利スワップの
特例処理の適用を継続することができることを明確化することを
提案しています。

 また、本公開草案は、金利指標置換時が2024年3月31日以前に終
了する事業年度の期末日までに到来していない場合であっても、
2024年3月31日以前に終了する事業年度までに行われた契約条件
の変更又は契約の切替が金利スワップの特例処理に係る要件（金
利スワップの受払条件がスワップ期間を通して一定であるという
要件を除く）を満たしているときは、2024年3月31日以前に終了す
る事業年度の期末日後に到来する金利指標置換時以後も金利ス
ワップの特例処理の継続適用を認めることを提案しています。

 なお、外貨建会計処理基準等における振当処理についても、これ
らの金利スワップの特例処理に関する取扱いの適用を認めること
を提案しています。

コメントの募集は2022年2月24日に締め切られています。

あずさ監査法人の関連資料：　 

ポイント解説速報（2022年1月5日発行）

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

https://kanpou.npb.go.jp/old/20211217/20211217g00282/20211217g002820002f.html
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会計・監査／税務Digest  ：  会計・監査情報（2021.12 - 2022.1）

 Information

1  

金融庁、「記述情報の開示の好事例集2021」を公表

金融庁は2021年12月21日、「記述情報の開示の好事例集2021」（以下、
「本事例集」）として、サステナビリティ情報に関する開示の好事例を
公表しました。本事例集では、近年、社会的な関心が高まっている項
目であるサステナビリティ情報について、以下の項目に着目して開示
例を紹介しています。

● 気候変動関連
● 経営・人的資本・多様性等

なお、「記述情報の開示の好事例集」は随時項目を追加し公表を行う
ことが示されています。

あずさ監査法人の関連資料：　
ポイント解説速報（2021年12月23日発行）

国際基準
  会計基準等の公表（ IASB審議会、IFRS解釈指針委員
会）

【最終基準】

1  

IASB審議会、「IFRS第17号とIFRS第9号の適用開始－比較情
報（IFRS第17号の改訂）」を公表

IASB審議会は2021年12月9日、「IFRS第17号とIFRS第9号の適用開始
－比較情報（IFRS第17号の改訂）」（以下、「本改訂」）を公表しました。
IFRS第4号「保険契約」に基づきIFRS第9号「金融商品」の適用の一
時的免除を選択している企業は、2 0 2 3年1月1日以降開始する事業
年度においてIFRS第17号「保険契約」の適用を開始するのに併せて
IFRS第9号の適用も開始することになります。
ただし、IFRS第17号とIFRS第9号の適用にあたり、比較情報の取扱
いについて、両基準の移行規定の取扱いが異なります。すなわち、適
用開始に際しIFRS第17号は比較情報の修正再表示を要求しているの
に対し、IFRS第9号の分類と測定の規定を完全に遡及適用し比較情
報を修正再表示することは認められていません。そのため、比較情
報において金融資産と関連する保険負債との間で会計上のミスマッ
チが生じ、比較情報の有用性を損ないかねないなど、様々な懸念が
指摘されていました。

本改訂はこのような問題点に対処するため、IFRS第 9号の適用にあ
たって修正再表示されなかった金融資産について、商品ごとの選択
により、IFRS第9号の分類の規定に準じた取扱いを比較期間に限っ
て認めるものです。この取扱いは保険契約に関連する活動に関して
保有される金融資産に限定して認めることが当初提案されていまし
たが、最終的にはそのような制限は設けられませんでした。なお、減
損についてはIFRS第 9号の規定に拠ることは必ずしも要求されませ
んが、その場合IAS第 3 9号の下で認識されていた減損関連の金額を
据え置いて表示する必要があります。
さらに、IFRS第9号をすでに適用している企業においてもIFRS第17号
の適用開始日より前に認識が中止されてしまった金融資産について
は会計上のミスマッチが生じる可能性があることが指摘されたこと
から、今般追加的な対応が図られました。
なお、本改訂により設けられた取扱いを適用した場合には、その適
用状況（IFRS第9号の減損規定に関する適用状況を含む）についての
開示が要求されています。
IFRS第17号は、本改訂も含めて、2023年1月1日以後開始する事業年
度に適用されます。

修正国際基準
新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項
はありません。

米国基準
  会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB））

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】

1  

ASU案「負債―サプライヤー・ファイナンス・プログラム（サブト
ピック4 05-50）：サプライヤー・ファイナンス・プログラムに係
る債務の開示」の公表 （ 2021年12月20日 FASB）

米国会計基準にはサプライヤー・ファイナンス・プログラム（リバース・
ファクタリング等とも称される）に関する開示要求が含まれていない
ため、当該プログラムに係る債務の開示に実務上のばらつきが生じ、
明瞭性が欠如していると利害関係者から指摘されています。本ASU

案は、新たにサブトピック405-50を追加し、サプライヤー・ファイナン
ス・プログラムに関する開示の要求事項を新設することを提案してい
ます。本ASU案の提案内容は以下の通りですが、コメントを受けて適
宜加除修正される可能性があります。

2021年12月号 

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.
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https://www.fasb.org/cs/Satellite?c=Document_C&cid=1176179161221&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage
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（a） 適用対象の企業
本ASU案は、製品又はサービスの購入に関連してサプライヤー・ファ
イナンス・プログラムを利用する全ての企業に適用することが提案さ
れています。

（b） 適用対象の取引
本ASU案は、企業の製品又はサービスの購入に関してサプライヤー・
ファイナンス・プログラムを設定したかの判断にあたっては、以下を
総合的に考慮する必要があることを提案しています。

● 企業は、金融プロバイダー又は仲介業者と契約を締結する。
● 企業は、当該契約に基づいて、金融プロバイダー又は仲介業者に
対し、仕入先からの請求書が有効であることを確認する。

● 仕入先は、企業が有効であると確認した請求書に対し、金融プ
ロバイダー又は仲介業者に早期決済を要求するオプションを有 

する。

また、決定的要因ではないものの、企業がサプライヤー・ファイナン
ス・プログラムを有する可能性のある指標として、企業は、有効であ
ると確認した請求書に対し、仕入先以外の当事者に支払うという約
定が挙げられることが提案されています。
企業は、サプライヤー・ファイナンス・プログラムを有しており、それに
関連して要求される開示の対象に該当するか否かについて、金融プ
ロバイダー又は仲介業者との取り決め、及び企業が金融プロバイダー
又は仲介業者に対し請求書が有効であることを確認する場合におけ
る仕入先との取り決めを含む、すべての利用可能な証拠を検討する
必要があるとすることが提案されています。

（c） 開示の要求事項
サプライヤー・ファイナンス・プログラムを有する企業は、財務諸表利
用者が当該プログラムに関する性質、期中の活動、期間ごとの変動、
及び潜在的な重要性を理解できるよう十分な情報を開示することが
提案されています。
この目的を達成するために、サプライヤー・ファイナンス・プログラム
に関して、以下のすべての開示が提案されています。

● 当該プログラムの主要な条件
● 当該プログラムの下で企業が金融プロバイダー又は仲介業者に対
し有効であると確認した請求書に係る債務の期末残高（すなわち、
当該プログラムの下での企業による未払残高）に関する以下の情
報

 －　 当該債務が含まれる貸借対照表の科目（複数の科目に含まれ
ている場合、各科目の残高を開示）

 －　 少なくとも、期首残高、期中の増加額、期中の決済額、及び
期末残高を含む当該債務のロールフォワード

本ASU案は、適用ガイド及び開示例を含めることが提案されてい 

ます。

（d） 移行措置及び適用時期
本ASU案は、貸借対照表が表示されている各期について遡及適用さ
れます。適用日は、本ASU案に対する利害関係者のフィードバックを
踏まえて決定されます。早期適用は認めることが提案されています。
本ASU案に対するコメント期限は、2022年3月21日です。

KPMGの関連情報：
Defining issues（英語）

2021年12月号 

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.
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2022年1月号 

日本基準
新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項
はありません。

国際基準
  我が国の任意適用制度に関する諸法令等（金融庁）

【公開草案】

1  

金融庁、「 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規
則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定する
件」の一部改正（案）を公表

金融庁は2022年1月28日、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法
に関する規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指
定する件（平成21年金融庁告示第69号）」の一部改正（案）（以下、「本
改正案」）を公表しました。
本改正案では、IASB審議会が2021年12月31日までに公表した以下
の国際会計基準を連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す
る規則第93条に規定する指定国際会計基準として指定することが提
案されています。

● IFRS第17号「保険契約」の改訂（2021年12月9日公表）

本改正は公布の日から適用することが提案されています。コメントの
募集は2022年2月26日に締め切られています。

あずさ監査法人の関連資料：　
ポイント解説速報（2022年2月1日発行）

修正国際基準
新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項
はありません。

米国基準
新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項
はありません。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
豊永貴弘

 03-3548-5112（代表電話）
 azsa-accounting@jp.kpmg.com

関連情報

会計・監査コンテンツ

多くの企業に影響する最新の会計・監査情報を、
専門家がわかりやすく解説します。

home.kpmg/jp/act-ist

各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、 
あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください。

日本基準
https://home.kpmg/ jp/ ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/ j-gaap.html

IFRS® 基準
https://home.kpmg/ jp/ ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/ ifrs.html

修正国際基準
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/ jmis.html

米国基準
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/us-gaap.html

© 2022 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
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税務会計・監査／税務Digest

税務情報（2021.12 - 2022.1）

KPMG税 理士法人

本稿は、2021年12月から2022年1月に国税庁等から公表された税務情報についてお知
らせしたKPMG Japan e-Tax News並びにKPMG税理士法人のウェブサイトに掲載した
KPMG Japan Tax Newsletterの情報をまとめてご紹介するものです。

税務コンテンツ
最新の税務情報は 
こちらからご覧になれます。

home.kpmg/jp/tax-topics

国税庁
– 通算法人が使用する法人税等各種別
表関係（イメージ）の公表

– 電子帳簿保存法関係申請書等の様式
の公表

2021-12-01 

（KPMG Japan e-Tax News No.251）

国税庁は11月3 0日、グループ通算制度を
適用している通算法人が確定申告をする
場合に使用する別表のうち主なもの（2022

年4月1日以後終了事業年度分）と、その記
載要領を公表しました。
また、同日、2 0 21年度税制改正による電
子帳簿等保存制度の抜本的な見直しに関
する各種情報を集約したページにおいて、
2022年1月1日以後に提出することができ
る5つの手続に係る届出書及び申請書の
様式を公表しました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2021/12/
e-taxnews-20211201.html

国税庁
– 青色申告の承認の取消しに関する事
務運営指針の改正

2021-12-06 

（KPMG Japan e-Tax News No.252）

国税庁は12月2日、2021年度税制改正に
おける電子帳簿保存法の改正に伴い、青
色申告の承認の取消しに関する事務運営

指針を改正し公表しました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2021/12/
e-taxnews-20211206.html

2022年度税制改正大綱
2021-12-16 

（KPMG Japan Tax Newsletter）

2021年12月10日、政府与党（自民党・公明
党）は「2022年度税制改正大綱」を決定し
ました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2021/12/tax-
newsletter-20211216.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2021/12/en-tax-
newsletter-20211216.html

国税庁
– 納税管理人に関する改正通達の公表
2021-12-17 

（KPMG Japan e-Tax News No.253）

2021年度税制改正では、納税管理人制度
を拡充する改正が行われ、納税管管理人
を選任すべき納税者が税務当局から指定
された日までに納税管理人の届出をしな
かった場合など、一定の要件を満たすとき
には、税務当局が国内に住所又は居所を
有する一定の者を納税管理人（「特定納税
管理人」）に指定することが可能とされま
した（「特定納税管理人制度」）。この改正

は、2022年1月1日から施行されます。
これを受け、国税庁は12月9日、特定納税
管理人に関連する改正通達を公表しま 

した。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2021/12/
e-taxnews-20211217.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2021/12/
e-taxnews-20211217.html

国税庁
– 特定納税管理人制度に関するパンフ
レットの公表

2021-12-27 

（KPMG Japan e-Tax News No.254）

2021年度税制改正において創設された特
定納税管理人制度が2022年1月1日から施
行されることを受け、国税庁は12月23日、
特定納税管理人制度の概要を図表を用い
て網羅的に説明するパンフレットを公表
しました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211227.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211227.html
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電子帳簿保存法
– 電子取引に係る経過措置を定める改
正省令の公布

2021-12-27 

（KPMG Japan e-Tax News No.255）

2022年度税制改正大綱では、2022年1月1

日から2023年12月31日までの間に申告所
得税及び法人税に係る保存義務者が行う
電子取引について、一定の要件を満たす
場合には出力書面での保存を認める経過
措置を講じることが示されました。
これを受け、12月27日、官報第645号にお
いて、この経過措置を定める電子帳簿保
存法に係る改正省令が公布されました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211227-2.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211227-2.html

国税庁
– 電子帳簿保存法 

通達及び一問一答等の更新
2021-12-28 

（KPMG Japan e-Tax News No.256）

国税庁は12月28日、電子帳簿保存法に係
る改正省令が12月27日に公布されたこと
を受け、電子取引の取引情報に係る電磁
的記録の出力書面の保存についての経過
措置（宥恕措置）に関する情報を反映して
更新した通達、その通達の趣旨説明、一
問一答（電子取引関係）及びパンフレット
を公表しました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211228.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20211228.html

国税庁
– クロスボーダーで行うデリバティブ取
引の決済により生ずる所得の取扱い
を公表

2022-01-14 

（KPMG Japan e-Tax News No.257）

2022年度税制改正大綱では、金融商品取
引法に規定する市場デリバティブ取引又
は店頭デリバティブ取引の決済により生
ずる所得は、所得税法及び法人税法に規
定する国内源泉所得である「国内資産の
運用・保有所得」に含まれないことを法令
上明確化すること及び外国税額控除にお
ける国外源泉所得である「国外資産の運
用・保有所得」についても同様とすること
が示されました。
これを受け、国税庁は1月7日、クロスボー
ダーで行うデリバティブ取引の決済により
生ずる所得の取扱いに関する情報を公表
し、従来の取扱いを過去に遡って変更す
ることを明らかにしました。

【 詳しくはこちら 】

日本語版 ： https://home.kpmg/jp/ja/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20220114.html

英語版 ： https://home.kpmg/jp/en/
home/insights/2022/01/
e-taxnews-20220114.html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG税理士法人
大島秀平、風間綾、山崎沙織、内藤 直子

 info-tax@jp.kpmg.com

関連情報

税 務コンテンツ

本稿でご紹介したKPMG Japan Tax Newsletter 

及びKPMG Japan e -Tax Newsは、以下のウェブ 

サイトからアクセスいただけます。

home.kpmg/jp/tax-topics
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海外Topic

谷中 靖久
Yasuhisa Taninaka

東野 泰典
Yasunori Higashino

三竿 祥之
Yoshiyuki Misao

長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、企業によるサプライチェーンの見直しが
本格化しています。このようななか、日本企業の投資先として注目されている国々に新た
に赴任される皆様に対して「 これだけは知っておいてほしい」ポイントをまとめました。前
号ではインド、フィリピン、中国を、本号ではベトナム、メキシコ、インドネシアを取り上げま
した。
ベトナムは、法規制が不明瞭あるいは法律間で不整合があることが多く、合理的な解釈
ができるベトナム人も少ないことから、過度に保守的な解釈が生じることが多々あります。
本稿では、このような状況における判断について具体例を挙げて解説します。
メキシコの税務の特徴は、頻繁な法改正が行われること、そして実質面よりも形式面を重
視する傾向があることです。また、企業による労働者に対する不当な搾取をなくすために、
労働法の法整備も進んでいます。本稿では、これらの重要ポイントについて解説します。
インドネシアでは、国の歳入の 8 割超を税収で賄っているため、税務当局はアグレッシブ
な姿勢で徴税を行っており、多くの日系企業はその対応に苦慮しています。本稿では、税
務リスクのマネジメントの観点から同国の厳しい税務調査への対応について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断り
いたします。

  ベトナム
1.  判断の具体例その１：隔離費用は個人の便益なのか？⇒揺れた政府判断 

2.  判断の具体例その２：出向者はベトナム法人と労働契約書を締結する必要が
あるか？⇒自ら状況を把握して総合判断

  メキシコ
1.  税務の重要ポイントとして、電子インボイス制度およびペソ通貨と為替変動
の影響の概要・動向を理解する。

2.  労働法の重要ポイントとして、労働者利益分配金（PTU）制度と人材派遣禁
止法の概要・動向を理解する。

  インドネシア
1.  税務調査開始以前に自社の抱えている税務リスクの分析、問題点の把握と
論点の整理を徹底的に行う。

2.  税務調査開始後は調査官の疑問、論点に対して即座に解消を図り、最終的
に指摘事項となり得る芽をその場で摘む。

3.  移転価格問題については、明確な移転価格ポリシーを策定し、法令に準拠
した確固たる移転価格文書の準備が必要不可欠である。
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　 第2回　ベトナム・メキシコ・インドネシア
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Ⅰ

法規制が曖昧な国での 
ガバナンス＜ベトナム＞

1. はじめに

ベトナムの法規制は規制そのものも、ま
たその運用も曖昧なことが多いです。その
一例に挙げられるのが政府決議と異なる
自治体の活動規制です。2021年11月時点、
ベトナムでは政府決議12 8号に基づいて、
コロナ禍での活動方針を4段階に分けま
した。その活動方針によると、たとえばハ
ノイ市の場合であれば週あたり新規感染
者数が3,000人程度でレベル2に移行する
ことになります。しかし、2021年11月2日、 
前週の感染者数が約 300人であるにもか 

かわらず、ハノイ市はレベル2に移行しまし
た。このように政府決議と大きく異なる基
準で決定がなされると、活動予測を立て
ることが困難になります。
一方で、飲食業はレベル3まで活動可能

であるものの、レベル1でも市・省の人民委
員会の決定に従うとされています。これは
罰則を伴う強制措置で、しかも補助金も
ありません。つまり、飲食業にとってレベ
ル3までの意味はほとんどないということ
です。したがって、飲食業の場合、レベル
の有無にかかわらず、市・省の人民委員会
のレベル変更検討時に、市・省の人民委員
会や政府に対して経済苦境など適切な要
望を出して柔軟対応を促すことが最も重
要な行動となります。
なお、レベル2への引上げの影響は、11

月8日時点では飲食業を除いてほぼない
状況です。
この事例は、ベトナムの法規制の運用の

整合性のなさと柔軟な対応状況を示した
ものです。これにより、少なくともレベル
変更によりどのような影響を受けるのかを
事前に理解しておけば、ある程度コロナ
禍でも行動計画を予測し、柔軟に判断で
きると思われます。本稿では、法規制が曖
昧なベトナムにおいてどのようにガバナン

スを考えるか、具体例に基づき記載したい
と思います。

2. 隔離費用は個人の便益なのか

コロナ禍で出張・赴任目的でベトナムに
入国する場合、一定期間指定ホテルでの
強制隔離が求められます。こうした法規
制に基づくホテル代や検査費用などの隔
離費用が、個人の便益として個人所得税
として課税されるかという議論が生じまし
た。これについては、会社命令で出張あ
るいは赴任するので、個人の便益ではな
いと考えるのが当然でしょう。ならば、コ
ロナ禍ではない出張時のホテル代は個人
所得税対象ではないことが慣行として確
立されているからです。それにもかかわら
ず、このような議論が生じるのがベトナム 

です。
この論点に対して、2 0 2 0年、日本の国

税庁に相当するベトナム税務総局が課税
との判断を出して大きな反発を呼びました
が、2021年10月に、財政省が出張者の隔
離費用は非課税との判断を出しました。こ
の期間の課税判断について、従来の出張
時の法規制で強制されていないホテル代
や移動費も非課税だったことの整合性と、
税務総局から不合理な判断を示すレター
が出たという状況、ベトナム政府への反発
をどのように考えて判断するのかが、ガバ
ナンス判断として求められました。

3. 出向者はベトナム法人と労働契約書
を締結する必要があるか

出向者がベトナム法人で働く場合に、ベ
トナム法人と労働契約を締結する必要が
あるか、というのも長年解決されない論点
です。外国人も労働者である一方、労働許
可証法規制では出向形態を認めています。
しかし、出向形態で労働許可証を取得し
た外国人が労働契約を締結する必要があ
るかは、労働法上は明記されていません。
出向者は出向元の労働契約に従って待遇

が決定されており、多くの場合、ベトナム
法人の給与規程とは異なります。そのた
め、ベトナム法人と労働契約を締結すると
矛盾が生じる可能性があります。
労働法をどのように解釈するのか、ベト

ナム法人の給与規程を出向者にも合わせ
たものに改定するのか、締結しないと税
務上人件費の損金算入否認リスクが生じ
るのか、締結するとベトナムの社会・健康
保険料が発生するのか、といった点を総
合的に考慮して決定する必要があります。

4. まとめ

ベトナムでは法規制自体が曖昧、不整
合のあるものが多く、法規制を合理的に
解釈できる人が少ないのが現状です。その
ため、スタッフは保守的に、費用・社内業
務が増える方向で法規制を考える傾向が
強くなります。このようななかで、経営者と
して赴任する日本人は、外部専門家も利
用しながら、法規制の正しい理解、慣行に
関する情報収集、スタッフの意見を聞いた
うえで、ガバナンスを確保しながら企業成
長を最大化するよう自ら判断・決定するこ
とが求められます。

Ⅱ

税務および労働法の 
重要ポイント＜メキシコ＞

1. メキシコの法制度の特徴

メキシコには、自動車関連産業を中心
とした日系企業が多数進出しています。広
範なFTA網や豊富な若い労働力などが、メ
キシコの自動車産業の成長を支えている
一方で、当局による納税者のコンプライア
ンス遵守に対する何重もの監視がありま
す。そのため、税法や労働法などの法制度
の手続面や動向を適宜把握することが、
事業活動を円滑に進めるうえで重要にな
ります。
メキシコの税法の特徴は、実質面より
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形式面を重視する傾向が強いこと、改正
が頻繁に生じることの2点です。また、労
働法についても、現政権下において企業
による労働者に対する不当な搾取をなく
す法整備が強化されています。

2. 税務：2つの重要ポイント

（1） 電子インボイス制度
電子インボイス（CFDI）の発行がすべて

の企業に義務付けられており、税法で定
められた要件を満たす必要があります。こ
れは請求書だけでなく、領収書の目的も
有しているとともに、税務上の益金・損金
の認識基準のベースになっています。その
ため、駐在員を含めた企業の方が当地で
事業活動を行う際に発生する出張経費や
旅費等も、メキシコ国内において常にこの
電子インボイスを受領することが重要に
なります。また税務上、一定額以上の経費
についても現金ではなく、常にクレジット
カードでの決済が求められています。企業
においては、発行だけでなく、受領の場合
でもサプライヤー側が発行する当該電子
インボイスが有効なものであるか、チェッ
クしなければなりません。
税務当局は、この電子インボイス制度

をはじめ、さまざまな電子的手段による情
報提出の強化を進めています。税務調査
の手段も、納税者が開設をするメールボッ
クスを使用した質問状を多用するといった
電子ベースでの調査が進んでいます。

（ 2 ） ペソ通貨と為替変動の影響
ペソ通貨は、比較的為替変動が大きい

通貨です（直近の為替変動については図

表1参照）。企業は、税法に基づき、ペソ通
貨での記帳が義務付けられており、外貨
建取引はペソ通貨に換算され記帳されま
す。月末・期末に保有している外貨建の貨
幣性資産・負債は、月末・期末の為替レー
トで換算替えされ、その為替評価差損益
は課税所得に含まれます。
自動車関連の部品サプライヤーに多く

見られるパターンは、グループ会社よりド
ル建てで部品を購入し、ドル建てあるいは
ペソ建てで完成品を顧客に販売するとい
うものです。その場合、為替変動はローカ
ル通貨での企業の業績や税金費用に大き
く影響します。為替変動の影響を抑えるた
めの手法としては、一般的に為替予約を
する、借入をローカル通貨で行う、借入で
はなく増資で賄うなどが考えられます。し
かし、いずれも日本親会社の決済、承認と
いったハードルが高いため、多くの企業で
は為替の影響を大きく受ける結果となっ
ています。

3. 労働法の重要ポイント：労働者利益
分配金制度と人材派遣禁止法

メキシコにおける特徴的な労務関連の
制度に、連邦労働法（LFT）にて規定される
労働者利益分配金（PTU）制度があります。
企業に対して、単年度課税所得に一定の
調整を加えた金額の10％を労働者に分配
することが義務付けられているのです。法
人税法の税金コスト同様、計算の基礎は
課税所得をベースに行いますが、当該費
用は労務関連コストとして扱われることか
ら留意が必要です。
過去においては、上記PTU制度対策と

して、多くの企業がグループ内に人材派遣
会社を設立し、従業員を人材派遣会社に
所属させて事業活動を行うことで、PTUを
節減するというスキームを採用していまし
た。それに対して、メキシコ政府は2021年
4月24日、連邦労働法を改正し、原則とし
て労働者派遣を禁止しました。例外とし
て、専門性のあるサービス提供のみを労
働者派遣形態の下で行うことが認められ
ましたが、派遣元の企業には、サービス提
供前に労働社会保障省（STPS）への登録
等が義務付けられています。
この改正により、2021年度において、上

段に記載したグループ内の人材派遣会社
を利用したスキームを活用する多くの企
業は、当該スキームの継続が不可能とな
り、従業員の移転や人材派遣会社の合併
といった対応に迫られました。これによ
り、PTU制度に対する従来の節減対策は
使用できなくなりましたが、当該改正にと
もない分配金には上限がかけられ、従業
員給料の3ヵ月までという制度が別途設け
られました。

Ⅲ

インドネシアの税務問題

1. インドネシアの税務調査

インドネシアは日本にとって非常に重要
な投資先国でありますが、最近では厳し
い税務問題の影響で投資先国としての魅
力が薄れ、問題視されています。一方で
コロナ禍の影響もあり、今後は税収確保
に向けてますます税務調査の厳格化が懸
念されています。これは、税務調査への対

図表1 直近ペソ対USD為替レートの推移

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年 19.13 19.28 19.41 19.00 19.70 19.17 19.00 20.06 19.73 19.24 19.55 18.89

2020年 18.84 19.86 23.80 25.13 22.12 22.97 22.15 21.87 22.28 21.24 20.15 19.95

2021年 20.44 20.94 20.42 20.24 19.95 19.95 19.90 20.09 20.64 20.61 21.47 20.92

出所：メキシコ中央銀行の発行物よりKPMG作成 （通貨単位：ペソ）
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応を間違えれば、予期せぬ大きな金額を
追徴されるリスクを内包しているというこ
とです。したがって、税務調査への対応に
は、本社の関連部署や専門家のサポート
を得て万全を期し、その体制を確立してお
く必要があります。

2. 税務調査のスケジュールと「引き金」

税務調査は、調査開始通知書受領後、
まず会社の経営幹部に対するヒアリング
が実施されます。これには、通常6ヵ月程
度の実査が行われます。その後、調査に基
づく指摘事項とそれに対する納税者との
合意・確認作業を経て、最終的に査定書
が発行されます。
仮に税務調査の結果に納得できない場

合、納税者は当局に対する異議申し立て、
税務裁判所への提訴、そして最後のステッ
プとして最高裁判所への司法審査要求が
可能です。ただし、その場合には長期戦を
覚悟する必要があります。
税務調査は、還付請求を行う場合に必

ず実施されます。また、納税者番号を抹消
する場合、過去 5年以内に税務調査を受
けていない事業年度がある場合、関連者
間取引が全体の 5 0％を超えており、さら
に利益率等が業界平均のベンチマークよ
り大きく乖離している場合、税法順守に問
題がありそうな会社が調査の対象会社に
選定されます。
せっかく税金の還付請求を行っても、厳

しい税務調査によって還付金が大幅に減
額となったり、場合によっては還付どころ
か追徴を余儀なくさせられる場合もある
のが現実です。まずは、厳しい税務調査の
対象となるような「引き金」を極力避けるべ
く税務戦略を立てることが大切です。

3. 税務調査への対応

税務調査開始前には、頻繁に変わるイ
ンドネシアの税法をしっかりと理解し、税
務調査指摘事項のトレンドや当局の動向

について目を離さないことが大切です。そ
のうえで、自社の税務リスクについて徹底
的に分析を行い、税務調査時の想定問答
や要求される資料の整備等をしっかりと
行う必要があります。また、専門家による
税務リスクの分析についても有効となり 

ます。
調査が開始された後は、決してローカル

スタッフに対応を任せきりにしてはいけま
せん。日本人マネジメントが進捗状況を常
に把握し、本社や専門家と連携を取りな
がら調査官の疑問や論点に対して実査の
段階で潰しておくことが極めて重要となり
ます。税務調査官によっては、問題点や指
摘事項を実査の段階ではオープンにせず、
調査の終了段階に発行される指摘事項通
知書上で突然追徴項目を開示、納税者に
十分な反論を行う余地を与えずに多額の
追徴を課すといったケースが多く見られ 

ます。
納税者は指摘事項通知書の入手から

約 1週間程度で反論を行う必要がありま
すが、期間内でしっかりと準備して反論を
行うのはきわめて難しいことです。その結
果、納税者にとって納得性の欠ける一方的
な査定書が発行されてしまうことになりま
す。このような事態を避けるためには、指
摘事項通知書に記載される前の段階で火
種を消しておくことがポイントとなります。

4. 移転価格問題

最近の税務調査における最大の争点
は、移転価格問題です。納税者は法令に
準拠した移転価格文書の作成が求められ
ており、自らの関連者間取引価格の妥当
性を立証します。一方、税務調査官は、こ
の移転価格文書の内容について、自らに
都合のよい合理性に大きく欠けるデータ
を使用して強引に修正や否認を行い、無
理な追徴を迫ってきます。
移転価格が論点となりやすいのは、「絶

対的な正解がない」ことが要因と考えられ
ます。それに対する納税者側の有効な対

策は、非常に高い合理性と妥当性を持った
「調査官につけいる隙を与えない」移転価
格文書を準備することです。また、関連す
る補足資料や確証をしっかりと整備してお
くことも重要となります。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGベトナム
谷中靖久／ディレクター

 +84-90-390-0788
 yasuhisataninaka@kpmg.com.vn

KPMGメキシコ　
東野泰典／ディレクター

 +52-55-5246-8300（代表電話）
 yasunorihigashino@kpmg.com.mx

KPMG インドネシア
三竿祥之／パートナー

 +62-81-5960-5794
 yoshiyuki.misao@kpmg.co.id

関連情報

KPMGは、日本企業の海外事業展開をこまやかに
支援するため、世界の主要 35ヵ国 89都市に、約
760名の日本人および日本語対応が可能なプロ
フェッショナルを配しています。

各国の最新情報については、下記をご覧ください。

海外進出支援窓口 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support.html

ベトナム 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/vietnam.html

メキシコ 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/mexico.html

インドネシア 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/indonesia.html
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会計・監査Topic

藪前 弘
Hiroshi Yabumae

2022年3月期決算において、「収益認識に関する会計基準」、「時価の算定に関する
会計基準 」等が適用されます。また、「 グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」については2022年3月期決算から早期適用が可能で
すし、執筆時点（ 2022年1月）で公開草案が公表されている改正「LIBORを参照す
る金融商品に関するヘッジ会計の取扱い（ 案 ）」については基準公表日以後適用が
予定されています。
執筆時点で最終化されていない会計基準等については、公開草案の概要を紹介し
ていますが、最終基準等で変更される可能性があるため、ご留意ください。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

2022年3月期決算において原則適用となる会計基準等は次のとおりである。ま
た、執筆時点で公開草案である改正「LIBORを参照する金融商品に関するヘッ
ジ会計の取扱い（案）」についても2022年3月までに最終化された場合、適用と
なる予定である。
① 「収益認識に関する会計基準」等
② 「時価の算定に関する会計基準」等

  POINT 2

2022年3月期決算において、早期適用が可能な会計基準等は次のとおりであ
る。
① 「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
② 改正「時価の算定に関する会計基準の適用指針」

2022年3月期決算の留意事項（会計）

あずさ監査法人

会計プラクティス部

藪前 弘／シニアマネジャー
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Ⅰ

「収益認識に関する会計基準」等
の概要

1. 基本的な収益認識の流れ

（1） ステップ1：契約の識別
「収益認識に関する会計基準」（以下、

「収益認識基準」という）等は顧客との個々
の契約を対象として適用されます。そのた
め、ステップ1では契約の識別を行います。

（2） ステップ2：履行義務の識別
収益の認識は、原則として各履行義務

単位で行います。そのため、ステップ2では
履行義務の識別を行います。ここで履行
義務とは、顧客との契約において、別個の
財またはサービス（または、一連の別個の
財またはサービス）を顧客に移転する約束
であるとされています。

（3） ステップ3：取引価格の算定
ステップ3では、取引価格を算定します。

取引価格とは、財またはサービスの顧客
への移転と交換に企業が権利を得ると見
込む対価の額であるとされています。

（4）  ステップ4： 履行義務への取引価格
の配分

ステップ4では、取引価格の各履行義務
への配分を検討します。

（5） ステップ5： 履行義務の充足による
収益の認識

ステップ5では、収益の認識時点と認識
方法を検討します。収益認識基準では、
履行義務の充足が「一時点」または、「一定
の期間にわたる」のいずれかに該当するか
について検討します。
履行義務が一時点で充足される場合、

収益は履行義務が充足された時点で認識
されます。一方、履行義務が一定の期間に
わたり充足される場合、収益は一定の期
間にわたって認識されます。

なお、一部の項目については従来の実
務等を考慮した重要性等に関する代替的
な取扱いが定められています。

2. 表示および注記

（1） 表示に関する要求事項
表示に関しては、主に以下の取扱いが

定められています。

◦  顧客との契約から生じる収益の区分
表示又は注記

◦  契約資産と顧客との契約から生じた
債権及び契約負債の区分表示又は注
記

◦  重要な金融要素が含まれる場合の取
扱い

（2） 注記に関する要求事項
注記事項の検討は、次の基本的な方針

に基づいて行われています。

◦  包括的な定めとして、IFRS第15号と同
様の開示目的及び重要性の定めを含
める。また、原則として、IFRS第15号の
注記事項のすべての項目を含める。

◦  企業の実態に応じて個々の注記事項
の開示の要否判断を行うこと、また、
開示目的に照らして重要性が乏しいと
認められる項目は注記しないことがで
きることを明確化する。

収益認識に関する注記事項の包括的な
定めとして、「顧客との契約から生じる収益
及びキャッシュ・フローの性質、金額、時
期及び不確実性を財務諸表利用者が理解
できるようにするための十分な情報を企
業が注記すること」という開示目的が設け
られています。
上記の方針を受けて、注記事項として以

下の項目が定められています。

①  重要な会計方針の注記（主要な事業に
おける主な履行義務の内容、当該履行
義務を充足する通常の時点）

② 収益認識に関する次の注記

 ・  収益の分解情報（収益及びキャッ
シュ・フローの性質、金額、時期及び
不確実性に影響を及ぼす主要な要
因に基づく区分に分解した情報）

 ・  収益を理解するための基礎となる
情報（契約及び履行義務に関する情
報、取引価格の算定に関する情報、
履行義務への配分額の算定に関す
る情報、履行義務の充足時点に関す
る情報、収益認識基準の適用におけ
る重要な判断）

 ・  当期及び翌期以降の収益の金額を
理解するための情報（契約資産及び
契約負債の残高等、残存履行義務
に配分した取引価格）

③  連結財務諸表を作成している場合の個
別財務諸表における注記（個別財務諸
表で注記不要の項目及び連結財務諸
表の注記の記載を参照できる項目）

④  工事契約等から損失が見込まれる場
合の注記

（3） 適用時期および経過措置
収益認識基準は、2021年4月1日以後開

始する連結会計年度および事業年度の期
首から適用されています。
また、適用初年度については期首より

前に新たな会計方針を遡及適用した場合
の累積的影響額を、適用初年度の期首の
利益剰余金に加減し、当該期首残高から
新たな会計方針を適用できる等、さまざ
まな経過措置が設けられています。さら
に、適用初年度の比較情報においても、
次の経過措置が認められています。

◦  新たな表示方法に従い組替えを行わな
いこと

◦  収益認識基準に定める注記をしない
こと
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Ⅱ

「時価の算定に関する会計基準」
等の概要

2019年7月4日、ASBJにより、企業会計
基準第30号「時価の算定に関する会計基
準」 （以下「時価算定会計基準」という） 等
が公表されました。

1. 適用範囲

時価算定会計基準は、企業会計基準
第10号「金融商品に関する会計基準（以
下「金融商品会計基準」という）における金
融商品、および企業会計基準第9号「棚卸
資産の評価に関する会計基準」におけるト
レーディング目的で保有する棚卸資産の
時価に適用するとされています。

2. 時価の定義

「時価」とは、算定日において市場参加
者間で秩序ある取引が行われると想定し
た場合の、当該取引における資産の売却
によって受け取る価格または負債の移転
のために支払う価格と定義されています。
時価の定義の変更に伴い、改正前の金

融商品会計基準において定められていた
「その他有価証券の期末の貸借対照表価
額に期末前1ヵ月の市場価格の平均に基
づいて算定された価額を用いることがで
きる」という定めは削除されました。ただ
し、その他有価証券の減損を行うか否か
の判断については、「期末1ヵ月の市場価
格の平均に基づいて算定された価額」を
用いることができる取扱いを踏襲してい 

ます。

3. 時価算定方法

時価の算定にあたっては、状況に応じ
て、十分なデータが利用できる評価技法
を用いるとされています。時価の算定に用
いるインプットは、次の順に優先的に使用

します。
インプット 内容

レベル1の
インプット

時間の算定において、企業が
入手できる活発な市場におけ
る同一の資産または負債に関
する相場価格であり、調整さ
れていないもの

レベル2の
インプット

資産または負債について直接
または間接的に観察可能なイ
ンプットのうち、レベル1のイン
プット以外のインプット

レベル3の
インプット

資産または負債について観察
できないインプット。当該イン
プットは、関連性のある観察
可能なインプットが入手でき
ない場合に用いる

4. 第三者から入手した相場価格の利用

取引相手の金融機関、ブローカー、情報
ベンダー等、第三者から入手した相場価
格が時価算定会計基準に従って算定され
たものであると判断する場合には、当該
価格を時価の算定に用いることができる
とされています。
また、上記の定めにかかわらず、一定の

条件に該当する場合、次のデリバティブ取
引については、第三者から入手した相場価
格を時価とみなすことができるとされてい
ます。

◦  インプットである金利がその全期間に
わたって一般に公表されており観察可
能である同一通貨の固定金利と変動
金利を交換する金利スワップ（いわゆ
るプレイン・バニラ・スワップ）

◦  インプットである所定の通貨の先物為
替相場がその全期間にわたって一般に
公表されており、観察可能である為替
予約又は通貨スワップ

5. 市場価格のない株式等の取扱い

市場価格のない株式等に関しては、た
とえ何らかの方式により価額の算定が可
能だとしても、それを時価とはしないとす
る従来の考え方を踏襲し、引き続き取得
原価をもって貸借対照表価額とするとさ

れています。また、市場価格のない株式等
については、時価に関する注記が不要と
されています。
一方、これまで時価を把握することがき

わめて困難であるとして、取得原価または
償却原価法に基づいて算定された価額を
もって貸借対照表価額としていたもののう
ち、市場価格のない株式等に含まれない
ものについては、時価をもって貸借対照表
価額とすることになります。

6. 開示

改正企業会計基準適用指針第19号「金
融商品の時価等の開示に関する適用指
針」（以下「金融商品時価開示適用指針」
という）では、金融商品の時価のレベル
ごとの内訳等に関する事項として次の開
示項目の注記が求められています。

区分 開示項目

貸借対照表におい
てまたは注記のみ
で時価評価する金
融商品

・  時価のレベルごと
の残高

貸借対照表におい
てまたは注記のみ
で時価評価するレ
ベル2の時価または
レベル3の時価の金
融商品

・  時価の算定に用
いた評価技法およ
びインプットの説
明

・  時価の算定に用
いる評価技法また
はその適用の変
更の旨およびその
理由

貸借対照表におい
て時価評価するレ
ベル 3の時価の金
融商品

・  時価の算定に用
いた重要な観察
できないインプット
に関する定量的
情報

・  期首残高から期
末残高への調整
表（当期の損益に
計上した未実現の
評価損益を含む）

・  企業の評価プロ
セスの説明

・  重要な観察でき
ないインプットを
変化させた場合
の時価に対する
影響に関する説
明
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時価算定会計基準は、2021年4月1日以
降開始する連結会計年度および事業年度
の期首から適用されています。また、適用
初年度においては基準が定める新たな会
計方針を将来にわたって適用し、その変
更の内容を注記する等のさまざまな経過
措置が設けられています。

7. 改正「時価の算定に関する会計基準
の適用指針」について

2021年6月17日、ASBJにより、「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（以下
「改正時価算定適用指針」という）が公表
されました。改正時価算定適用指針では、
投資信託の時価の算定について、以下を
規定しています。

◦  投資信託財産が金融商品である投資
信託の取扱い

◦  投資信託財産が不動産である投資信
託の取扱い

また、貸借対照表に持分相当額を純額
で計上する組合等の出資の時価の注記は
不要とし、その場合、「時価の注記を要し
ないとする取扱いを適用しており、時価の
注記を行っていない旨」および当該取扱い
を適用した組合等への出資の貸借対照表
価額の合計額を注記することとされてい
ます。
改正時価算定適用指針は、2022年4月1

日以後開始する連結会計年度および事業
年度の期首から適用されます。また、2022

年 3月31日以降終了する連結会計年度お
よび事業年度の年度末から早期適用する
こともできます。

Ⅲ

改正「LIBORを参照する金融商
品に関するヘッジ会計の取扱い

（案）」

2021年12月24日、ASBJにより、実務対
応報告第 4 0号の改正案「LIBORを参照す

る金融商品に関するヘッジ会計の取扱い
（案）」が公表されました。概要は次のとお
りです。

◦  金利指標置換後の会計処理に関する
取扱いの適用期間を、2024年3月31日
以前に終了する事業年度まで延長す
る。

◦  金利指標置換後に金利スワップの特
例処理について一定の要件が満たされ
ている場合には、2024年3月31日以前
に終了する事業年度の翌事業年度の
期首以降も、金利スワップの特例処理
の適用を継続できる。また、この取扱
いは振当処理にも同様に適用できる。

◦  金利指標置換時が2024年3月31日以
前に終了する事業年度までに到来して
いない場合であっても、2024年3月31

日以前に終了する事業年度までに行
われた契約条件の変更または契約の
切替が一定の要件を満たしているとき
には、2024年3月31日以前に終了する
事業年度の期末日後に到来する金利
指標置換時以後も金利スワップの特
例処理を継続できる。

なお、適用時期については、公表日以
後適用できるとすることが提案されてい 

ます。

Ⅳ

「グループ通算制度を適用する
場合の会計処理及び開示に関
する取扱い」の概要

1. 概要

2021年8月12日、ASBJにより、実務対
応報告第 42号「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取
扱い」 （以下 「実務対応報告第42号」とい
う）が公表されました。
グループ通算制度を適用する場合の実

務対応報告の開発にあたっては、基本的
な方針として、連結納税制度とグループ通
算制度の相違点に起因する会計処理およ
び開示を除き、連結納税制度における従
来の実務対応報告における会計処理およ

び開示に関する取扱いを踏襲することと
されています。
「実務対応報告第42号」の概要は次のと
おりです。

【会計処理】

◦  個別財務諸表における損益計算書に
おいて、通算税効果額を当事業年度の
所得に対する法人税および地方法人
税に準ずるものとして取り扱う。

◦  連結財務諸表においては、「通算グ
ループ内のすべての納税申告書の主体
を1つに束ねた単位」に対して税効果
会計を適用する。

【開示】

◦  通算税効果額を法人税および地方法
人税を示す科目に含めて個別損益計
算書に表示し、通算税効果額に係る
債権および債務は、未収入金や未払
金などに含めて個別貸借対照表に表
示する。

◦  繰延税金資産および繰延税金負債に
関する表示について、個別財務諸表
では、同一納税主体の繰延税金資産
と繰延税金負債は双方を相殺して表
示し、異なる納税主体の繰延税金資
産と繰延税金負債は双方を相殺せず
表示する。連結財務諸表では、通算グ
ループ全体の繰延税金資産の合計と
繰延税金負債の合計を相殺して、連結
貸借対照表の投資その他の資産の区
分または固定負債の区分に表示する。

◦  「実務対応報告第42号」による会計処
理を行っている場合には、その旨を注
記する。

2. 適用時期等

2022年4月1日以後に開始する連結会計
年度および事業年度の期首から適用され
ます。ただし、税効果会計に関する会計処
理および開示については2022年3月31日
以後に終了する年度の期末からの早期適
用が可能です。また、グループ通算制度へ
の移行の形態に応じて経過措置が定めら
れています。
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本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人

 azsa-accounting@jp.kpmg.com

関連情報

会計・監査コンテンツ

多くの企業に影響する最新の会計・監査情報を、
専門家がわかりやすく解説します。

home.kpmg/jp/act-ist

各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、 
あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください。

日本基準
https://home.kpmg/ jp/ ja /home/ insights/2016/05/
accounting-standards/ j-gaap.html

IFRS®基準
https://home.kpmg/ jp/ ja /home/ insights/2016/05/
accounting-standards/ ifrs.html

修正国際基準
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/ jmis.html

米国基準
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/
accounting-standards/us-gaap.html
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税務Topic

大島 秀平
Shuhei Ohshima 

内藤 直子
Naoko Naito 

2021年度税制改正では、新型コロナウイルス感染症 （以下、「COVID-19」という）
の感染拡大を受け、政府・与党一丸となってウィズコロナ・ポストコロナの新しい
社会をつくり、デフレ脱却と経済再生を確かなものとしていく必要があるとの認識
のもと、「研究開発税制」及び「人材確保等促進税制」（改正前の「賃上げ及び投資の
促進に係る税制 」）が改正されました。また、収益が拡大しているにもかかわらず、
賃上げも投資も消極的な大企業に対しては一部の租税特別措置の適用を停止する
措置の適用期限の延長や、外国法人から受ける配当等に係る外国源泉税等の取扱
いの改正が行われました。2020 年度税制改正における外国税額控除制度の改正
の適用も始まります。
本稿では、大企業（主に資本金1億円超の法人）の2022年3月期の税務申告に影響
のある5項目にフォーカスして改正のポイントを解説するとともに、2021年度税制
改正において創設された改正産業競争力強化法に基づく3 つの税制措置及び「 株
式対価M&Aを促進するための措置」についてもお知らせいたします。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

研究開発税制について、一般型税額控除制度における税額控除率の見直しや
控除上限額の引上げ、オープンイノベーション型税額控除制度における対象範
囲の拡大、研究開発税制の対象となる試験研究費の額の見直しが行われた。

  POINT 2

継続雇用者に対する給与等支給額の増加や一定額以上の国内設備投資等に
着目した従来の大企業向けの「賃上げ及び投資の促進に係る税制」が、新規雇
用者に対する給与等支給額の増加等に着目した 「人材確保等促進税制」に見
直された。

  POINT 3

内国法人が外国法人から受ける配当等に係る外国源泉税等の取扱いについ
て、損金算入の可否や外国税額控除制度の適用の可否が見直された。

  POINT 4

外国税額控除制度の対象とならない外国法人税の額が拡大された。

2022年3月期決算の留意事項 （税務）

KPMG税理士法人

タックステクニカルセンター

大島 秀平／パートナー
内藤 直子／マネジャー
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Ⅰ

研究開発税制

1. 一般型税額控除制度

COVID-19の感染拡大局面においても、
積極的に研究開発投資を維持・拡大する
企業を後押しするため、一般型税額控除
制度（試験研究費の額に税額控除率を乗
じた金額を法人税額から控除する制度）
について、税額控除率の見直しや控除上
限額の引上げ等が行われました。
研究開発税制は青色申告法人に広く適

用できる制度（恒久措置）ですが、本稿で
は、大企業（「 III. 租税特別措置の適用制
限」の対象となる法人を除く）の2021年4月
1日～2023年3月31日までの間に開始する
各事業年度について適用される制度につ
いて解説します。

（1） 原則
税額控除率と控除上限額は、図表1～2

のとおりです。

（2）  試験研究費割合10％超の場合の 
特例

試験研究費割合が10％を超える場合に
は、図表3の2つの上乗せ措置を適用する
ことができます（双方の併用も可能です）。

用語の意義
• 大企業：中小企業者以外の法人
• 中小企業者：以下のいずれかに該当す
る法人（適用除外事業者を除く。）

 （ⅰ）  資本金の額が1億円以下の法人（以
下の法人を除く。）

  ・  発行済株式の総数の2分の1以
上が同一の大規模法人（資本金
の額が1億円を超える法人等）に
所有されている法人

  ・  発行済株式の総数の3分の2以
上が大規模法人に所有されてい
る法人

 （ⅱ）  資本又は出資を有しない法人の

うち常時使用する従業員の数が
1,000人以下の法人

• 適用除外事業者：その事業年度開始の
日前 3年以内に終了した事業年度の所
得金額の平均が年15億円を超える法人

• 増減試験研究費割合： （ⅰ）／（ⅱ）
 （ⅰ）  当期の試験研究費－比較試験研

究費（マイナスの場合、そのマイナ
スの額）

 （ⅱ）  比較試験研究費
• 比較試験研究費：当期前3年以内に開
始した各事業年度の試験研究費の平
均値

• 研究開発を行う一定のベンチャー企
業：以下の要件をいずれも満たす法人

 （ⅰ）  その事業年度が、設立日から同日
以後10年を経過する日までの期間

内の日を含む事業年度に該当する
こと

 （ⅱ）  その事業年度終了の時において、
大法人（資本金の額が 5億円以上
である法人等）の100％グループ法
人に該当する法人（大法人による
完全支配関係がある法人等）及び
株式移転完全親法人のいずれに
も該当しないこと

 （ⅲ）  その事業年度終了の時において、
翌期繰越欠損金額を有すること

• 試験研究費割合：当期の試験研究費
／平均売上金額

• 平均売上金額：当期及び当期前3年以
内に開始した各事業年度の売上金額
の平均値

• 控除割増率：（試験研究費割合－10％）

図表1 税額控除率

増減試験研究費割合 税額控除率（*）

9.4％超の場合 10.145％＋（増減試験研究費割合－9.4％） × 0.35
（上限 ： 14％）

9.4％以下の場合 10.145％－（9.4％－増減試験研究費割合）× 0.175
（下限 ： 2％）

（*） 設立事業年度又は比較試験研究費が零の場合には8.5％とされる。

図表 2 控除上限額

控除上限額

下記以外 法人税額×25％

売上が一定程度減少したにもかかわらず、 
研究開発投資を増加させた企業（*） 法人税額×30％

研究開発を行う一定のベンチャー企業 法人税額×40％
（*） 以下の要件をいずれも満たす事業年度に適用される。
　・基準年度比売上金額減少割合 ≧ 2％
　・試験研究費の額 ＞ 基準年度試験研究費の額

図表3 試験研究費割合10％超の場合の特例

税額控除率 
（上限：14％） 税額控除率（原則） ＋ 税額控除率（原則）× 控除割増率

控除上限額 控除上限額（原則） ＋ 法人税額×｛（試験研究費割合－10％）×2｝
（上限：法人税額×10％）
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×0.5（上限10％）
• 基準年度比売上金額減少割合：（ⅰ） 
が（ⅱ）に満たない場合の（（ⅱ）－（ⅰ））／ 

（ⅱ）の金額（（ⅱ）が零の場合及び基準事 

業年度がない場合、零）
 （ⅰ）  当期の売上金額
 （ⅱ）  基準事業年度の売上金額
• 基準年度試験研究費の額：基準事業年
度の試験研究費の額

• 基準事業年度：2020年2月1日前に最後
に終了した事業年度

2. オープンイノベーション型税額控除
制度（特別試験研究費に係る税額控
除制度）

引き続き、質の高い研究開発を推進して
いく観点から、オープンイノベーション型
税額控除制度（特別試験研究費の額に税
額控除率を乗じた金額を法人税額から控
除する制度）の対象となる特別試験研究
費の範囲に、国立研究開発法人等の外部
化法人との共同試験研究及び国立研究開
発法人等の外部化法人に対する委託試験
研究に係る試験研究費が追加され、その
税額控除率が2 5％とされる等の改正が行
われました（2021年4月1日以後に支出する
試験研究費の額について適用される）。

3. 研究開発税制の対象となる試験研究
費の額の見直し

（1） 試験研究費の額に追加されたもの
改正前の研究開発税制においては、所

得の金額の計算上損金算入される試験研
究費の額が対象とされていたことから、資
産の取得価額に含まれる試験研究費の額
は対象外となっていました。したがって、
自社利用のソフトウエア1などの資産の製
作のための試験研究費の額が法人税の課
税所得の計算上資産の取得価額に含まれ
る場合には、その試験研究費の額は研究
開発税制の対象外とされていました。
一方、日本経済が生き残るために急務と

されるAIやデータを活用した「サービス」
提供型のビジネスモデルに転換するため
には、販売・構築してメンテナンスで収益
を得る「パッケージソフトウエア」ではな
く、データ収集・解析を行う「クラウド」を
活用したビジネスモデルの構築が不可欠
と考えられることから、2 0 21年度税制改
正では研究開発税制の対象となる試験研
究費の額の範囲が拡充され、研究開発費
として損金経理をした金額のうち、損金算
入されずに資産の取得価額に含まれる試
験研究費の額についても研究開発税制の
対象とされました。なお、試験研究費の額
が損金算入されずに資産の取得価額に含
まれるものは自社利用のソフトウエアに限
られるものではなく、自社利用のソフトウ
エアか否かで取扱いを変える理由もない
ことから、棚卸資産、固定資産2及び繰延
資産 3の取得価額に含まれる試験研究費
の額が、研究開発税制の対象に追加され
ています。
また、棚卸資産の製作のための試験研

究費については、改正前はその棚卸資産
を販売して売上原価として損金算入され
る時点で研究開発税制の対象とする取扱
いとされていましたが、改正により、研究
開発税制の対象となる時点が販売時から
支出時（損金経理をした事業年度）に変更
されました。

（2）  試験研究費の額から除外された 
もの

以下の額が、試験研究費の額から除外
されました。
• （ 1）の固定資産又は繰延資産の償却
費、除却による損失及び譲渡による損
失の額（（1）の改正に伴う除外）

• その事業年度の収益に係る売上原価、
完成工事原価その他これらに準ずる原
価の額（（1）の改正に伴う除外）

• 新たな知見を得るため又は利用可能な
知見の新たな応用を考案するために行
う試験研究に該当しない試験研究のた
めに要する費用の額（いわゆる「リバー

スエンジニアリング」の除外の明確化）

（3） 適用時期
（1）及び（2）の改正は、2021年4月1日以
後に開始する事業年度について適用され
ます。

Ⅱ

人材確保等促進税制

1. 法人税における特例措置

COVID-19の感染拡大により労働者を取
り巻く環境が大きく変化し、企業の採用
状況が悪化している状況を踏まえ、2 0 21

年度税制改正では、継続雇用者に対する
給与等支給額の増加や一定額以上の国内
設備投資等に着目した従来の大企業向け
の「賃上げ及び投資の促進に係る税制」が
見直され、新規雇用者に対する給与等支
給額の増加等に着目した「人材確保等促
進税制」とされました。
この「人材確保等促進税制」は2022年

度税制改正において再度見直され、2022

年 4月1日以後に開始する各事業年度につ
いては、継続雇用者に対する給与等支給
額の増加等を要件とした制度に改正され
ることが予定されています。そのため、以
下に示す「人材確保等促進税制」の内容
は、2021年4月30日～2022年3月31日まで
の間に開始する各事業年度に限って適用
されることになると思われます。

大企業向けの適用要件及び税額控除
【適用要件】
（ⅰ）  新規雇用者給与等支給額 ≧ 新規

雇用者比較給与等支給額×102％
（ⅱ）  当期の教育訓練費の額 ≧ 前期の教

育訓練費の額×120％

【税額控除】（法人税額の20％が上限）
• 【適用要件】の（ i）のみを満たす場合： 

控除対象新規雇用者給与等支給額×
15％
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• 【適用要件】のすべてを満たす場合：控
除対象新規雇用者給与等支給額×
20％

用語の意義
• 大企業： 「 I. 研究開発税制　1. 一般型
税額控除制度」の用語の意義参照

• 新規雇用者給与等支給額：国内新規雇
用者（雇用保険法の一般被保険者に限
る。）に対する給与等支給額で、当期の
所得の金額の計算上損金算入される 

もの
• 国内新規雇用者：法人の国内雇用者の
うち、その法人の国内の事業所に勤務
することとなった日から1年を経過して
いない雇用者（支配関係がある法人か
ら異動した者及び国外事業所から異動
した者等を除く。）

• 国内雇用者：法人の使用人（役員の特
殊関係者及び使用人兼務役員を除
く。）のうち、その法人の国内の事業所
に勤務する雇用者として、労働基準法
に規定する賃金台帳に記載された者

• 新規雇用者比較給与等支給額：前期の
新規雇用者給与等支給額

• 控除対象新規雇用者給与等支給額：当
期の国内新規雇用者に対する給与等
支給額のうち、調整雇用者給与等支給
増加額に達するまでの金額

• 調整雇用者給与等支給増加額：雇用者
給与等支給額から比較雇用者給与等
支給額を控除した金額

• 雇用者給与等支給額：国内雇用者に対
する給与等支給額で、当期の所得の金
額の計算上損金算入されるもの

• 比較雇用者給与等支給額：前期の雇用
者給与等支給額

2. 法人事業税（外形標準課税）付加価値
割における特例措置

外形標準課税の対象法人が、2021年4

月1日～2022年3月31日までの間に開始す
る各事業年度 4において、「1. 法人税にお

ける特例措置」の【適用要件】（ⅰ）の要件を
満たす場合には、付加価値割の課税標準
である付加価値額から一定額を控除する
ことができます。

Ⅲ

租税特別措置の適用制限

大企業が、2024年3月31日までに開始す
る各事業年度において、以下に掲げる【要
件】のいずれにも該当しない場合（その事
業年度の所得金額がその前事業年度の所
得金額以下である一定の場合を除く）に
は、以下の【特定税額控除規定】を適用す
ることができません。

【要件】5

（ⅰ）  継続雇用者に対する当期の給与等
支給額 ＞ 継続雇用者に対する前期
の給与等支給額

   （いずれも零の場合、この要件を満
たすものとされる。）

（ⅱ）  国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額
×30％

【特定税額控除規定】
以下の租税特別措置における税額控除

制度
• 研究開発税制
• 地域未来投資促進税制
• 認定特定高度情報通信技術活用設備
（5G）投資促進税制

• カーボンニュートラルに向けた投資促
進税制6

• デジタルトランスフォーメーション投資
促進税制 7

用語の意義
• 大企業： 「 I. 研究開発税制　1. 一般型
税額控除制度」の用語の意義参照

• 継続雇用者：当期及び前期の全期間の
各月において給与等の支給を受けた一
定の国内雇用者

• 国内雇用者： 「 II. 人材確保等促進税制　

1. 法人税における特例措置」の用語の
意義参照

• 国内設備投資額：法人が当期に取得等
をした国内事業の用に供する資産（棚
卸資産、有価証券及び繰延資産を除
く。）のうち、建物及び建物附属設備、
構築物、機械装置、船舶、航空機、車
両運搬具、工具及び器具備品、一定の
無形固定資産並びに一定の生物（時の
経過によりその価値の減少しないもの
を除く。）で当期末において有するもの
の取得価額の合計額

• 当期償却費総額：法人の有する減価償
却資産につき当期の償却費として損金
経理をした金額の合計額

Ⅳ

外国法人から受ける配当等の 
額に係る外国源泉税等の額の
取扱い

内国法人が外国法人から受ける剰余金
の配当等の額に係る外国源泉税等の額の
取扱いについて、改正前においては、以下
のような状況となっていました。
• 外国子会社から受ける剰余金の配当等
の額がある場合において、その外国子
会社に係る特定課税対象金額がある
ときは、その特定課税対象金額の如何
にかかわらず、その剰余金の配当等の
額に係る外国源泉税等の額の全額が
損金算入できることとされていたことか
ら、損金算入額が外国子会社合算税制
による課税額を超えるといった課税上
の弊害が生じ得る状況

• 外国子会社以外の外国法人から受け
る剰余金の配当等の額がある場合に
おいて、その外国法人に係る特定課税
対象金額があるときは、その特定課税
対象金額を超える部分が益金算入とさ
れる一方、剰余金の配当等の額に係る
外国源泉税等の額の全額が外国税額
控除制度の対象外とされており、国際
的二重課税が生じ得る状況
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このような取扱いは、外国源泉税等の
額が剰余金の配当等の額の全額を課税標
準として課されるものであるとの考え方を
重視したものと解されます。一方、費用収
益対応や国際的二重課税調整をより適切
に行う観点からは、外国源泉税等の額に
ついて、それぞれ外国子会社合算税制に
よる合算所得金額に対応する部分を区分
して損金算入の可否や外国税額控除制度
の適用の可否を判定することも許容され
るものと考えられることから、2021年度税
制改正において以下の改正が行われまし
た （図表4参照）。
• 外国子会社から受ける剰余金の配当等
の額に係る外国源泉税等の額の損金
算入について、その剰余金の配当等の
額のうちその外国子会社に係る特定課
税対象金額に達するまでの金額に対応
する部分に限ることとする（改正前：全
額損金算入）。

• 外国子会社以外の外国法人から受け
る剰余金の配当等の額に係る外国源
泉税等の額の外国税額控除制度の適
用について、その外国法人に係る特定
課税対象金額を超える金額に対応する
部分に限り、その適用を認めることと

する（改正前：全額不適用）。

用語の意義
• 外国子会社：内国法人が発行済株式等
の25％以上（租税条約の二重課税排除
条項において25％未満の割合が定めら
れている場合には、その租税条約に定
める割合）を、配当等の支払義務が確
定する日以前 6ヵ月以上引き続き直接
に有している場合のその外国法人

• 特定課税対象金額：内国法人が外国
子会社合算税制における合算課税の対
象とされた外国法人から剰余金の配当
等を受ける日を含む事業年度（配当事
業年度）及び配当事業年度開始の日前
10年以内に開始した各事業年度におい
て、合算課税された一定の金額

Ⅴ

外国税額控除制度

外国税額控除制度において、日本の法
人税の課税対象とならない金額を課税標
準として課される外国法人税の額は、国
際的二重課税の排除という制度趣旨に鑑
みて、その対象から除外されています。

2020年度税制改正では、上記の趣旨に
基づき、以下の2つの外国法人税の額が、
外国税額控除制度の対象とならない外国
法人税の額に追加されました。
なお、この改正は内国法人の2021年4月

1日以後に開始する事業年度の所得に対す
る法人税について適用されます。
（1）  他の者の所得の金額に相当する金額

に対し、これを内国法人 8の所得の
金額とみなして課される外国法人税 

の額
たとえば、内国法人が行ったB国子会

社経由のA国子会社に対するライセンスの
付与について、A国当局が内国法人とA国
子会社との直接取引とみなし、A国子会社
からB国子会社に対する使用料をA国子会
社から内国法人に対する使用料としてA国
源泉税を課税した場合には、そのA国源
泉税は外国税額控除制度の対象とならな
い外国法人税の額に該当することとなり 

ます。
（2）  内国法人の国外事業所等の所在する

国や地域において、その国外事業所
を通じて行う事業から生じる所得に
課される他の外国法人税の課税標準
となる所得の金額に相当する金額に、

図表4 外国法人から受ける配当等の額に係る外国源泉税等の額の取扱い（*1）

外国法人の区分 配当等の 
額の取扱い

外国源泉税等の額の取扱い

損金算入 外国税額控除制度

外国子会社

特定課税対象
金額あり

特定課税対象金額に達するまでの
金額 100％免税 損金算入可

適用不可特定課税対象金額を超える金額 95％免税
（改正前） 損金算入可
（改正後） 損金不算入

特定課税対象金額なし 95％免税 損金不算入

外国子会社 
以外

特定課税対象
金額あり

特定課税対象金額に達するまでの
金額 100％免税

損金算入可

適用不可

（改正前） 適用不可
（改正後） 適用可 （*2）特定課税対象金額を超える金額 課税

特定課税対象金額なし 課税 適用可 （*2）

（*1） 外国法人から受ける配当等の額が損金算入配当でないことを前提としている。
（*2） 外国税額控除制度の適用を受ける場合には、その対象とされる外国源泉税等の額は損金不算入とされる。
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国外事業所等から関連者等 9への支
払に係る金額や国外事業所等がその
内国法人の関連者等から取得した資
産に係る損金算入される償却費の金
額を加算すること等の調整を加えた
金額に課される外国法人税の額

たとえば、内国法人のC国支店におい
て、関連者等に対する利子等の支払金額
等がないものとした場合に得られる所得
につき課税された場合には、その課税額
は外国税額控除制度の対象とならない外
国法人税の額に該当することとなります。
なお、具体的には、日本法人米国支店に
課される米国のBEAT（Base Erosion and 

Anti-abuse Tax）税制を想定していると思
われます。

Ⅵ

その他の2021年度税制改正 
項目

1. 改正産業競争力強化法に基づく3つ
の税制措置

COVID-19の影響、急激な人口減少等の
短期及び中長期の経済社会情勢の変化
に適切に対応して、「新たな日常」に向けた
取組みを先取りし、長期視点に立った企
業の変革を後押しするため、「産業競争力
強化法等の一部を改正する等の法律」（改
正産業競争力強化法を含む複数の改正法
を束ねた法律）が2021年6月9日に成立し
ました。
このうち改正産業競争力強化法におい

ては、（i）「グリーン社会」への転換、（ii）「デ
ジタル化」への対応、（iii）「新たな日常」に向
けた事業再構築を促進するための措置が
講じられるとともに、同法に基づく事業適
応計画の認定を受けることで適用が可能
となる以下の3つの税制措置が、租税特別
措置法において創設されました。これら
の措置は、2021年8月2日に施行されてい 

ます。

（ⅰ）  「グリーン社会」への転換：カーボ
ンニュートラルに向けた投資促進
税制

「2050年カーボンニュートラル」という高
い目標を達成するために、改正産業競争
力強化法の認定を受けた事業適応計画に
従って導入される「脱炭素化を加速する製
品を生産する設備」や「生産プロセスを大
幅に省エネ化・脱炭素化するための最新
の設備」の導入投資等について、税額控除
（税額控除率：最大10％）又は特別償却（特
別償却率：50％）ができる制度です。

（ii）  「デジタル化」への対応：デジタル
トランスフォーメーション投資促
進税制

デジタル技術を活用した企業変革を進
める観点から、改正産業競争力強化法の
認定を受けた事業適応計画に従って導入
されるソフトウエア等に係る投資につい
て、税額控除（税額控除率：最大5％）又は
特別償却（特別償却率：3 0％）ができる制
度です。

（iii）  「新たな日常」に向けた事業再構
築：繰越欠損金の控除上限の特例

COVID-19の感染拡大の影響により厳し
い経営環境にある企業が、果敢に抜本的
な企業変革に取り組むことができるよう、
改正産業競争力強化法に基づき事業適応
計画の認定を受けた場合には、2年間にわ
たって生じた欠損金額を、翌期以後、最大
で5年間、前向きな投資の範囲内で繰越
欠損金の100％繰越控除をすることができ
る制度です。

2. 株式対価M&Aを促進するための 

措置

2019年12月に成立した改正会社法にお
いて、完全子会社とすることを予定してい
ない場合であっても、株式会社が他の株
式会社を子会社とするため、自社の株式
を他の株式会社の株主に交付することが

できる制度（株式交付制度）が新たに設け
られました。これに伴い、税制において
も、日本企業全体の収益性の向上や産業
の新陳代謝を促していくため、株式を対価
とするM&Aを実行するための障害となっ
ているといわれている課税上の取扱い（株
式交付子会社の株主において、株式交付
子会社の株式を譲渡した時点で課税され
る点等）を整備し、株式交付子会社の株主
における株式交付子会社の株式の譲渡損
益の計上を繰り延べる制度が創設されま
した。
この制度のポイントは以下のとおりです。

• 株式交付子会社の株主が、株式交付に
より株式交付子会社の株式を譲渡し、
株式交付親会社の株式の交付を受け
た場合には、その譲渡した株式の譲渡
損益の計上が繰り延べられる。

• 株式交付により株式交付親会社の株
式以外の資産（現金等）が交付される
場合であっても、その株式交付により
交付を受けた株式交付親会社の株式
の価額がその株式交付により交付を
受けた金銭の額及び金銭以外の資産
の価額の合計額のうちに占める割合が
8 0％以上である場合には、その株式交
付親会社の株式に対応する部分の金
額については、この制度が適用される。

• 大臣による認定等は不要である。
• 適用期限は設けられておらず、恒久措
置である。

この制度は、2021年4月1日以後に行わ
れる株式交付について適用されます。
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本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG税理士法人
大 島 秀 平／パートナー

 03-6229-8000（代表電話）
 shuhei.ohshima@jp.kpmg.com

1  「自社利用のソフトウエア」とは、市場
販売目的のソフトウエア以外のソフ
トウエアのことをいいます。したがって、 
たとえばクラウド環境により顧客に利
用させるソフトウエアも「自社利用のソ
フトウエア」に該当します。

2  事業供用時において試験研究の用に
供する固定資産は除かれます。

3  試験研究のために支出した費用に係る
繰延資産は除かれます。

4  「1. 法人税における特例措置」に係る
2 0 2 2年度税制改正に伴い、本特例措
置についても、2022年4月1日以後に開
始する各事業年度より適用要件及び控
除額が見直される予定です。

5  2022年度税制改正により、2022年4月
1日～2024年3月31日までの間に開始す
る各事業年度において、資本金等の額
が10億円以上であり、かつ常時使用す
る従業員の数が1,0 0 0人以上である法
人のうち一定の法人については、【要件】
（ⅰ）が強化される予定です。
6  「VI. その他の2 0 21年度税制改正項目　

1. 改正産業競争力強化法に基づく3つ
の税制措置」をご参照ください。

7  「VI. その他の2 0 21年度税制改正項目　
1. 改正産業競争力強化法に基づく3つ
の税制措置」をご参照ください。

8  その内国法人と当該他の者との間に、
その内国法人が当該他の者（法人に限
る。）の株式等を直接又は間接に保有す
る関係、他の者と資産の販売等に係る
取引関係がある場合等の関係がある
場合におけるその内国法人に限ります。

9  以下の（ⅰ）及び（ⅱ）が該当します。

  （ⅰ）  他の者がその内国法人の議決権の
総数の25%以上を有する関係等が
ある場合における当該他の者（そ
の国外事業所等の所在する国や地
域に住所・居所、本店、主たる事
務所等又はその国・地域の国籍等
を有するものを除く。）

  （ⅱ）  その内国法人の本店等（その国外
事業所等の所在する国や地域に
所在するものを除く。）
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KPMG News

KPMGコンサルティング、大日本印刷が進める
「業務委託先の協力会社への
発注プロセスのデジタル化」を支援

KPMGコンサルティングは、大日本印刷株式会社が目指す業務プロセスの
デジタル化の取組みの1つである、業務委託先協力会社への発注プロセスの
デジタル化を支援しています。
KPMGコンサルティングでは、取引オペレーションモデル構想の策定からソ
リューション選定、業務プロセスや管理体制の見直し、情報システム開発・
改修を支援。委託先への見積依頼から発注、納品物の受領、支払通知等に
至るすべてのプロセスをデジタル化することで、業務の効率化に加え、データ
の一元管理による法令遵守や不適切・不正な取引検知につながり、コンプラ
イアンスの強化も期待されます。

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2022/01/kc-dnp-dx.
html

宮原雄一氏、KPMG税理士法人の新代表に就任

2022年1月1日に、KPMG税理士法人の代表に宮原雄一（みやはらゆういち）
氏が就任しました。
宮原氏は、1990年にKPMGに入所し、主にグローバル企業の税務コンプライ
アンス、クロスボーダー取引に係る国際税務業務に従事。2002年から3年間、
KPMGシリコンバレー事務所に駐在し、米国に進出する日本企業を米国税務
の観点よりサポート。
2014年にパートナー、2022年1月にKPMG税理士法人代表に就任しました。
就任にあたり宮原氏は、「KPMG税理士法人は、お客様の成功に貢献するパー
トナーであり、お客様の成功を通じて日本経済の発展に寄与するプロフェッショ
ナル集団であり続けられるよう、これからも邁進し続けます」と述べています。

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2021/12/new-senior-
partners-kpmg-tax.html

Serv
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KPMGカップ
クラブチーム選手権2022開催

KPMGジャパンは、持続可能な社会の実現に向け、さまざまなシチズンシッ
プ活動に取り組んでいます。日本ブラインドサッカー協会（JBFA）が掲げる
ビジョン「ブラインドサッカーを通じて、視覚障がい者と健常者が当たり前
に混ざり合う社会を実現すること」に賛同し、2015年10月の東日本リーグ
2015第2節より大会協賛を始めました。2011年から開催している「KPMG
カップ ブラインドサッカークラブチーム選手権」は、本年は、2022年2月26日
（土）、27日（日）の2日間にわたって開催されました。本大会は、11回目を
迎える今回が最後となり、今後は新しいリーグ体制の構築に向けて始動し
ます。KPMGジャパンとJBFAは今後も、ビジョンの実現へ向けさまざまな取
組みを推進してまいります。

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
https://home.kpmg/jp/ja/home/media/press-releases/2021/12/
blindsoccer-2022.html

Citiz
en

sh
ip

（1） 仕様・価格検討

データ分析 見積依頼／発注

見積回答／受注 出荷 請求
発注／検収等

※将来的な展開を視野に

買掛確認／支払入荷／検収 データ分析

DNP

顧客

外部取引 デジタルプラットフォーム

外部委託先／仕入先

（2） 見積・発注 （3） 入荷・検収 （4） 買掛・支払 （5） 内部監査

サステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）
支援サービスウェブサイト開設

KPMGジャパンは、このたびサステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）
支援サービスのウェブサイトを新たに開設いたしました。本サイトでは、
KPMGジャパンで提供可能なサービスをSXのステップに沿って一覧化する
とともに、脱炭素や人権等のESGの注目トピックにおける支援内容について
も紹介しています。SXは企業にとって複雑で多岐に亘る�道のり�になります。
KPMGジャパンは、企業のサステナビリティ課題とSXのステージに応じて適
切な専門家を配置し、企業のSXをその�道のり�に沿って支援します。

詳細についてはウェブサイトをご参照ください。
https://home.kpmg/jp/ja/home/services/advisory/sustainability-
transformation.html

Ser
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Thought Leadership

KPMGでは、会計基準に関する最新情報、各国における法令改正および法規制の情報、また各業界での最新のトピック等、 
国内外の重要なビジネス上の課題を、「Thought Leadership」としてタイムリーに解説・分析しています。

会計・監査

Disclosure Checklist 年次財務諸表ガイドー
開示チェックリスト　2021年9月

2022年1月
English / Japanese

本冊子は、国際財務報告基準（ IFRS®基準） に準
拠した財務諸表を作成する際に最低限必要となる
開示項目を特定することにより、初度適用企業を含
む財務諸表作成者に役立つよう作成されています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/01/ifrs-disclosure-
checklist-2021-09.html

Disclosure
Checklist 
Guide to annual
financial statements

年次財務諸表ガイド－開示チェックリスト

IFRS®基準

home.kpmg/jp/ifrs

2021年9月

スマートシティ
 地方都市における意識調査
 ～住みやすい街づくりのためにできること

2022年1月

home.kpmg/ jp

インフラストラクチャー

スマートシティ　地方都市における意識調査
～住みやすい街づくりのためにできること

2022年2月
Japanese

スーパーシティやスマートシティに興味を示す 3 7 
地方都市約4,000名の住民を対象に、スマートシ 
ティに関連する6分野について意識調査を行いま
した。その結果をKPMGの各分野の専門家が分
析するとともに、調査結果の補足目的で、専門家
の見解や好事例を掲載しています。本レポートは、
2 0 2 0年 9月に発行した 「スマートシティ　わが国
の主要 5都市における意識調査～住みやすい街
づくりのためにできること」 の続編として、地方都市
について同様の調査結果をまとめたものです。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/smart-cities-2022.html

home.kpmg/automotive

劇的な変化に対する
自動車業界エグゼクティブの
考える将来

第22回
グローバル・オートモーティブ・エグゼクティブ・サーベイ2021

商機はどこにあるのか

自動車

グローバル・オートモーティブ・ 
エグゼクティブ・サーベイ2021

2022年2月
English / Japanese

今回で22回目となる本サーベイでは、パワートレイ
ンや消費者行動の変化、テクノロジー企業の新規
参入、サプライチェーンの課題等、自動車業界に起
きている劇的な変革に対する見解について、3 1カ
国、1,118人の自動車業界エグゼクティブから回答
を得ました。また本サーベイに加え、日本の消費者
アンケートを実施し、電動化、自動運転の実用化、
コネクテッド、シェアリングやサブスクリプションに関
する調査によって消費者視点の見解を分析・考察
しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/global-automotive-executive-
survey-2021.html

サステナビリティ

Net Zero Readiness Index 2021 （抄訳版） 2022年2月
English / Japanese

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/net-zero-readiness-index.html

KPMGは、ネットゼロに向けた3 2ヵ国の進
捗状況評価の初の指標となる「ネットゼロ
準備度指数（Net Zero Readiness Index: 
NZRI） 」 を作成しました。本調査では、対象
各国を2 0 5 0年までにネットゼロを達成す
るための準備度合と能力についてランク付
けし、成果を上げている戦略を紹介してい 
ます。

KPMG IMPACT

home.kpmg/NZRI

Net Zero 
Readiness 
Index 2021
日本語抄訳版

テクノロジー・メディア・通信

サイバーセキュリティサーベイ2022 2022年1月
Japanese

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/01/cyber-security-survey2022.
html

KPMGコンサルティングが、デジタル化におけ
るサイバーセキュリティ推進のための有益な情
報提供を目的に、国内の企業を対象にKPMG 
FASと共同で実施したアンケート調査の結果を
まとめたレポートです。新しい働き方としてリモー
トワークが定着しつつあるなか、5回目となる今
回の調査では「リモートワークセキュリティ」 に関
する設問を新設しています。また、今回の調査で
は新しい取組みとして世界で広く活用されているNIST（米国国立標準技術研究所）のサ
イバーセキュリティフレームワーク （CSF） を意識した構成としています。

サイバーセキュリティ
サーベイ
2 0 2 2

サステナビリティ

取締役会が対処すべき気候変動 2022年1月
English / Japanese

気候関連財務リスクに対する経営の対応を監督
し、十分な情報に基づき積極的な指針を示すた
めの知識とプロセスが取締役会に備わっている
かを把握することに、投資家は高い関心を寄せ
ています。気候によって生じるビジネス環境の構
造的転換に対応し、現在の、そして長期にわた
る気候環境を考慮することで、リスクへの適応や
その軽減、そして価値創造の新たな機会の発見
へと導くために、取締役会は何から着手すべきで
しょうか。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/boardroom-climate-
competence-getting-ahead-curve.html

kpmg.com/us/blc

COMPANIES 
CLIMATE
CHOICES

取締役会が
対処すべき
気候変動

2021年9月
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出版物のご案内

詳しい内容や出版物一覧につきましては、ウェブサイトをご覧ください。
また、ご注文の際は、直接出版社またはKindleストアまでお問い合わせください。

https://home.kpmg/jp/publication

経済価値ベースのソルベンシー規制への対応

保険会社のソルベンシー規制は2025年よ
り経済価値ベースに置き換わる方向で検
討が進められています。本書は、この新規
制が保険会社の経営にもたらす影響につ
き、1冊で全体像が理解できるよう、関連す
る内容を網羅的に収録するとともに、幅広
い読者層を意識し、できるだけ平易かつ図
表を多用して記述した解説書です。
本書は、新規制の導入に至るまでの検討
状況から始まり、導入予定の経済価値ベー
スのソルベンシー（ESR）の測定方法を解
説するとともに、新規制の導入に伴う保険
会社の資本管理やリスク管理・ERM、検
証態勢、ガバナンス態勢への影響に加え、
EUソルベンシーⅡの動向、IFRS基準や米
国会計基準との比較についても解説してい
ます。

【編】  あずさ監査法人  
金融統轄事業部 

中央経済社
A5判・364頁
4,730円（税込）
2022年2月刊
単行本

会社法決算の実務 （第16版）

本書は、会社法に基づく決算制度を扱う
書籍であり、企業の経理実務に役立つ手
引書として、定時株主総会の招集通知、事
業報告、計算書類・連結計算書類等の作
成、監査報告および決算公告という一連の
会社法決算実務について、会計専門家の
立場から留意すべき重要ポイントを解説す
るとともに、上場企業の最新開示事例を厳
選のうえ掲載し、事例解説を行っています。
第16版では、「2022年3月期以降の決算
上の留意事項」を掲載し、3月期の会社法
決算において、新たな会計基準等の適用
など最低限おさえておきたい留意事項をダ
イジェストとしてまとめ、掲載しています。

【編】あずさ監査法人

中央経済社
A5判・988頁
7,590円（税込）
2022年2月刊
単行本

徹底解説　税効果会計の実務 （第2版）

 本書では、税効果会計の基本的な考え方
から、個別・連結の取扱い、回収可能性の
判断、組織再編における取扱いまで網羅的
に詳説しています。設例を多用するとともに、
「論点」では、実務で生じやすい疑問点を
Q&Aで解説しています。
第2版では、2022年4月1日以後開始事
業年度から適用が始まるグループ通算制
度に対応した実務対応報告「グループ通
算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取扱い」を反映しています。また、
タックスヘイブン対策税制やIFRS®基準の
改正等、初版刊行以降の改正もフォロー
しています。
税効果会計全般をまとめた解説書として長
い間にわたって多くの方々にお使いいただ
けますと幸いです。  

【編】あずさ監査法人

中央経済社
A5判・372頁
4,400円（税込）
2022年2月刊
単行本

これですべてがわかるIPOの実務 （第５版）

本書は、「上級 IPO・内部統制実務士」資
格の試験用テキストとして作成され、上場
準備責任者（IPOを検討している経営者、
CFO等）、IPO専門家および専門家を目指
す方を対象としたIPO全般に関する実務書
です。

【編】  一般社団法人 
日本経営調査士協会

【著】  あずさ監査法人　 
小出健治 他

中央経済社
A5判・488頁
5,500円（税込）
2022年1月刊
単行本
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海外関連情報

日本語版海外投資ガイド

日本語版海外投資ガイド一覧

KPMGジャパンにおいては、新興国を中心に24ヵ国の日本語版海外投資ガイドを発行し、ウェブサイトにおいて公開しています。新規投資や既存事業の 
拡大など、海外事業戦略を検討する上での有益な基礎情報です。投資ガイドはPDFファイル形式ですので、閲覧、ダウンロード、印刷が可能です。

新型コロナウイルス（COVID-19）対応：各国最新情報
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大に対する海外諸国の税制対策や法令などについて、
KPMGの海外ネットワークを通じ、情報を集約しています。
https://home.kpmg/jp/ ja/home/campaigns/2020/03/covid -19-overseas.html

現在、ウェブサイトにて公開している24ヵ国の
日本語版海外投資ガイド一覧です。今後は、
改訂版や新しい国の海外投資ガイドが発行
されるタイミングで、アップデートいたします。
詳細は下記URLをご参照ください。

https://home.kpmg/jp/investment-guide

投資ガイド（掲載国） 発行年

中国 2020年

香港 2020年

台湾 2020年

インド 2018年

シンガポール 2018年

マレーシア 2021年

インドネシア 2015年

フィリピン 2022年

ベトナム 2018年

ミャンマー 2020年

ブラジル 2013年

ペルー 2017年

イタリア 2021年

ベルギー 2017年

スペイン 2021年

チェコ 2021年

ドイツ 2021年

ハンガリー 2019年

ポーランド 2014年

ロシア 2017年

トルコ 2014年

アラブ首長国連邦（UAE） 2021年

南アフリカ 2018年

海外進出支援窓口
各国の最新情報については、右記URLをご確認ください。 https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-support.html

2022年1月14日更新

2021/2022年度版　フィリピン投資ガイド Japanese

フィリピンへの投資を考えられている方のみならず、すでに事業を行われている皆様方の
ために、フィリピンの国の概況、また、同国への投資の可能性について説明します。

https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/jp/pdf/2022/jp-philippines-2021-2022.pdf
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home.kpmg/it 

イタリア投資ガイド 

Investment  
in Italy 

2021年11月2日更新

2021年版　イタリア投資ガイド Japanese

本冊子は、イタリアでの事業活動に役立つと思われる、会計、税務、法務を中心とした
主要な法規制について解説しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/11/italy-investment-guide-202110.html

2021年10月25日更新

2021/2022年版　ドイツ投資ガイド Japanese

本冊子は、ドイツへの進出を検討されている、あるいはドイツ国内に既存事業を有する
企業の皆様に、現地での事業活動に役立つと思われるビジネス、監査・会計、税務、各
種財務トピックス、法務などの主要な法規制動向について解説しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/10/german-topics-2021-1025.html

2021年

チェコ共和国
投資ガイド
日本語要約版

2021年8月20日更新

2021年度版　チェコ投資ガイド Japanese

チェコへの進出を検討されている、あるいは事業展開されている企業の皆様に、現地で
の事業活動に役立つと思われる会社法、税制、財務報告などの主要な法規制動向につ
いて解説しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/08/czech-businessbook-20210820.html
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